
第３５回海洋工学パネル

大陸棚画定後のわが国の海洋管理と開発 利用●

平成１９年１月１９日

日本大学理工学部駿河台校舎於

日本海洋工学 会



日本海洋工学会の概要

海洋の自然を解き明かし、その本質を損なわないように利用、開発してゆく

開発工学が対象とする範ちゅうは極めて学際的で広範なものであります。従来

は、既存の工学諸分野がそれぞれの専門分野の海洋工学について学問や技術の

進歩を図叺多大の成果を上げてまいりました。

しかし、今後、海洋の調査研究や海洋の利用、開発をさらに実質化し拡大し

てゆくには、より深く未知なる環境に踏み込み、より高く、新しい目標に挑戦

してゆくことが必要であり、このためには広範な既存工学分野の有機的な協力、

既存工学分野間にある境界領域の発展、関係の深い先端技術を取り込むことに

よる海洋工学の高度化が是非とも必要となります。

そこで、海洋工学と関係の深い７つの学協会が協力して、上記の目的に沿っ

た活動をするために、「海洋工学連絡会」を１９８８年（昭和６３年）に設立致

しました。以来、海洋工学連絡会では、情報交換、学際的課題の発掘、共同研

究をめざして、それぞれの学協会の活動を紹介する３回の活動報告会、続いて

第１回から第１９回までの海洋工学パネルを開催してまいりました。

そして、平成１１年４月1日より名称を日本海洋工学会と変更し、学協会を

会員とする連合体学会としての体制を明確にし、それまで以上に海洋工学分野

での情報交換、学際的課題の発掘、共同研究の実現につとめ、第２０回から第

３３回までの海洋工学パネルを開催してまいりました。また、日本の海洋工学

に関係の深い学協会に参加を呼びかけ、さらに充実した構成にしたいと考えて

います。皆様方の積極的なご支援をお願いします。
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第35回海洋工学パネル・プログラム

パネルテーマ：大陸棚画定後のわが国の海洋管理と開発・利用

【コンセプト】

来る２００９年にはわが国を始め、沿岸諸国の大陸棚画定の期限が来る。そのあと、国連海

洋法条約のレジームのもと、世界各国の大陸棚などの海洋境界線が明確化され、沿岸各国

は海洋に対する権利と義務を負う、新しい海洋の時代に入る。

ところで、私たちは、日常、日本が四方を海に囲まれた海洋`性列島である事を殆ど意識

していない。台風が列島を襲う場合などでは、列島全体が広大な海に浮かぶ島国である事

を僅かに意識の片端に乗せるだけである。申すまでもなく日本を囲む海洋はわが国の歴史

始まって以来，我々に悩みと同時に恩恵を与えてきた。世紀の自然科学思想家と慕われる

Ｒ・カーソン氏が問い掛け続けた魅惑・恵に満ちた海は今日でも地球の持続的環境保全の主

役である。その意味で海洋は人類の共有財産である。

一方、人類の人口増加と社会経済の発展に伴うナショナリズムの高揚は、海洋が誰に帰

属し、誰によって管理されるべきかの問いを半世紀以前から発生させた。言うまでも無く

海洋の広がりは有限の空間に限定され、海洋管理の主導権が誰に帰属するべきかは、国際

的競合問題である。この事態に主導的指針を提起したのが｢国連海洋法条約」（1992年制定、

2004年発効)である。この立場で見直すと、日本固有の海域は広大で世界の大国と肩を並べ

る位置にある。取りも直さず，これこそわが国が世界の海洋利用・管理について世界の指

導的立場に立つ必要性の背景である。しかも，わが国は科学技術立国に半ば成功の道を歩

みつつあり、技術と資力に勝る様になった我が国の「海洋政策」の動向は，周辺諸国への

潜在的影響力が大きく、日本周辺諸国が日本の「海洋政策とビジョン」に高い関心を割く

ことは至極当然であろう。海運、水産、地下資源、エネルギー問題はもとより、海水その

ものすら限られた水資源として考える時代が来つつある。

このような状況を踏まえ、遅まきながらわが国の政治においても「国家海洋政策の基本」

を固める動きが盛んである。私たちもここでもう一度「海洋」の根源的問題に立ち返り，

我々の知識と立場を新たに整理する事を目的としてこのパネルの内容を設定した。

１．国連海洋法条約体制と海洋の開発・管理

栗林忠男慶応義塾大学名誉教授

「海洋法に関する国際連合条約（国連海洋法条約)」（１９８２年採択、１９９４年発効）

を中心として始動した新しい国際海洋法秩序の体制においては、「海洋の自由」から「海洋

の管理」への発想が含まれている。他方、幾つかの重要な国際海洋法の原則・規則の解釈・

適用をめぐって国家間の紛議や紛争を招いており、また、予期しなかった新しい法的問題
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も発生している。海の国際法をめぐるかかる変動状況において、海洋立国としてのわが国

においては、国際協調に基づく、海洋の持続可能な開発利用を旨とする、総合的な計画・

管理のための海洋政策の策定・実施が強く望まれる。

２．沿岸域管理の課題と海洋基本法案

來生新国立大学法人横浜国立大学理事・副学長

わが国の沿岸域管理に関する法制度の現状を紹介し、その問題点を整理する。それを踏

まえて、現在自由民主党を中心に立法作業が進行中の海洋基本法案の概要を紹介し、事務

局原案作成のたたき台をつくった者として、最終的にまとまった法案が沿岸域管理の課題

にどのように対応しようとしているのかを検討し、基本法体制の下で今後わが国の沿岸域

管理制度がどのように整備されるべきかを考える。

３．国際テロ脅威に対する水中監視技術開発成果の現状

浅田昭東京大学生産技術研究所教授

国際テロ脅威の高まる現在、沿岸域に隣接する大量のエネルギー物質、危険物質を管理・

運用する施設事業体、国、地方自治体は、地域周辺の住民に対し、見えない水中からのテ

ロの脅威に対しても厳重な警備を行ない、安全を確保する義務がある。また、２００８年の開

催国であるサミット警備には、世界最高レベルの警備技術が要求される。今まで監視する

ことの出来なかった水中を、音波を使って見えるようにする技術開発が求められ、平成１７

年度から３カ年計画で科学技術振興調整費重要課題解決型研究等の推進「水中セキュリテ

ィソーナーシステムの開発」を実施し、施設周辺、港湾周辺を効果的に実用監視警備が出

来るまでに技術開発成果を上げてきた。

午前の部討論

海洋工学関連会議報告

４．我が国の海とこれからの水産

松里壽彦独立行政法人水産総合研究センター理事

我が国のＥＥＺ内の海は、昔から世界の四大漁場の一つに数えられる世界有数の好漁場で

あり、日本人は古来よりこの海の恵みを積極的に利用してきている。恵まれている者は自

ら持っている豊かさに気づかないだけである。このことは、百年単位では将来とも変わら

ないことであろう。

わずか数十年前までは、我が国の輸出を支えてきた水産の歴史を振り返るとともに、我

が国周辺海域の豊かさを支える生産性の高さに関連した最近の研究成果を紹介する。

最後に我が国の水産の将来展望について述べる。
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５．船舶・海洋構造物の新たな挑戦一海洋利用技術のありかた

鈴木英之東京大学教授

わが国の領海と排他的経済水域を合わせた面積は約４４７万ｋm２で、国士面積約３８万ｋm２

の１２倍近い、世界第６位の面積となっている。この海域は、人間活動の場となる空間をは

じめとして、自然エネルギー、鉱物資源、生物資源などの宝庫でもある。今後わが国が持

続的社会を構築してゆく上で、海洋を知り、どのように保全し、利用するかは重要な問題

であり、わが国の責務でもある。一方で、これらの点は機会あるごとに指摘されてきたに

も拘わらず、取り組みは思ったようには実を挙げてこなかった。むしろ東アジア地区の近

隣諸国に取り組みで遅れを取るような状況も生まれている。今後必要な取り組みについて、

国の総合的な海洋政策、海洋技術フォーラムの取り組み、技術、産業などの観点から考察

を加える。

６．海洋空間活用と海洋構造物のこれからの挑戦

渡邊英一財団法人大阪地域計画所理事長、京都大学名誉教授

海洋の有する空間・資源・エネルギーの活用と海洋構造物の活用、環境保全、維持管理

などの展開について述べる。具体的内容としては海洋資源・エネルギー活用技術、地球温

暖化防止のためのCO2海底隔離等の最近の話題を含め、米国、ノルウェー、日本等における

海洋構造物展開、大阪市の浮体水平旋回アーチ橋の夢舞大橋、日本鋼構造協会によるClean

FIoatと称する海上浮体構造、ＮＡＳＡによる宇宙太陽光発電のための海上中継基地、自然リ

ーフを活用したVLFS、最近のシンガポールにおける種々の浮体構造、地下水を利用した浮

体免震構造その他の諸構想ならびに鉄鋼連盟を中心とした、海洋における構築物の腐食、・

劣化維持・管理・防食・耐久性の研究の発展状況につき簡潔に紹介する。

７．地球深部探査船「ちきゅう」と海洋地球科学の展望

平朝彦海洋研究開発機構地球深部探査センター長

岡田裕同センター長補佐

地球深部探査船「ちきゅう」は、約５年半の建造期間を経て２００５年７月に完成し既に実

施されたシステム統合試験及び現在実施中の海外における統合試験運用の後、２００７年９月

から本格的な科学掘削に従事することとなっている。「ちきゅう」は世界屈指の科学掘削船

であるが、その運用による海洋地球科学の飛躍的な発展によって、海底巨大地震の発生や

地球規模の環境変動のメカニズムが解明され、現在我々が直面している防災や温暖化等地

球環境の変化といった問題の解決に向けた革新的な貢献が期待されている。

午後の部討論
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挨拶会開

日本海洋工学会会長

遠藤茂勝

おはようございます。日本海洋工学会会長の遠藤と申します。開会にあたり一言ご挨拶

を申し上げます。私は土木学会の海洋開発委員会から日本海洋工学会の運営委員として参

加しており、この１月から役員が替りまして、会長を務めることとなりました。どうぞよ

ろしくお願い申し上げます。

本日は朝早くから多数ご参加頂きまして大変ありがとうございます｡御礼申し上げます。

本日のテーマですが、国内を振り返りますと、昨年１２月には海洋基本法が議員立法とし

て今国会に提出されることが公表されたわけです。もちろんこの内容についてはご承知と

思いますが、海洋政策を－現化して総合海洋政策会議を設置し、これを統括する海洋政策

担当大臣を任命するというようなことが盛り込まれていて、いよいよ海洋の具体的な政策

が実施され海洋に関する活動が飛躍的に発展するのではないかと考えられます。従来、海

に守られた日本と言われてきましたが、これからは海を守る日本ということになり、いず

れにしても新しい海洋の状況が生まれてくるものと思います。

本日は、「大陸棚画定後のわが国の海洋管理と開発・利用」をテーマとしています。ご承

知のように２００９年には国連海洋法条約の基に大陸棚など海洋の境界線が明確化される時

期になります。その意味でも新しい海洋の時代に入ることになるかと思います。このよう

な状況を踏まえて、我々日本海洋工学会ではもう一度根元的な問題に立ち返り、幅広い知

識や立場を改めて考え直そうということから本日のパネルのテーマとしたわけです。

本日は７名の講師のご発表と討議を頂くことになりますが、講演を快くお引き受け頂き

ました講師の先生方には厚く御礼申し上げます。また、毎回多数の参加者の皆様をここに

お迎えすることができますことを、我々は非常な喜びとしております。今日は幅広い話題

が出ると思いますが、ご参加者の皆様には種々なご討議を頂きましてこの会が活発な会に

なることを期待しております。以上をもちまして開会の挨拶とさせて頂きます。どうもあ

りがとうございました。

－４－



国連海洋法条約体制における総合的視点の意義

慶應義塾大学名誉教授栗林忠男

はじめに

日本と国際海洋法秩序の関係を歴史的に遡ると、第二次世界大戦までの国際社会では、海

洋先進緒国の先導によって国際海洋秩序が維持されていたから、日本も当時支配的であっ

た海洋自由の原則に従うことで漁業・海運等の海洋利害を実現することができた。伝統的

な海洋の自由、特に漁業自由の原則を固守しようとする明治初期以来のわが国の姿勢に転

換を迫ったのは、第二次大戦後の世界的な海洋秩序の変革の波であった。しかし、大戦後

の急速な国際社会の構造変化とその国際海洋秩序への強烈なインパクトにも拘らず、日本

は伝統的な海洋秩序の維持に固執しすぎた面があった。（注１）現在、新しい国連海洋法条

約体制の始動とともに、海洋問題に対する日本の対応のあり方が様々な角度から再検討さ

れつつある。特に、従来の縦害りり型の海洋行政機構の弊害を解消し、「人類と海洋の共生」

を究極の理念とする、新たな海洋立国を目指す総合的な海洋政策を策定・実施するための

「海洋基本法」の制定がそのための必須的な第一歩として注目されている。（注２）そうし

た最近の国内的動向の中で、海洋管理における総合的視点の重要`性が強調されようとして

おり、本稿は、その点についての筆者の見解を述べようとするものである。

[国連海洋法条約」体制の始動一国際海洋法システムに対する総合的視点Ｉ

１９６０年代に入ってからの国際社会における海洋をめぐる「政治的・経済的事情及び

科学技術の急速な発展」に早急に対応するために第三次国連海洋法会議（１９７３－８２

年）が開催され、この会議において「海洋法に関する国際連合条約」（UnitedNations

ConventionontheLawoftheSea:ＵＮＣLOS）（｢国連海洋法条約」と略称）が採択され

た。この国連海洋法条約は、海洋問題は相互に密接に関連しているから海洋のあらゆる事

項を「単一の」条約に纏めるよう求めた国連総会からの要請を受けて、国連史上未曾有の

規模で１０年間に及ぶ条約作成交渉の末に、３２０ケ条と９つの付属書からなる大部の条

文からなる国際条約として成立したものである。国連海洋法条約は、「海洋自由の原則」を

制度的基盤として長年の間維持されてきた従来の国際海洋秩序を多くの面で再検討し修正
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を加えたが、とりわけ２００海里の排他的経済水域（ExclusiveEconomicZone:EEZ）の

制度を導入したことは、海洋の開発・管理をめぐる伝統的な「海洋自由の原則」に大きな

変革をもたらし、海洋の国際法システム全体に画期的な影響を及ぼした。また、排他的経

済水域や大陸棚などの国家管轄権の範囲を超える深海底とその資源を「人類の共同遺産」

（CommonHeritageofMankind:ＣＨＭ)と位置づけ､そこに国際海底機構(International

SeabedAuthority:ISA）という全く新しい国際機関による開発・管理の体制を確立したこ

とも画期的である。もっとも、この深海底の法的地位やその鉱物資源の開発制度を規定し

た条約部分は余りにも途上国寄りの内容であったため、その後国連事務総長の仲介の下に

先進国側と途上国側との間で改訂交渉が行われ、その結果、先進国による市場経済原理の

主張が大幅に取り入れられた。（注３）これにより、深海底制度の諸規定に難色を示してい

た英・独・仏など多くの先進国も国連海洋法条約に参加することになり、その結果、同条

約は１９９４年１１月１６日に発効し、国際海洋法の一般的かつ基本的条約として適用さ

れることになった（日本については、１９９６年６月２０日に批准書を寄託し同年７月２

０日に効力発生)。条約はその後次第に多数の国の参加を見て、現在では約１５０カ国（他

にＥＣ）が加盟している。

国連海洋法条約についての評価は必ずしも一様ではない。同条約はしばしば｢海の憲法」

と称されることがあるが、これに対しては、様々な種類の条文がバラバラに構成され、各

条文の調和・調整が極度に困難で矛盾なく解釈できず、とても「海洋憲法」であるかの如

くみることはできない、といった厳しい評価がある。（注４）しかし、かつて１９５８年に

国連第一次海洋法会議が開催され、殆どが国際慣習法規であった当時の国際海洋法規則の

条約化が行われた結果、「領海条約」・｢公海条約」・「大陸棚条約｣・｢公海生物資源保存条約」

の四つの海洋法条約がそれぞれ別個に採択されたが、参加国数もこの四つの条約毎に異な

る、いわば海洋法体系の分裂的状況があったのに対して（例えば、日本はその内の「領海

条約」と「公海条約」のみに加盟)、国連海洋法条約は史上初めて海洋法の殆どすべての事

項を一つの条約の中に包括的に規定することに成功したから、その意味では少なくとも海

洋に普遍的・統一的な法体系をもたらすものとして積極的な評価を与えてよい。何故なら

ば、これまでは航行、漁業、環境、軍事利用など海洋に関わる各種の国際的レジームが、

分野相互間の関連性や全体的検討の必要性をあまり意識することなく、それぞれ別個の法

制度として形成され、航行に関する国際法、漁業に関する国際法、海洋環境に関する国際

法などとしてバラバラに発展してきたからである。この國際海洋法体系の分断的状況は、
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海運・水産等の各国の海洋産業がそれぞれ個別的に発展を遂げてきたこととあいまって、

国内的にも国の海洋政策と行政機構が特定分野別に縦割り的に立案・運用されがちであっ

たことと無関係ではないように思われる。

なお、先述の国連海洋法条約に対する批判的評価が指摘するように、同条約の中には内

容上不明確さを残している規定がかなりあることも事実であるから、この条約が今後の諸

国の1慣行の積み重ねによって一層磨かれてゆかなければならない、と認識する点では専門

家の問に見解の相違はあまりない。その観点からすれば、国連海洋法条約体制の始動後に

示される諸国の海洋をめぐる様々な国際法実践に対する幅広い観察・分析を通じて、新し

い海洋法制度の動向をできるだけ正確に把握し、それを自国の海洋政策に総合的に反映さ

せることが重要になるであろう。

他方で、国連海洋法条約の採択後１０年を経て、１９９２年の地球サミット（リオ会議）

と呼ばれる国連環境開発会議（ＵＮＣＥＤ）で「環境と開発に関するリオ宣言」が採択さ

れ、その中で「持続可能な開発を達成するため、環境保護は開発過程の一部をなし、それ

から分離しては考えられない」（原則４）ことが宣言された。また、環境と開発を不可分の

ものとして統合するこの｢持続可能な開発｣(sustainabledevelopment)の原則とともに「２

１世紀の課題」（Agenda21）の行動計画が採択され、自国の管轄下にある沿岸域及び海洋

環境の総合的管理と持続可能な開発を沿岸国の義務として、統合された政策及び意思決定

プロセスを定めることを各国に求めるなど､広く海洋の総合的管理の方向が打ち出された。

それから１０年後の２００２年に南アで開催された「持続可能な開発に関する世界サミッ

ト」（ヨハネスブルグ・サミット）では、具体的成果は少なかったものの、国際社会の行動

主体の間の連帯を促すための取り組みなど､｢持続可能な開発｣への共通認識が深められた。

それらの宣言や行動計画の多くは法的拘束力をもつ国際条約ではなく、その前段階のソフ

トロー（softlaw）としての性質をもつものではあるが、やがては諸国の行動指針として

採用されるような枠組みや原則が多い。上記二つの会議で打ち出された開発と環境に関す

る国際環境法関係の諸規範と国連海洋法条約との関係、特に海洋環境に関する事項につい

ては、１９９０年代に入ってから数多く採択された地球環境保護条約の登場によって、国

連海洋法条約とこれらの環境保護条約との整合性の確保の問題、あるいは、条約間の適用

関係の調整問題が幾つか生じている。（注５）また、国連食糧農業機関（ＦＡＯ)，国際海

事機関（ＩＭＯ)，国連教育科学文化機関（ＵＮＥＳＣＯ)，国連環境計画（ＵＮＥＰ）な

どの国際機関も、国際協力の分野において、それぞれの権限内で国際的・地域的レベルに
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おける海洋に関する政策立案や協定作成等の作業を積極的に行っている。こうして、一般

的・基本的な法的枠組みをなす国連海洋法条約を中核として、同条約の採択後に発展した

海洋環境保護に関する諸規範や各種の国際機関・国際委員会の活動内容、更には個別国家

の法的実行などを含めて、多元的・多面的な国際海洋法の生成・発展の過程が存在するこ

とに注目していく必要がある。換言すれば、「国連海洋法条約体制」という、現在展開して

いる新しい国際海洋法の体制は、それらの多様なプロセスを包含する法システムとして包

括的・総合的に把握されなければならないのである。

形成途上の國際海洋法秩序一海洋法の変動状況における総合的視点1１

国連海洋法条約は、これまで国際的合意の得られなかった領海の幅員を１２海里に統一

したこと、領海と公海の間に沿岸国の主権的権利・管轄権の下に入る２００海里の排他的

経済水域制度を導入したこと、インドネシアやフィリッピン等の群島国家の主張してきた

群島水域制度を初めて国際的に承認したことなど、沿岸国の国家管轄海域の大幅な拡大を

もたらした。その結果、海洋自由の原則によって支配されてきた海洋空間である公海のか

なりの部分が沿岸国の管轄・管理の下に置かれるようになった。しかし、それと同時に、

近隣国家間に海洋空間における国家管轄権･管理が直接かつ複雑に衝突する事態を招来し、

しかも多くの国では、拡大された国家管轄海域における管理能力が十分とはいえない現況

の中で、海賊・武装強盗やテロなどの海上犯罪の抑制、開発・工業化等による悪影響から

の海洋環境の保全、海洋の生物・鉱物資源に対する国家権益の主張の衝突などの問題への

対処に緊急に迫られるようになった。

しかも《国連海洋法条約は諸国間の多様な海洋利害の対立を交渉と妥協によって調整し

た末に採択に漕ぎつけたことを反映して、その内容において明確`性を欠く面や今後の規則

の形成・発展に委ねる面が少なからずあり、そのため、海洋における国家の権限である主

権（sovereignty)、主権的権利(sovereignright)、管轄権(jurisdiction)の性質と範囲などを

めぐって条約規定の解釈が分かれ､それが国家間の新たな紛議･紛争の種子となっている。

もっとも、こうした国連海洋法条約の不備の幾つかは条約採択後の諸国間の新たな合意を

通じて解消されたものもある。例えば、国連海洋法条約においては、排他的経済水域の内

外に亘って生活する魚種の保存及び開発を調整・確保するために必要な措置について、沿

岸国と漁業国との確執のために最後まで合意に達することが出来ずに、当該排他的経済水
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域をもつ沿岸国とその周辺で漁獲活動を行う遠洋漁業国の双方が合意ないし協力すべきで

あるとのみ一般的に規定されるに留まった。しかし、これらの努力規定は具体的内容を欠

いていたため、それらの排他的経済水域と公海に跨って存在するストラッドリング魚種や

広い大洋を回遊するマグロなどの高度回遊'性魚種の保存・管理のための国際的な漁業規制

が、国連海洋法条約の採択後に国連主催の下に開催された会議において採択された「国連

公海漁業実施協定」により実現することになったのは、その一例である。（注６）また、国

連海洋法条約の「国際海峡」に関する規定の中で、海峡内の航行の安全や海洋汚染の防止

のために海峡沿岸国と海峡利用国との「協力」を謡った規定（４３条）の趣旨を敷桁して、

現在マラッカ海峡における沿岸三国と海峡利用国（日本・中国・韓国等を含む）の間で費

用負担の問題等が具体的に議論され始めたのも、国連海洋法条約の条文内容の一層の明瞭

化と海洋法の発展に繋がるものである。（注７）

その一方で、国連海洋法条約体制のその後の展開に応じて、条約内容の不明確性が一因

となって紛争や軋礫を生んでいる問題が少なからずある。わが国に関わる海洋問題に限っ

て見ても、そのような問題の幾つかを挙げることができる。例えば、日中・日韓の間のＥ

ＥＺ・大陸棚の境界画定の問題がある。東シナ海の海洋問題には、この海域における政治

的不安定、地理的複雑,性、歴史的軋礫、領有権争い（日韓の「竹島」と日中台の「尖閣諸

島｣）など、多くの輻轤する要因のほかに、海洋の境界画定に関する国際法の原則．規則が

不明確なために、関係諸国の法的立場が対立しているという複雑な状況がある。ＥＥＺ・

大陸棚の境界画定に関しては、国際法上、衡平原則と等距離・中間線原則の両論があり、

第三次国連海洋法会議に参加した諸国の立場もそのいずれかに二分されたまま最後まで対

立し、結局、国連海洋法条約では、ＥＥＺ・大陸棚の境界画定に関して適用される法原則の

内容を示さずに、単に「国際法に基づいて合意により行う」という規定のみが置かれるに

とどまった。（注８）日韓間では南部大陸棚協定によって共同開発方式が採用されて一応の

解決が図られたものの、日中の間ではそのような合意がないために、中間線付近における

ガス田開発をめぐり対立していることは周知の事実である。境界画定の最終的合意が困難

であれば、主張の重複する海域については共同開発方式を含む措置を協議することが求め

られて良いであろう。国連海洋法条約体制が始動し、海洋秩序が「自由」から「管理」の

方向へと舵を切る時期に当たって、東アジア海域というこの地域のかけがえのない海をめ

ぐって、関係国すべてが困難な政治的環境を乗り越え、国際協調に基づく開発・利用のあ

り方を模索することが期待されており、わが国にとっても総合的な海洋管理の一環として
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対処すべき問題である。

また、日本の最南端にある「沖ノ鳥島」の周囲に設定されているＥＥＺ・大陸棚をめぐ

って、国際法上の「島」（islands）としてそれらの海域の設定を国際法上根拠があるとす

る日本の立場と、人間が居住できないか又は独自の経済生活を維持できない「岩」（rocks）

はＥＥＺ・大陸棚をもてないとする国連海洋法条約の規定（第１２１条３項）に照らして

「沖ノ鳥島」を岩とみる中国の立場の対立があり、この問題も島の制度に関する国際法規

則の不明確さと無関係ではない。国連海洋法条約の作成過程において、島の大小、人口の

多寡などの観点から島をＥＥＺ・大陸棚を持てるものと持てないものとに分類しようとす

る立場と、それらの区別を否定して「島」としての地位を一律に認めようとする立場（日

本を含む）の両論が最後まで解消されないまま国連海洋法条約の玉虫色の規定（１２１条

１～３項）となったからである。沖ノ鳥島問題には中国の安全保障上の戦略に基づく調査

活動の側面が絡んでいるようであるが、島の國際法制度は現在のところ形成途上にあると

見て、今後の諸国の国家実行の集積によって不明確な条約規定の解釈が補完されていくの

であれば、島の法制度の確立に向けてわが国が先導的役害|を果たす余地がある。科学技術

の力をもってこの問題に新しい光をあてることもできるであろうし、また、南太平洋やカ

リブ海などの島峨国と連帯して島の国際法制度のあり方についての共通認識を青くむこと

もできよう。とりわけ重要なことは、単に資源海域を囲い込むためだけの「島」として位

置づけるのではなく、海洋の持続可能な開発の原則を基礎にした海洋管理の様々な施策を

周辺海域に展開するための一つの「拠点」として位置づけるということである。ここでも

海洋を管理するための総合的視点が求められているといえよう。

更にもう一つの側面を挙げれば、排他的経済水域における沿岸国と他の利用国との間の

権限関係も、国連海洋法条約の中で明記された若干の事項を除いて明らかではない。一応

条約ではＥＥＺ内における船舶航行・上空飛行の自由、海底電線敷設の自由など、伝統的

な公海の自由の中に含まれていた自由の存続を認めているが、本来は「機能的」な制度で

あるＥＥＺを「領域的」なものと考えて、２００海里水域内の諸事項をできるだけ自国の

一般的管轄の下に置こうとする、主に発展途上の沿岸国は少なくない。先年の中国のＥＥ

Ｚ内で｢沈没｣した北朝鮮の工作船の引揚げをめぐる日中の立場の相違はその一例であり、

結局日本が中国に漁業補償を支払うことで、中国側の承認を得て引揚げが行われた。ＥＥ

Ｚ内の沿岸国と利用国との権利義務関係も国連海洋法条約では不明確に残されており、条

約で明記された権利義務を除く残余の権限について対立の生じた時は今後の諸国の解決努
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力に期待する旨の規定が置かれている。（注９）世界で６番目の広さのＥＥＺを持つわが国

にとって、資源・航行・環境・科学調査・安全保障など非常に多様かつ複雑な利害を有す

るこの海域の総合的な管理をいかに進めて行くか、これからの大きな課題であるといわな

ければならない。

以上、形成途上の規則を多く抱える国際海洋法の具体的事例に多言を費やしたが、国際

海洋法規則の明確化は、今後単独で行われる国家の実行や、二国間・多国間で行われる合

意を通じた諸国の意思の集積によるところが大きいと考えられる。そして、もしこれらの

形成途上の海洋法規則が今後の国家実行のあり方に依存するところが強いとすれば、現在

は一般的あるいは不明瞭な内容であっても、新たな合意を関係国家間で積み重ねることに

よって、かえって国際関係の現実に即したダイナミックな法の生成・発展を期待できる余

地がある｡海洋問題に多様な利害と長年の経験･実績を持つ日本が国際海洋法秩序の形成・

発展に先導的役割を果たす方途は何かを考える際に、そうした海洋法の動態的側面に注目

しておく必要がある。

海洋管理の「総合`性」を要請する現代的状況ⅡＩ

国連海洋法条約体制の基本的支柱の一つである排他的経済水域（EEZ）制度に見られる

ように、伝統的な海洋自由の原則を変革して、海洋における沿岸国の管轄権を著しく拡大

した動向にはそれなりの歴史的・法制度的意義が認められる。しかし、この新しい海洋法

秩序には海洋空間を囲い込む「分割的性格」が必然的に内在しているため、その弊害を克

服しながら「持続可能な開発」を踏まえたトータルな海洋管理体制の必要を説く声が次第

に高まっている。（注１０）

海洋の管理における「総合性」の要請は、今日の海洋を取り巻く様々な現代的状況に根

差していると考えられるので、次に、その幾つかの背景的要因に触れることにしたい。

（１）海洋環境の汚染の約７０％が陸地に起因するという事実に端的に表れるように、

海洋管理の問題は陸域の諸問題と密接に関わるものが多く、海洋の舞台だけで考えること

はできなくなっている。陸と海の物理的・社会的な相関'性や沿岸域の諸問題など、諸国民

の貧困や生活条件への不満・欲求が海に投影され、それが問題発生の主要因となることが

多い。アジア海域における海賊又は武装強盗の多発など、海上犯罪の発生原因が地域住民

の貧困に根差しているといわれるのも、この観点からである。
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（２）同様に、天然資源の開発・管理、諸国民間の交通、環境の保護・保全、犯罪の予

防・抑制などはすべて今日の国際社会が当面している重要な課題であり、海洋だけに特有

な問題ではない。海洋秩序はそれらの国際的課題の動静と連動しながら展開していくこと

に留意すべきであり、海洋資源の開発・利用は世界の人口問題や食糧問題など世界全体が

取り組まなければならない総合的問題の一環として位置付ける必要がある。

（３）有効な海洋管理のためには、その「主体」のあり方についても総合的視点が必要

とされる。漁業・航行・海洋環境保護など、いずれの分野においても、共通目標を策定し

実施しようとする関係諸国間の合意（協定）の枠外にある協定非加盟国（とその国民）を、

それらの共通の努力の土俵上に引き込んで、世界的・地域的社会のすべての構成員が海洋

を適切に管理していくための国際協力と責任負担（burden-sharing）が求められるように

なった。国際漁業における違法（iUegal)、無報告（unreported)、無規制(unregulated）

の漁業を行う所謂ＩＵＵ漁船に対する対策、（注１１）、前述のマラッカ海峡における沿岸

国と利用国（及び企業等）の協力と責任負担の問題などがその例である。また、海洋の有

効な管理のためには、国家的主体と非国家的主体（企業・個人など）の双方によるイニシ

アティブが求められるようになった。沿岸域の環境保全における国家･地方自治体･企業・

個人（住民）などの積極的参加がそれである。我々が約２００の主権国家からなる、国境

に仕切られた「国際社会」に生存していると同時に、個人・企業などの国境を越えた交流

の盛んな「人類社会」にも生活し、その狭間にあって生きているという認識に立てば、海

洋の諸問題にも、そのような多様なステークホルダー達の重層的な参加状況がますます反

映されてくるものと思われる。

（４）海洋の物理的一体'性に由来する、海洋問題の圧倒的な国際的性格のコロラリーと

して、海洋問題の衡平な解決のためには、－国のみならず複数国家による様々な形での国

際協調がますます不可避的に要請されてくる。個別的に活動しがちな国際機関相互間の連

携と協調もますます要請されよう。その反面、現在多数の国際機関がそれぞれの権限内で

海洋における国際協力に向けた活動を多方面にわたって展開しているが、それらの国際協

力の効果的な実現には、国家レベルと地域レベルの両面において様々な困難な問題が立ち

はだかっている。諸国民の海洋問題に対する認識の欠如、国際協力に向けた政治的・社会

的意志の欠如､海洋関連条約･協定への参加に消極的な地域の存在､過度の国家主権意識、

海洋環境保全のための能力（capacity）の欠如など、国家と地域の両レベルにおける様々

な消極的要因が存在するからである。
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（５）海洋の諸問題は相互に複雑に関連してくるので、その総合的な研究と問題解決の

ためには、諸科学の結集が必然である。それは－国内だけに留まらずに、国境を越えた連

携の中でも行われなければならない。とりわけ、海洋自体あるいは海洋問題の正確かつ科

学的な`情報・データの国際的・地域的共有の必要が強調されよう。また、海洋問題の総合

的解決のためには、国内における水産・環境・鉱業・司法・財政など多くの行政部門の業

務を横断的に統括する総合的施策のための意思決定とその実施のプロセスが不可欠となる。

おわりに

１９９４年に発効した国連海洋法条約を中心として新しい国際海洋法の体制が始動した

が、そこには従来の海洋の自由から海洋の管理への契機が含まれている。海洋管理への流

れは更に、条約採択後の国連環境開発会議で打ち出された「持続可能な開発」の概念によ

って総合的な海洋管理の方向に進みつつある。他方で、国際海洋法の原貝１１．規則には内容

不確定な形成途上にあるものが少なからずあり、それらの解釈・適用をめぐって国家間の

紛争を招いており、また、国家管轄権の範囲を超える深海底における生物資源の開発問題

など、国連海洋法条約採択時には予想しなかった新しい法的諸問題も生起している。海の

国際法をめぐるかかる変動状況においては、国際海洋法の形成・発展は動態的に把握する

必要があるとともに、真の海洋立国としての立場を目指すわが国においては、国際協調に

基づく、海洋の持続可能な開発・利用に向けた、総合的な計画・管理のための海洋政策の

確立が喫緊に要請されている。国連海洋法条約発効後の世界の主要な国・地域による海洋

政策の策定や統合的な国内体制作りの動向に比して、やや遅れた観があるとはいえ、わが

国において現在進められている海洋基本法制定への動きが、そのような要請に適切に沿う

ものであることは疑いない。

(本稿は、２００７年１月１９日の第３５回海洋工学パネルにおいて筆者が行った講演内

容に若干の加筆修正を施したものである）
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注

（１）国際海洋法の展開と日本の対応の変遷については、拙稿「国際海洋法秩序と日本の

法的対応｣、栗林忠男・秋山昌廣編著「海の国際秩序と海洋政策」（海洋政策研究叢書１）、

２００６年（東信堂刊)、３－１８頁所収、を参照されたい。

（２）わが国における海洋基本法への動きとしては、１９８０年の旧海洋開発審議会答申

の中でも若干触れられたことがあり、また学者の個人的見解として、例えば国連海洋法条

約が採択された１９８２年に筆者自身も新しい海洋法時代に即した海洋の総合的施策の重

要`性と日本の縦割り行政の不備について論じたことがある（拙稿「海洋秩序の変動と日本

の対応｣、拓殖大学「海外事情」第３０巻７号、２－１７頁：TadaoKuribayashi,TheNew

OceanRegimeandJapan，DanielSCheever（Ed.)，oceanDevelopmentand

InternationalLaw,VbL11,Nos､1/2,1982,pp95-124)。その後、２００２年に日本財団の

「海洋管理研究会」が作成・公表した「２１世紀におけるわが国の海洋政策に関する提言」

が基本法制定の必要'性を強調し、その後の動きに繋がる－つの契機となった。更に、２０

０５年１１月に「海洋政策研究財団」（OPRF）の「海洋・沿岸域研究委員会」が公表した

「海洋と日本一２１世紀の海洋政策への提言」は、２００２年の提言より更に詳細に、総

合的な海洋政策を推進していくための「海洋政策大綱」のあるべき内容と基本法の早期制

定へと踏み込んだもので、この提言は同財団から安倍内閣官房長官（当時)に提出された。

その後、武見参議院議員を代表世話人とする世話人等の呼びかけによって、超党派の「海

洋基本法研究会」が設置され、２００６年４月から１２月にかけて１０回の会合を重ねた

（座長は石破衆議院議員､共同座長は筆者)。この研究会は国会議員有志のほかに広く学界、

産業界、各省庁の代表を多数交えた、いわば政治家の「勉強会」として開催され、２００

６年１２月にその成果として「海洋政策大綱」と「海洋基本法案の概要」を採択し公表し

た。これらを受けて、海洋基本法の制定の動きは、２００７年３月初旬現在、２００７年

国会会期中の議員立法による成立を目指して各政党内部で検討途上にあり、その一刻も早

い成立が期待されている。

（３）１９９０年９月より開かれた国連事務総長の主導による先進国・途上国間の非公式

協議は、１９９４年に「国連海洋法条約第１１部の実施に関する協定」を採択した。国連

海洋法条約の「第１１部」とは「深海底」に関する規定部分であるが、この協定の採択に

より、国連海洋法条約の発効前にその重要な一部が先進国の不満を解消する方向で修正さ

れた結果、日本・西欧諸国等の先進国を含む多くの国がこの条約に参加する見通しがつい
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た（ただし、現在まで米国は国連海洋法条約を批准していない)。

（４）小田滋「海の法秩序｣、日本学士院紀要、第５３巻第３号（平成１１年３月）、１４７

－８頁参照。

（５）小山佳枝「国際環境法における「予防原則」と海洋環境の保護｣、海洋政策研究財団

「海洋政策研究』第２号（２００５年)、９１頁。

（６）国連海洋法条約の採択後、排他的経済水域の内外に存在するストラドリング魚種や

高度回遊'性魚種の規制に関する国連海洋法条約の暖昧な規定内容を是正して、公海漁業に

おける過当競争を防止し、すべての国の漁船に保存措置を適用して、海洋生物資源の再生

産`性を維持するための新しい国際的合意が必要であるという声が次第に高まった。そのた

め、１９９２年に開催されたリオの「国連環境開発会議」（ＵＮＣＥＤ）の採択した「アジェ

ンダ２１」は、国連の協賛の下に速やかに政府間会議を招集すべきであるとし、第４７回

国連総会はストラドリング魚種及び高度回遊性魚種に関する国連海洋法条約規定の効果的

実施を促進する国際会議の開催を決議した。これを受けて、１９９３～９５年に１０２カ

国と多数の政府間機関及び非政府間機関が参加して協議が行われ､｢排他的経済水域の内外

に分布する魚種資源（ストラドリング魚種資源）及び高度回遊性魚種資源の保存及び管理

に関する１９８２年１２月１０日の海洋法に関する国際連合条約の規定の実施のための協

定｣(国連公海漁業実施協定)が１９９５年８月４日にコンセンサスで採択された｡協定は、

その第６条において、「いずれの国も、情報が不確実、不正確または不十分である場合に

は一層の注意を払う」、「十分な科学的情報がないことをもって保存管理措置をとることを

延期しまたはとらないことの理由としてはならない」などを内容とする「予防的対応」

（precautionaryapproach）という新しい法原則を導入した。同協定は２００１年１２月１１

日に発効したが（2006年１月６日現在、締約国数は５６カ国)。日本は１９９６年１１月１９

日に協定に署名したが未批准である。

（７）国連海洋法条約は、国際海峡の制度について、「海峡利用国及び海峡沿岸国は、合意

により、次の事項について協力する。（a）航行及び安全のために必要な援助施設又は國際

航行に資する他の改善措置の海峡における設定及び維持、（ｂ）船舶からの汚染の防止、軽

減及び規制」という、今後の国際協力のための新しい規定（第４３条）を設けた。現在、

マラッカ・シンガポール海峡の沿岸三国（インドネシア、マレーシア、シンガポール）と

海峡利用国（日本、韓国、中国、欧米諸国等を含む）の間で、その実現方法をめぐって国

際的協議が続けられている。
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（８）国連海洋法条約は、向かい合っているか又は隣接している海岸を有する国の間にお

ける排他的経済水域又は大陸棚の境界画定は、「衡平な解決を達成するために、国際司法裁

判所規程第３８条に規定する国際法に基づいて合意により行う」とのみ規定する（排他的

経済水域について第７４条、大陸棚について第８３条)。「国際司法裁判所規程第３８条に規

定する国際法」とは、国際司法裁判所（ICJ）が裁判を行う際に適用する基準としての条

約・國際』慣習などの国際法の存在形式一般を指しており、境界画定に適用される法的基準

の具体的内容については全く触れていない。結局、ＥＥＺや大陸棚の境界画定に関する国際

法基準の明確化は、諸国の実行、裁判判決の積み重ねなどによって形成される今後の国際

法の発展に委ねられることになろう。

（９）国連海洋法条約は、排他的経済水域における権利及び管轄権の帰属に関する国家間

の紛争の解決のための基礎となるものとして､「この条約により排他的経済水域における権

利又は管轄権が沿岸国又はその他の国に帰せられていない場合において、沿岸国とその他

の国との間に利害の対立が生じたときは､その対立は、当事国及び国際社会(international

community）全体にとっての利益の重要性を考慮して、衡平の原則に基づき、かつ、すべ

ての関連する事情に照らして解決する」（第５９条）という一般的指針のみを定めている。

（１０）２００２～２００４年に海洋政策研究財団（(財）シップ.アンド・オーシヤン財

団）の主催の下に、内外からの多数の海洋政策・海洋法の専門家が参加して開かれた「地

球未来への企画“海を護る”」と題する３回の国際会議で打ち出された「海を護る」

（SecuringtheOcean）という概念は、そのような動向の一つである。この概念は、従来

「安全保障｣(security)の概念は国防･防衛等に限定されて用いられる場合が多かったが、

広く人々が人間として要求する様々な価値の満たされた状態が「平和」なのだという認識

の下に、それを担保する包括的かつ積極的な内容の「総合的な安全保障」あるいは「人間

の安全保障」や「環境の安全保障」といった新しい安全保障の概念に基づいて、海洋にお

ける航行、資源、環境、軍事、科学調査など、海洋とそれに関わるあらゆる面の安全保障

を視野に入れた統合的概念として把握されるものである。また、この会議は２００４年１

２月の最終会合で、「海を護る」ための諸国の政治的意思の形成と「海を護る」の実行につ

いて１０項目の提言を盛り込んだ｢東京宣言"海を護る，,」（TbkyoDeclarationonSecuring

theocean）を採択した。会議の内容については、同財団刊行の２冊からなる「新たな概

念に基づく海洋の安全保障に関する調査研究報告書」（平成１６年３月及び平成１７年３

月）を参照されたい。
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（１１）その一環として、１９９３年１１月２４日に国連食糧農業機関（FAO）の第２７

回総会は「保存及び管理のための国際的な措置の公海上の漁船による遵守を促進するため

の協定」（コンブライアンス協定）を採択した。同協定は２００３年４月２４日に発効した

が、１９９６年１１月１９日に署名し６月２０日に受諾書を寄託した日本についても、同

日効力を発生した。
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沿岸域管理の課題と海洋基本法案

来生新

横浜国立大学理事・副学長

１．はじめに

昨年１２月６日、日本財団が事務局となった「海洋基本法研究会」（座長石破茂）が、海洋政策大

綱と海洋基本法案を公表した。この基本法研究会は、与党の国会議員と学識経験者を委員とし、海

洋関連各省庁の局長クラスの官僚をオブザーバーとして昨年４月に発足したものである。同研究会

は、関係省庁、関係経済団体等のヒアリングを含め、昨年４月以来１０度にわたる大規模な検討の

結果を行い、その成果を政策大綱と基本法案としてまとめたのである。

与党は海洋基本法研究会の大綱と基本法案をもとに、議員立法として本年度通常国会に法案提出

を計画している。このような内容の報道が昨年暮れに全国紙で大々的になされ、わが国においても

いよいよ海洋基本法制定の気運が高まっている。

本講演では、わが国の沿岸域管理に関する現行法制度の概要を紹介し、その問題点を整理した上

で、現在立法作業が進行中の海洋基本法案の概要を紹介する。その後、基本法事務局原案作成のた

たき台をつくった者として、最終的にまとまった法案が、沿岸域管理の課題にどのような対応を意

図しているかを検討し、基本法体制の下での今後わが国の沿岸域管理制度について考えてみたい。

わが国の沿岸域管理の法制度は膨大な数におよび、本稿でその－部について概要のみを詳解する

だけで限られた紙幅のほとんどを費やさざるを得ない。また、基本法案の最終的な国会提出の姿が

見えない現状でもあることから、基本法の問題についてはごく限られた論点の提に止める。

2．わが国の海洋管理法制度の概観

まずわが国の海洋管理法制度を、①主権ないしは主権的権利を行使する海域を確定する法制度、

②海に関連する計画および公物の管理に関する法制度、③海洋の経済的活動に関する法制度、④環

境に関する法制度に大別して、その概要を見ておこう。

2.1．領海および排他的経済水域に関する法制度

わが国の外国の海洋ないしは公海との境を決める法律は、領海および接続水域に関する法律と、

排他的経済水域および大陸棚に関する法律の二つである。

わが国では基線から１２海里の海域を領海と定め、向かい合う外国との間では中間線を領海とし

ている。接続水域は領海から２４海里と規定され、宗谷海峡、津軽海峡、対馬海峡東水道、対馬海

峡西水道および大隅海峡を特定海峡として、基線から３海里までを領海としている。

またわが国は基線から２００海里までを主権的権利を行使する排他的経済水域として定め、向かい

合う外国との間では中間線を採用する。わがくにの主権的権利を行使する大陸棚は、基線から２００

海里又は国連海洋法条約第７６条に従う大陸棚の限界までと定められている。

主権的権利等を行使する海域においては、天然資源の探査、開発、保存、および管理、人工島、

施設および構築物の設置、建設、運用および利用、海洋環境の保護および保全並びに海洋の科学的

調査、大陸棚の掘削、執行に関する法律について、日本の国内法を適用し、人工島、施設および構
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築物については国内にあるものとして取り扱われる。

2.2．計画法制

2.2.1．計画法の体系

国土総合開発法(昭和２５年法律第２０５号)は,法的な裏付けを持った開発行政の出発点となっ

た法律である．平成１７年国土総合開発法が抜本的に改正され、法律名も「国土形成計画法」

となった。同法の下で国士形成計画が策定されることとなっており、現在その策定作業が進行
中である．

国土総合開発計画時代の全国総合開発計画は、法律が制定されてから１２年後の昭和３７年に

初めて制定された．しかし，その後昭和４９年には新全国総合開発計画，昭和５２年には第三次

全国総合開発計画，昭和６２年には第４次全国総合開発計画，平成１０年には第５次全国総合開
発計画が制定された．

平成１７年の法改正によって、全国総合開発計画が国士形成計画に代わり、国土形成計画で

は国土総合開発法時代と異なり、排他的経済水域および大陸棚に関する法律に規定する行為を

含む､海域の利用および保全が計画対象として規定された（国士形成計画法第２条１項２号)。

これはわが国の海洋関係法制の展開の中で画期的な意義を持つこととして評価しうる。これま

で海をわが国の国土の開発の対象として正面から位置づけていなかった考え方に対する、抜本

的な改革が行われたのである。

国士利用計画法(昭和４９年法律９２号)は，国土の利用に関する全国計画，都道府県計画，市

町村計画の制度を設け，都道府県知事は全国計画と都道府県計画を基本として土地利用基本計

画を定める．土地利用基本計画は，都市地域，農業地域，森林地域，自然公園地域，自然保全

地域の５地域を定め，この計画に即して，適切かつ合理的な土地利用が図られるように公害

防止，自然環境・農林地の保全，歴史的風土の保存，治山，治水等に配慮しつつ，土地利用の

規制に関する措置，その他の措置を講ずるものとされる

22.2．計画の実態

沿岸域に関する既存の計画が多様な形で存在しており，陸上の国土利用計画制度のように

計画制度が法定され，体系化されたものになっていない．新たな国土形成計画が策定されるこ

ととの関係で、この複雑な計画の現状がどう整理されるか、今後の課題である。

国土利用計画においては，沿岸域の利用の長期方向が定められている．第５次全国総合開発

計画である「２１世紀の国土のグランドデザイン」（平成１０年３月３１日閣議決定）で，沿岸域

件を自然の系として適切に捉え，地方公共団体が主体となり沿岸域権の総合的な管理計画を策

定することとされており，国は計画策定の指針を明らかにすることとされた．これを受けて，

平成１２年２月２３日，「沿岸域総合管理計画策定のための指針」が策定されている.これによ

れば，全国４８区分の沿岸域圏に関し，良好な環境の形成，安全の確保，多面的な利用に関す

る１０年を目安とする期間の基本方針を定めるマスタープランとしての沿岸域総合管理計画が，

関係地方公共団体（都道府県及び政令指定都市等）を中心に，他の行政機関，企業，地域住民，

NPO等の多様な関係者の代表者を構成員とする沿岸域圏総合管理協議会によって策定され，

それを関係地方公共団体の長が認定し，その円滑かつ確実な実施について指示することが想定

されている．

沿岸域の中でも利用の密度の高い東京湾，大阪湾，伊勢湾に関しては，首都圏基本計画，近畿圏

基本整備計画，中部圏基本開発整備計画が沿岸域の総合的な利用と保全の方策を示している．
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国士交通省河川局に設置された沿岸域管理研究会（平成１３年６月）提言では，国として沿

岸域の管理のあるべき基本方針を策定し，各地域で，都道府県を基本とする地方公共団体が，

関係する市町村.都道府県と連携しながら，自然の区分を一定の系として，国が策定する基本方

針に基づき手各地域における総合的な基本計画を策定することが必要との提言をなしている．

海岸法は国が定めた海岸保全基本方針に則り、都道府県知事が海岸保全基本計画を定めるこ

ととしている。海岸保全計画は、自然的特性や社会的特性を踏まえた沿岸の長期的な在り方と

海岸の防護・環境・利用に関する取組み、および海岸保全施設の整備についての基本的な事項

を定めるものである．

過去、都道府県レベルで，海域利用に関する基本的な計画・構想を策定するところが多かっ

た．その一つの系は，昭和６３年３月，建設技術開発会議海洋開発部会が「沿岸域の総合的な

利用方策について」を提言し，そこで「沿岸域総合利用指針」を策定すべきとの提言が行われ

たことを前提に，都道府県のいくつかが策定したものである1．具体的には，仙台湾沿岸域総合

利用指針（平成元年３月)，島根沿岸域の総合利用指針（平成元年３月)，日向灘沿岸域総合理

吉新，（平成元年３月)，若狭湾沿岸域総合利用の指針（平成２年３月)，東京湾沿岸域総合利

用指針（平成２年４月)，駿河湾沿岸域総合利用指針（平成２年９月)，高知県沿岸域総合離床

指針（平成３年３月)，新潟沿岸域の総合保全利用指針（平成３年３月)，茨城県沿岸域保全利

用指針（平成３年３月)，京都府沿岸域保全利用指針（平成４年３月)，長門沿岸域保全利用指

針（平成４年３月)，陸奥湾岸保全利用の指針（平成４年３月）等である2．

その他の地方公共団体の沿岸域関連の構想･計画としては，長崎県海洋利用基本構想，その下

の大村湾海域利用構想，山形県沿岸域総合利用構想，福島県沿岸域総合利用構想，富山２１世

紀海ビジョン，鹿児島ウォーターフロントプラン，その下での錦江湾ウォーターフロント整備

基本構想等々がある．

都道府県レベルで，環境基本計画を策定し，それに関連して海域環境の保全を取り上げるものも

多い3．

下水道法は都道府県が流域別下水道整備総合計画を定めることとしており，沿岸域の水質保全に
かかわる事項を定める．

港湾法は，港湾の開発，利用及び保全並びに開発保全航路の開発に関する基本指針（大臣）の下
で，重要港湾については港湾計画を定めることとしている．

水産基本法は水産に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るために政府が水産基本計

画を策定することを定めている（１１条)．水産資源保護法は保護水面の管理計画制度を設け，

都道府県知事が保護水面における水産動植物の採捕の制限･禁止をすることを定める．ＴＡＣ法

（海洋生物資源の保存及び管理に関する法律）は資源動向，ＴＡＣの基本事項について大臣が基
本計画を定め（３条)，その下で都道府県が都道府県計画を策定する（４条）こととしている．

2.3．国士保全および公物管理

2.3.1．海岸法

海岸法は，昭和３１年，高度成長を開始時期における，わが国の主要な海岸管理の法律とし

１平成１２年までに２７県３８沿岸について調査が実施されている．

２梅田和男「沿岸域及び海域にかかる管理法制について－沿岸域保全（総合）
して－」成田頼明西谷剛編『海と川をめぐる法律問題』（河中自治振興財団
３神奈川県環境基本計画中の海域環境保全の総合的推進等

利用指針を中心と

1996）３３～４４頁
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て，「津波,高潮,波浪その他海水または地盤の変動による」自然災害から国土を保全し，人命，

財産を防護することを目的として制定された．しかし，わが国が高度経済成長から安定成長を

経て，それなりに成熟した経済を持つに至るとともに，海岸侵食の進行や海岸環境への認識の

高まり,海洋性レクリエーションへの需要の増大,地方分権の推進といった事情変化もあって，

海岸に対する国民の要求も変化し，従来の海岸防災中心の海岸行政を改めるための法改正が平
成１１年に実施された．

改正海岸法は，法目的を従来の海岸の防護から，①「海岸を防護するとともに，海岸環境の整備・

保全および公衆の海岸の適正な利用を図り」と改め，国土保全･環境･利用の調和の取れた総合的な

海岸管理制度の創設を可能にし，②国と都道府県，海岸管理者がそれぞれ役割分担をし，必要な場

合には関係地域住民の意見を反映する海岸整備の計画制度を創設し，③国有海浜地の全てを海岸法

の対象として，（一般公共海岸区域の創設)，海岸管理のために必要な行為規制を行えるようにし，

④市町村の海岸管理への参加を可能にし，⑤排他的経済水域の確保上重要な意義を有する沖ノ鳥島

の保全に関して，国の直轄管理制度の導入を行った．

2.3.2．港湾法，漁港漁場整備法

港湾法は，「交通の発達および国土の適正な利用と均衡ある発展に資するため，港湾の秩序あ

る整備と適正な運営を図るとともに，航路を開発し，および保全すること」を目的とする（１

条).漁港漁場整備法は,｢水産業の健全な発展及びこれによる水産物の供給の安定を図るため、

環境との調和に配慮しつつ、漁港漁場整備事業を総合的かつ計画的に推進し、及び漁港の維持

管理を適正にし、もって国民生活の安定及び国民経済の発展に寄与し、あわせて豊かで住みよ

い漁村の振興に資することを」ことを目的とする．

両者ともに港湾と漁港という広い意味での港の管理運営のための法律であるが，漁港は水産

業に直結した施設として法的に位置づけられている．ともに終戦直後に制定され，経済の復興

期，高度成長期の産業優先時代の法制であるため，今日，豊かになった国民の海への余暇利用

ニーズ等への対処や，港湾における国際競争の激化とコンテナ化等への対象が必ずしも十分で

はなかった．

港湾においては，従来型の物流基盤整備や産業基盤整備と並んで，快適なウォーターフロン

トの整備やマリーナ整備等を中心とする｢生活基盤整備｣事業の展開が重要課題となっている。

物流基盤整備との関係では，近時，シンガポールや台湾，中国，韓国等のアジア諸国との関係

で，わが国コンテナターミナルの国際競争力のなさが指摘されている．

国民の海への余暇利用ニーズ等への対処に関連して，平成’２年に港湾法と漁港法が改正さ

れた．港湾においても，漁港においても，これらの港の施設が事実上プレジヤーボートの保管

場所として利用されており，今後ともその種のニーズの高まりが予想される．しかるに漁港

においては，とりわけ旧漁港法が「水産業の発達を図る」という法目的の実現のための施設で

あることを前提にしたこととの関係で，プレジャーボートを収容することは法的にはできなか

った４．さらに，プレジャーボートの急増は，漁港のみならず，通常の港湾，河川，湖沼等にお

いても放置艇の増加をもたらし，近隣住民,伝統的な公物管理，プレジャーボート利用者間の，

４－方では特定の少数漁民による漁港利用のための巨額の国費投入に社会的な批判もあい漁

港法の目的との整合性の確保に苦慮しつつ，漁港においてはプレジャーボートの利用を可能に

する「フイッシャリーナ」事業といった新たな事業が展開されていた．
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相互に矛盾する要求を調整する新たな行政ニーズを生じさせていた．港湾法改正は，港湾区域

のうち，港湾管理者が指定した一定区域にないにおいて，みだりに船舶等物件を捨て，または

放置することを禁じ，港湾管理者が一定要件を満たす場合に当該物件等の売却，廃棄等を行う

ことができるようにし，一定期間経過後に当該物件等の所有権が港湾管理者等に帰属すること

とした．

漁港法改正は，一方で地方分権との関係で漁港指定制度を見直すとともに，他方で，放置艇

対策として，港湾法と同じように，漁港管理者が指定する一定区域において，船舶等の放置を

禁じ，簡易代執行，保管，売却，廃棄を行うことができるようにした．

2.3.3．河川法

河川法は｢河)'|について，洪水，高潮等による災害の発生が防止され，河川が適正に利用さ

れ，流水の正常な機能が維持され，及び河川環境の整備と保全がされるようにこれを総合的に

管理すること｣によって，国土保全と開発に寄与し，公共の安全を保持し，公共の福祉を増進す

ることを目的とする(１条)法律である．平成９年の法改正で環境の整備と保全が法目的に加え

られた．河川管理者は水害発生の状況，水資源の利用の現況及び開発ならびに河川環境の現況

を考慮し，かつ国土総合開発計画との調整を図って河川整備基本方針を定め，さらに河川整備

計画を定めて河川の管理を行う．

日本ではほとんどの河川が海に流出するために河)||管理者と港湾管理者，漁港管理者との

管理権限の調整規程が存在する(６条５項)．多くの場合，利用の面から見ても管理の面から見

ても，河川と港湾，漁港，海岸が密接な関連を有しているので，管理の面で異なる管理主体間

の横の連絡を十分に付ける必要がある．環境の保全や放置艇問題等についてとりわけその必要

Ｉ性が高まっている．省庁統合による国土交通省の発足によって，従来，河川を所管していた建

設省と港湾を所管していた運輸省が一体化した．基本法が制定されることによって、沿岸域の

管理に関する省庁横断的な連携の強化がいっそう進むことが期待されている．

2.3.4．公有水面埋立法

公有水面埋立法(大正１０年法律５７号)は，公有水面の埋立による国士造成のための免許手続

を定める法律である．その意味では，これまでに見てきた公物管理法制とは性格を異にする．

しかし，これが海面という自然公物の管理に実質的に大きな影響を与える法であることは明ら

かである．

公有水面の埋め立ては必然的に従来の自然海岸線を消滅させ，不可逆的に自然を変化させる

外部性の大きな行為である．急激な埋め立ての増加による環境の悪化に対応して，無秩序な埋

め立てにブレーキをかけるべく，同法が昭和４８年に大改正されたことはよく知られている．

長い歴史を持つ法律であるが，実質改正は昭和４７年の改正一度だけである．同改正は埋立法

の精神を経済的価値重視から環境重視へと転換した．わが国において，埋め立てと海面保全の

最適バランスがいかなるもの力】が常に問題となりうるのである．

また，従来，公有水面の埋め立てによる漁業補償の額や方法をめぐって，さまざまな批判的

議論もなされている．工事の施工区域内の水面に権利者が存在する場合には，当該権利者が埋

立に同意しない限り，都道府県知事は免許をなしえない(３項１号)．漁業権は漁業法上移転し

えない権利とされる(２６条)．それゆえ，埋立法が免許の要件として水面権利者の同意を挙げて

いることとの関係で，漁業権者の同意は，埋立による漁業権の消滅がもたらす経済的損失を埋

立権利者が補償することを約束し，その額に権利者が満足した場合に行われることとなる．
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補償の基準として，電発方式(昭和２８年閣議了解)ないしは閣議決定方式(昭和３７年)の二つ

がある．しかし，大規模な埋立に関しては，免許申請の段階では予定地を実質的に変更するこ

とは不可能であるため，漁業権者の同意は補償基準に従った算定金額をはるかに超えるものと

なる現実がある．実質的には独占的な売手と買手の間のゲームによる価格付けが同意の対価と

して求められ，それが補償金額にならざるをえない．

漁業権者の同意については，水産業共同組合法４８条の総会の特別決議で足りるか，あるい

は歴史的に漁業権が入会的な性格を持っていたこととの関係で，それのみでは足りないと考え

るかにつき，長い間争いがあった．現在では最高裁判所の判決(平成元年７月１３日臼杵漁業協

同組合総会決議無効確認事件民集４３巻７号８７４頁)によって，総会の特別決議で足りると解

されている．

公有水面の埋立は海を陸に変える作業であり，環境に与える影響が大きいために，国の行政

機関の行う環境影響評価の対象事業となっている（昭和５８年８月２８日閣議決定)．

2.4．海洋に関する活動規制

2.41．漁業法

沿岸域における人間の諸活動を規制する法律（条例を含む）の中で，漁業法による漁業権に裏打

ちされた漁業活動が他の海洋利用との調整問題を生じさせることが多い．中でも，公有水面の埋立

免許は，事前に，漁業権者の同意を必要とする（公有水面埋立法３条１項）ために，漁業権消滅補

償が行われるが，補償基準よりはるかに高い価格が支払われていることは既に述べた．補償金額の

大きさ，特定海面で一度消滅した漁業権が，他の漁業権として復活しうること等'漁業権補償につ

いては非漁民からの批判も多い．

漁業権の消滅に至らない場合でも，海の新たな利用を試みる場合には，漁業に対する影響が常に

漁業者との間で問題になり，一定の金銭の支払が行われることが常態となっている．漁業権者と釣

りやダイビング等の海のプレジャー利用者との利用調整が，漁業権者に対する金銭の支払を前提と

する契約（合意）で行われる例も多く，裁判でその正当'性が争われた事例もある．

他方で，排他的経済水域のみならず，日本全体での漁業が資源管理型漁業に移行する傾向が強ま

っており，そのような中で，レジャー活動と漁業資源の管理の問題が生じている．

2.4.2．鉱業･エネルギー関係法

鉱業法(昭和２５年法律２８９号)は,鉱物資源の合理的開発によって公共の福祉を増進すること

を目的として，鉱業に関する基本的な制度を定めた法律である．一定の種類の鉱物の採掘を行

う権利を，土地所有権と切り離して鉱業権として構成し，鉱業権は国が付与するものとする．

鉱業権は試掘権と採掘権の２種類であり，日本国民または日本法人のみが鉱業権の主体となる．

鉱業法は鉱業権とこれに伴う土地収用，鉱害賠償制度，採掘権者との契約によって他人の鉱区

または鉱床で鉱業権の目的となっている鉱物を掘採・取得する租鉱権等について定める．鉱業

の合理的な開発のために鉱業権の交換．売渡し等について通商産業局長の勧告の制度も設け

られている．

深海底鉱業暫定措置法(昭和５７年法律６４号)は，第三次海洋法会議の後１９８０年から８２年に

かけて，アメリカ，ドイツ，イギリス，フランス，ソビエトが，マンガン団塊の開発に関して

それぞれ国内法を制定し，自国の事業者に自己の鉱区として対外的に主張可能な鉱区を政府に

申請させ，関係国との間で鉱区調整を経て確定した鉱区を許可する制度を採用したことに対応

して制定された．マンガン団塊を対象鉱物資源とし，人的管轄権に基づいて深海底のマンガン
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団塊の探査・採鉱の事業を許可制によって規制するものである．外国事業者との間で鉱区調整

をするメカニズムを定め，許可を得た事業者が独占的に当該深海底鉱区における事業を遂行し

うる特権的地位を占めることから，事業の実施，着手，継続，的確な実施等に関して事業者に

義務づけをしている．

石油及び可燃性天然ガス資源開発法(昭和２７年法律１６２号)は，昭和１３年の石油資源開発法

に代えて，石油及び可燃性天然ガス資源を合理的に開発するために採掘方法，補助制度等を

定める法律である．採掘方法に関しては流体の侵入等の防止，坑井間隔，ガス油比，坑井の封

鎖，掘採の方法に関する命令等について定める．補助金はガスの探鉱をする鉱業権者，租鉱権

者に与えられる．大臣が採掘方法等の制限をする際に石油審議会への諮問が義務づけられてい

る．

砂利採取法(昭和４３年法律７４号)は，昭和３１年の砂利採取法を全面改正した法律である．高

度成長に伴う砂利の乱掘が河川の保全上さまざまな問題を引き起こしたために砂利採取業に

ついて事業者の登録，採取場・砂利の種類・採取量・期間等に関する砂利の採取計画の認可，

その他の規制を行い，砂利の採取に伴う災害を防止し，砂利採取業の健全な発展に資すること

を目的として現行法が制定された．この法律によって砂利の供給源が多様化し，河川砂利より

山砂利と陸砂利の供給が多くなり，海砂利の供給も増えた．海砂利の供給増に伴い，塩分の洗

浄の不十分によるコンクリートの構造鉄材の腐食問題等も発生した．

2.4.3．海上交通関係法

海上衝突予防法（昭和５２年法律６２号）は，わが国の海上交通の安全確保のための基本法で

ある．現行法は１９７２年の｢海上における衝突の予防のための国際規則｣の規定に準拠したもの

である．船舶の遵守すべき航法，表示すべき燈火及び形象物，行うべき信号等について必要な

事項を定め，海上における船舶の衝突を予防し，船舶交通の安全を図ることを目的とする．

港則法(昭和２３年法律１７４号)は,港内における船舶交通の安全及び構内の整頓を図ることを

目的とする法律である．港則法の適用される港およびその区域は政令で定められる．現在，適

用港は約５００である．入出港および停泊，航路および航法，危険物，水路の保全，灯火等につ

いて定める．

海上交通安全法（昭和４７年法律１１５号）は，船舶交通が輻穰する東京湾，伊勢湾，瀬戸内

海の３海域における特別の交通方法を定めて，その危険を防止するための規制を行い，船舶交

通の安全を図ることを目的とする法律である．３海域に浦賀水道航路，伊良子水道航路，明石

海峡航等１１の航路を定め，交通方法として航路における一般的航法と航路毎の航法，特殊

な船舶の航路における交通方法の特則,狭い水路における航法,危険防止のための交通制限等，

灯火等を定め，危険の防止措置として工事等の許可，届出，違反行為者に対する措置命令，海

難発生の場合の措置等について定める．

2.4.4．船舶，海上構築物関係法

「船舶法（明治３２年法律４６号)」は，日本国籍を有する船舶の要件(１条)，登録及び船舶国

籍証書(５条)，船舶の航行に関する行政的監督について定めた法律である．日本国内で外国との

通商を許されていない不開港場に寄港し，国内の各港間の貨物，旅客の運送に従事することが

できるのは，日本国籍を有する船舶のみである(３条)．

また，放置艇対策の有力な手段として，従来，総トン数２０トン未満の小型船舶について登

録義務がなく，プレジャーボートの多くがこのクラスであるために，放置艇の所有者特定が難
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しく，放置艇問題を深刻化させていたことに鑑み，平成１３年，小型船舶の登録等に関する法

律が制定され，総トン数２０トン未満の船舶のうち，漁船等を除く船舶の所有者に登録義務が

課せられ，登録を所有権得喪の対抗要件とし，所有者が国士交通大臣から受けた船舶番号を当

該船舶に表示し，変更登録，移転登録，抹消登録，船体識別番号の刻印，譲渡証明書の交付等

の制度が設けられた．登録事務は小型船舶検査機構が行うこととされた．

2.5．環境保全法

2.5.1．環境基本法およびアセスメント法

環境基本法(平成５年法律９１号)は,1992年の｢環境と開発に関する国連会議｣(リオ会議)を受けて，

わが国の廃棄物処理を含む広義の環境政策の新たな理念を定め，今後の政策の体系的展開の基礎と

なるものとして制定された．環境保全理念の中心となるのは，環境の恵沢の享受と承継(３条)，環境

への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築(４条),国際的協調による地球環境保全の積極的推

進(５条)の３つである．

その後，環境影響評価については環境影響評価法(平成９年法律８１号)が制定された．

評価制度の対象行為は，規模が大きく，環境影響の程度が著しいものとなるおそれがあり，

かつ許認可等によって国が関与するものである．道路，ダム，鉄道，空港，発電施設，廃棄物

の最終処分場，土地区画整理，工業団地造成，新都市基盤整備，流通団地造成等，１２の事業が

列挙されている(２条)．また，対象事業を，必ずアセスを行わせる第一種事業と，個別に判断を

してアセスの要否を決定する第二種事業に分ける．

なお，このような手続によらない特例的な手続でアセスが行われる領域として，都市計画に

関連するもの(39～４６条)，港湾計画に関連するもの(４７条，４８条)，発電所に関連するもの(５９

条)があげられている．港湾計画に関連する特例の内容は，重要港湾に関する港湾計画のうちで

一定の要件を満たすものの決定，または変更に際して，港湾管理者が環境影響評価手続を行わ

なければならないというものである．

2.5.2．海洋汚染および海上災害の防止に関する法律

「海洋汚染および海上災害の防止に関する法律(昭和４５年法律１３６号)｣は，１９７３年の「船舶

起因の海上汚染の防止に関する条約（ＭＡＲＰＯＬ条約)」を受けて，昭和４５年制定の｢海洋汚染

防止法｣の一部改正と題名改正によって制定された法律である．その後，１９７５年の海洋投棄条

約の制定等の国際条約体制の変遷，国内での大規模な船舶の衝突・炎上事故等を踏まえた幾度

かの改正を経て今日に至っている．

法の目的は，船舶・海洋施設・航空機から，海洋に油・有害液体物質等・廃棄物を排出する

ことや，船舶および海洋施設において，油・有害液体物質等・廃棄物を焼却することを規制し，

廃油の適正な処理を確保するとともに，排出された油・有害液体物質等・廃棄物その他の物の

防除，海上火災の発生および拡大の防止，海上火災等に伴う船舶交通の危険の防止のための措

置を講ずることによって，海洋の汚染および海上災害を防止し，海洋の汚染および海上災害の

防止に関する国際約束の適確な実施を確保し，海洋環境の保全ならびに人の生命および身体な

らびに財産の保護に資することにある．

目的を達成するための規制制度のほかに,廃油処理事業の許可及び届出の制度を定め(第５章)，

海上災害防止センターを設置(６章の２)する．

2.5.3．広域臨海環境整備センター法

「広域臨海環境整備センター法（昭和５６年法律７６号）」は，昭和５０年代において，近い将
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来，首都圏，近畿圏等の廃棄物最終処分場が絶対的に不足することが予測された状況に対応す

ることを目的として制定された法律である．フェニックス法ともいわれる．

2.5.4．自然環境保全法

「自然環境保全法(昭和４７年法律８５号)｣は，自然公園法その他の自然環境の保全を目的とす

る法律とあいまって，自然環境を保全することが特に必要な区域等の自然環境の適正な保全を

総合的に推進することにより，広く国民が自然環境の恵沢を享受するとともに将来の国民に

これを継承できるようにすることを目的とする法律である．

この法律に従って国は「自然環境保全基本方針」を定める(１２条)．原生自然環境保全地域に

おいては，建築物その他の工作物の新・改築等，宅地造成等，鉱物の掘採等，水面の埋立等の

政令で定める自然環境保全に影響を及ぼす行為が原則として禁じられる(１７条１項)．環境庁長

官は，１７条違反行為に対する中止，原状回復命令を出すことができ(１８条１項)，立ち入り制限

地区の指定ができる(１９条)．

「自然公園法(昭和３２年法律１６１号)｣は，優れた自然の風景地を保護するとともに，その利用

の増進を図ることを目的とする法律である．国立公園，国定公園，都道府県自然公園等につい

て定める．民有地を含めて公園区域の指定をし(1ｏ条，１１条)，保護及び利用のための公園計画

を定め(１２条，１３条)，それに基づいて公園事業が行われる(１４条～１６条)．公園計画はさらに

規制計画と施設計画に別れる．特別保護地区(１８条)，海中公園地区(１８条の２)，第１種から第

３種までの特別地域(１７条)，普通地域に分けて，それぞれの地域に対応した保護，および行為

規制が行われる．

2.5.5．水質汚濁防止法

「水質汚濁防止法（昭和４５年法律１３８号)」は，工場および事業場から公共用水域に排出さ

れる水の排出および地下に浸透する水の浸透を規制し，生活排水対策の実施を推進すること等

によって，公共用水域および地下水の水質の汚濁の防止を図り，工場および事業場から排出さ

れる汚水および排水に関する人の健康被害が生じた場合の事業者の損害賠償責任について定め

る法律である．

2.5.6．瀬戸内海環境保全特別措置法

「瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律１１０号）」は，瀬戸内海の環境の保全上有効

な施策の実施を推進するために瀬戸内海の環境保全に関する計画の策定等に関し必要な事項

を定め，特定施設の設置の規制，富栄養化による被害の発生の防止，自然海浜の保全等に関し

特別の措置を講ずることを目的とする法律である．７０年代の赤潮の多発を契機として，瀬戸内

海の環境保全の重要性が認識され，昭和４８年に瀬戸内海環境保全臨時措置法が制定された．

昭和５３年にそれが特別措置法として'恒久法化された．

2.5.7．絶滅のおそれのある野生動植物の譲渡規制に関する法律,絶滅のおそれのある野生動植物の

種の保存に関する法律，

1980年ワシントン条約加盟との関係で，条約の国内における実施のために日本は「絶滅の

おそれのある野生動植物の譲渡の規制等に関する法律」を1987年に制定した．これは国内の固

有種・依存種の保護よりは，国際的に絶滅に瀕した種の保護を目的とする取引規制の法律であ

った．その後，1992年３月，ワシントン条約第８回締約国会議の京都開催が決まり，同年の地

球サミットにおける生物多様性条約の採択が確実になったために，日本政府はそれにあわせて

何らかの対策を示さざるを得なくなり，「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法
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律」が1992年に制定された．

3．わが国の沿岸域管理制度の問題点

このようなわが国の沿岸域管理の法制度の問題点はどこにあるといえようか｡すでに見たように、

個別の法制度はそのどれをとっても高い水準で沿岸域に生ずる問題を個別的に管理することが出来

るものとなっている。わが国における沿岸域管理制度の最大の問題は、逆説的に言えば、あまりに

も個別法がきめ細かく整備され、その執行体制も古くからしっかりと組織化されてきたために、個

別管理の枠を超える統合的な沿岸域管理（IntegratedCoastalZoneManagement）が行われにく

いという点にある。

これまでに見た各個別法による沿岸域管理は、その権限が各省庁に分かれ、それにしたがって地

方自治体レベルでもその担当セクションが分かれる。予算作成も、その執行も当然にセクション中

心で行われる。個別法には個別法毎の法目的が存在し、近年、河川法や海岸法の改正に見られるよ

うに、伝統的な単一の法目的を時代の変化にあわせて、環境や利用との総合的な目的に代える動き

も見られる。しかし、これらの法制度のすべてがそのようなものとなっているわけではない。各セ

クションでの行政的な管理は法によって与えられた目的に限定されるセクショナリズムとなること

を免れず、公有水面埋立法のように他の法目的による利用との調整規定の存在する場合でも、その

調整は必ずしもスムースにいくわけではない。

また、地方分権が進みつつある現在の状況との関係で言えば、海に関しては陸域と異なり、都道

府県の境界が明確に存在するわけではない。地方自治法は都道府県の境界について、従来の例によ

ると定める（５条）のみで、あとは紛争が生じた場合等の境界画定の手続きを定めるにとどまる。

海に関しては慣行を第一とし、慣行がないときあるいは不明の時は関係都道府県の相互の協議によ

るとされている。実態的には慣行が明確ではなく、協議も整わないところがむしろ一般的であると

の指摘もある5。

それ故、日本の海には現に地域管轄について管理権者が不明確な海域が存在している。また、現

行の行為規制法は紛争等が過去比較的多く見られ、法規制が必要との社会的な合意が成立したもの

についてのみ法律が成立しており、規制対象はそれらに限られているので、新たな海域利用につい

ては、その行為についての管理権者も不明確となっている。今後の新たな利用を考える場合に、海

域についても行為についても、ともに管理者が存在しない海域（管理の空白地帯）での行為が多く

存在するのである。

このような法状態は、管理の空白地帯で社会的な対応が必要な大きな事故が生じた場合にでも、

あるいは社会的に有益な新たな活動を誰かが試みる場合でも、それに行政サイドで的確な対応を迅

速にすることを妨げる結果をもたらす。予算制約や人的な余裕が厳しくなればなるほど、国にせよ

地方公共団体にせよ、既存の管理主体が新たな問題に積極的に対応することを拒否し、問題解決を

他の主体に委ねようとする行政主体のもたれあい現象が発生する。このような問題に対する解決は、

立法を待たない限り、法的、行政的にもとめることはできず、立法には時間がかかる。残された解

５長谷成人「水産資源管理の基本理念について」

http:"www・jftLmaff:gojp/suisin/siryou/siryou/OO2kihonrinen・pdf
によれば、臨海３９都道府県の境界線５８本のうち、協定公文書等で１本の境界線を定めていると双

方が認めているものが７本、公文書はないが共通認識があるとするもの３本であるが、双方の認識
が不一致である例が多数存在するとのことである。
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決は政治的な解決しかないのである。

国は最終的には海面下の土地の所有者として、海洋の管理を行う一般的な義務を負い、最終的な

問題解決者と成らざるを得ない。しかし、従来のわが国には、政治的な意思決定を含めて、国が総

体として海の問題の解決に乗り出すことを効率的に行う仕組みが存在していなかったといえる。

4．海洋基本法制定の動きと今後のわが国沿岸域管理制度の進むべき方向

4.1．海洋基本法案の概要

このたびとりまとめられた海洋基本法案は註に示すような内容を持つ6.

4.2．基本法案の問題点と今後の方向

基本法そのものが持つさまざまな機能の中で、本稿で議論してきたこととの関係で、基本法案の

重要なポイントは､①海洋基本計画を内閣総理大臣を議長とする総合海洋政策会議で決めることと、

②同会議にわが国の海洋に関連するすべての省庁の大臣が所属し、総理大臣と海洋担当大臣の下で

わが国海洋政策の策定および実施の調整を行うことが出来る制度を導入することを意図している点

にある。

①はこれまでのわが国の個別的な法制度による個別的な管理体制を、国としての個別海洋政策の

価値序列を必要に応じて明確化する、体系的な統合的管理に代えるための仕組みである。この制度

がうまく機能するためには、基本計画が現行の各省庁の個別の政策の単なる寄せ集めではなく、関

連する複数省庁の政策間のすりあわせが出来ることが必要となる。法案の事務局原案作成の段階で

は、法律の実現可能性を確保しつつ、このような可能性を担保できるように考えた。具体的には、

６

１本法の目的
海洋環境の保全、海洋の開発･利閑、海洋の安全の確採等海洋の管理について、基本理念を定め、並びに国、地方

公共団体､事業者及び国民の貴務を明らかにするとともに､海洋の管理に関する施策の基本となる事項を定め、その施

策を総合的かつ計画的に推進することを目的とする

２海洋政策の基本理念
１/海洋環境の保全､:2)海洋の安全の砿保､』持続可能な開発･利爵､:4)科学的知見の充実、５梅津の総合的管理、
6)再鶴的協調

３国､地方公共団体､事業者､国民の責務
それぞれの主体の責務を定める，

４施策の策定等に係る指針

海洋の管理に閏する施策の策定及び実施について指針を定める，

５海洋基本計画
政臓は､海洋の管理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため､海洋基本計画を定めるものとする，

６海洋政策担当大臣の設置
内閣府特命大臣の中から、内閣総理大屋の命|こより、海洋政策担当大臣を遺き、我が国の総合的な潅洋政策を推進

する:，

７総合海洋政策会議の設置
海洋基本計画の策定及び海洋の総合的管理に必要な登源の配分の方針等重要事項を調査審議するため、議長を内

關総琿大臣、副謡長を海洋政策担当大臣、その他議員を内観官房長官、内閣総理大臣が指定する国務大臣及び学識
経験者等とする総合海洋政策会議〈仮称>を設憧する

８その他

その他､海洋の総合的管理に閏する施策を推進するため、所要の規定を整備する
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計画対象事項を比較的多くたてつつ、調整が行われざるをえないようにすることにより両者のバラ

ンスをとることがよいと考えた7．最終案でも基本的なコンセプトは維持されている。議員立法の具

体案が今後の官庁との調整でどのようになるか、興味深いところである。

②は、法の空白がある場合に、そこで何か生じたときに迅速な政治的な決定をすることが出来る

母体を整備することを意図したものである。以前から海洋関係者の間で唱えられている海洋省や、

今回の提案でなされた内閣府外局としての海洋庁の設置が具体化しない場合でも､②が実現すれば、

その限りでわが国の海洋政策の立案と実施体制は大きく改善されることは明らかであり、これも立

法の具体案の行方を注意深く見守りたいポイントの一つである。

まだまだ論ずべきことも多いが紙幅の制限もすでに超過しているので、これで本稿を閉じること

としたい。

７（海洋基本計画）

第十六条政府は、海洋の管理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、海洋の管理に

関する基本的な計画（以下｢海洋基本計画｣という｡）を策定しなければならない。

２海洋基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

－海洋の管理に関する施策についての基本的な方針

二我が国海域の管理の確立

三排他的経済水域及び大陸棚の開発・利用、保全及び管理

四海洋環境の保護・保全及び再生の推進

五持続可能な海洋資源の開発・利用の推進

六我が国の経済及び生活を支える海上輸送の確保

七我が国海域の安全保障と海上における安全の確保

八国土保全と防災対策の推進

九沿岸域のより良い利用と管理

十海洋産業の育成及び振興

十一海洋に関する科学技術の研究及び開発の推進

十二海洋に対する国民の理解増進と海洋教育・研究の推進

十三国際秩序の先導並びに国際的協調及び国際協力の推進

十四前各号に掲げるもののほか、海洋の管理に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために

必要な事項

３政府は、海洋基本計画を策定するに当たっては、あらかじめ、総合海洋政策会議の議を経なけ

ればならない。

４政府は、第一項の規定により海洋基本計画を策定したときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

ばならない。

５政府は、海洋の管理をめぐる情勢の変化を勘案し、並びに海洋の管理に関する施策の効果に関

する評価を踏まえ、おおむね五年ごとに、海洋基本計画の見直しを行い、必要な変更を加えるもの

とする。

６第三項及び第四項の規定は、海洋基本計画の変更について準用する。

７政府は、海洋基本計画について、その実施に要する経費に関し必要な資金の確保を図るため、

毎年度、国の財政の許す範囲内で、これを予算に計上する等その円滑な実施に必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。
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国際テロ脅威に対する水中監視技術開発成果の現状

浅田昭

東京大学生産技術研究所海中工学研究センター

１．はじめに

近年，我が国をとりまくテロの脅威は増加傾向にあり，海に関わる国際テロの脅威を鑑みると，日

本沿岸にはテロの標的となりうる重要な施設が実に数多く存在する．石油化学関連施設，原子力発電

所，港湾空港等の重要施設やLNG・石油タンカー等，大量のエネルギー物質，危険物質を管理・利用す

る施設は，例えば|司量のエネルギーに相当するばく大な火薬を扱っているのと同等に管理を厳しく，

監視するべきである．リスクマネジメント解析を行ない，テロに襲われやすいか，襲われた場合の被

害はどの程度かを考えれば，水中からの監視手段が無いという理由は成立しない．周辺住民にもたら

す危険を回避する社会的責任を持つ必要がある．これまで水中では，麻薬や武器の密輸，アワビやサ

ザエなど高級海産物の密漁，有害物質の不法投棄等の海洋犯罪が発生しているが，現時点において水

中の監視体制は地上警備体制に比べて脆弱な状態である．

第３期科学技術基本計画（平成18年～22年度）において，科学技術の政策に|標に「安全が誇りとなる

国」，戦略的重点化として「社会国民ニーズ（安全・安心）」が掲げられている．文部科学省の科学

技術振興調整費の重要課題解決型研究等の推進においても，安心・安全で快適な社会の構築のため，

「犯罪・テロ防止に資する先端科学技術研究」が求められている．この－つとして，水中を監視する

セキュリテイソーナーシステムの開発研究が採り上げられ，東京大学生産技術研究所が中核機関とな

り，海上保安大学校,㈱日立製作所が参画機関,㈱東陽テクニカが協力機関という体制で進めている．

水中を監視するセキュリティソーナーシステムの開発は，一般社会の中で起こる犯罪・テロを効果

的に防止し，国民生活の安全を守る上で必要不可欠かつ急務である．これまで海洋環境，開発，航海，

防災に使われてきた音響システム海中の姿を捉える科学技術を，社会基盤施設の実用警備に応用する

研究開発に視点を向けることが求められている．

日本の沿岸に多数存在する社会基盤施設に対するテロ行為，および地上から可視困難な海中空間で

発生する各種犯罪を防止するため，隠密潜入する小型潜水艇，ダイバー等の危'倹な'二|標を音響により

広範囲を効率的に探知する技術により遠距離から監視追尾し，近距離では高分解能の音響ビデオカメ

ラにより目標を識別することにより統合的な監視を実現する実用的な水中セキュリテイソーナーシス

テムを開発している(図１)．水中は見えないテロからの脅威に包まれ恐ろしい，犯罪は隠れて行なわ

れる，つまり見えないマントに覆われた水中を見えるようにすることが水中監視・安全確保のポイン

トである．このような優れた水中監視技術を開発し保有することは，緊急に対応を迫られた場合に効

果的かつ迅速に対応できるなど我が国の社会の安全確保の観点から重要である．
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国際テロ組織はダイバー要員の訓練を行ない，世界中の石油関連施設，原子力発電所や港湾施設が

テロ攻撃の対象になっている．日本も攻撃対象に含まれている．テロへの対応は世界先進の技術を導

入し，国際共同開発を行なうことが効果的である．実際にアテネオリンピックの会場監視に水中ソー

ナーの監視が採用された．米国のCoastGuardではセキュリティソーナーの装備・研究開発，また，水

中の不審なダイバーを威嚇・浮上させて捕まえる手段の研究開発が行われている．2005年のロンドン

サミットの同時発生テロを踏まえれば，2008年に日本で開催されるサミットの警備には，世界の首脳

が会合することから，水中監視も含め米・英並みの世界先進の警備が必要である．

図ｌ水中セキュリティソーナーシステム開発研究のマスタープラン

２技術開発研究の状況

２１音響ビデオカメラシステムの改造試作

騨譲蝋

蕊溌ｉＩＩｌｉｌ霊

(左）図２試作した改良型音響ビデオカメラ（左）と水中銃を持ったダイバーの監視映像（右）．数字は

カメラからの距離（､），約29度の視野角を持つ．
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音響ビデオシステムとして，米国SoundMetrics社と共同開発により２周波の音響ビデオカメラ

DIDSONを改造試作し岸壁及び船舶に設置して実水中空間データを計測し，水中捜索のための，最適な

水中監視手法及びリアルタイム映像解析のためのソフトウエア開発を行ってきた．

音響ビデオカメラは音響レンズを使用するため，監視範囲が約29.と狭くなる．そのため試験船の

舷にパンチルト機構を持たせた治具を試作・装着し，その先端にセンサー部を取り付けて映像画面を

見ながら操作ハンドルを調整することでカメラを監視目標に向けることが出来る．実際の向きは方位

傾斜センサーを使って計測する．水中ダイ

バーの監視能力の`性能評価試験の一例を図

２に示す．試験は，沼津市内浦湾三津の水

深30ｍに係留された洋上実験室バージ（㈱

沖シーテック所属）において行った．ダイ

バーが水中銃を持っているのが映像画面か

ら良くわかる(図２右).横の数字はカメラ

からの距離(､)である.図3は2人のダイバー

がバージの船底に擬似機雷を取り付けてい

る様子の監視映像である．実際には動画の

ビデオ映像となり，より明確にダイバーの

行動が確認できる．

図３音響ビデオが捉えた擬似機雷を船底に取り付ける

2人のダイバー

2．２岸壁固定型の監視ソーナーシステムの改造試作

ａｇＳｌｎｇｌ

ｒⅥ
図４試作した岸壁固定型音響レーダー（左）と監視映像（右）．水中監視映像はレンジ500mで，視

野角210度，ダイバーが500ｍ離れた地点からソーナーまで遊泳する状況を正確に監視している．

周波数１００kHzの岸壁固定型音響レーダーを試作し性能評価試験を，沼津市内浦湾三津の水深30ｍに

係留された洋上実験室バージ（㈱沖シーテック所属）において行った．バージの開口部からクレーン

でつり下げ，実効撮影範囲，ビームパターン計測等の音響特'性試験を行った．送波ビームは設置環境

に応じて目標を捉えやすくするため，ビーム幅は可変で，上下にステアリングする機能を兼ね備えて

いる．また，数種類のダイバースーツを着用し，水中銃などを携帯したダイバーによる特`性試験並び

に無線LANによるデータ転送試験も併せて行った．図４はダイバーが500ｍ離れた地点からソーナーま
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で遊泳する状況を評価した試験結果で，警戒船がダイバーを警護している際に左方向から小型高速船

が試験区域に進入してきたので，小型船を安全な場所に誘導している様子が正確に捉えられている．

また，船舶のスクリューのキャビテーションによって生じる航跡は数十分間海上に残存するため，レ

ーダー画面にはっきりと表れる．本`性能試験によって，監視ソーナーとしては設計通りの探知能力を

持っていることが実証された．

２．３船舶搭載型の監視ソーナーシステム

船舶搭載型音響レーダーとして3周波数の特徴を活かした遠距離から近距離監視まで1台で行なえる

効果的な移動監視法をReson社と共同で試作開発した.図５(左)に示すように，110kHz,240kHz,455kHz

の別々の送波器と，共有の受波アレイを使っている．110kHzは遠く，幅広い監視エリアを持ち，周波

数が高くなるに従って分解能は向上するが監視エリア（視野角）は狭くなる．つまり，遠くから不審

物体を捕らえ，接近して音響ビデオカメラと１両１じょうに姿形を映像として捉えることが，設計Fl的で

ある．455kHzはダイナミックビームフオーキヤストを取り入れた世界最高のビーム分解能を持つ水中

監視ソーナーといえる．また，本監視システムとしては，船に取り付けた'二で，監視エリアを効果的

に広げるため，ソーナーを上下，左右に自在に向けることができる．ソーナーヘッドを旋回する専用

装置を開発試作し，監視船が移動しながらソーナーを自由な方向に向けることができるという設計目

標も同時に達成された．洋上実験バージ（㈱沖シーテック所属）で`性能評価試験を行った結果では，

図５(右）に示すように240kHzのソーナーでは１００m離れたダイバーを余力を持って捉えている．現在，

ソーナーと電源，旋回装置との電気的干渉ノイズを減らす，また，ソフト的に解消する方法を研究中

であり，年度内には3週波とも初期の監視』性能目標になるよう最終調整中である．

急

llliN-三1M！
)kHz240kHz､455kHzの沃漉器

図５試作した３周波の船舶搭載型音響レーダーとその旋回装置（左），とダイバーを追跡している

240kHzソーナーによる１００mレンジの水中監視映像（右）．

２４海底設置型の監視ソーナーシステム

2008年度においては，海底に設置岸壁固定剛音響レーダー，船舶搭載型音響レーダーに加え，任意

の海底に設置できる音響レーダーを開発試作する計画である．360．全周を一度に探査できるので場

所にとらわれず任意の海底に設置可能で，港湾監視において効果的に広範囲をカバーできる．また，

複数の組み合わせで連携監視が行える．今までの，音響レーダーの卉響映像データの構造がln1じなの

でこれまで開発を行ってきたソフトウエアと共通'性がある．１０月ぐらいまでに，本装置を試作し年内
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に性能評価試験，運用試験を行い，監視システムを開発構築する予定となっている．

図６港湾監視における海底設置型監視ソーナーシステムの概要

２．４複合・統合監視システム

２４１船舶に装備した音響ビデオ監視システム

】

１Ｎ

l21l1i11li

図７音響ビデオカメラを小型監視船に搭載した監視システムとその構成

最適な水中監視手法を開発するため，小型艇に音響ビデオカメラを設置し（図7），海上保安大学校

周辺海域での海底，岩礁，停泊中の巡視船の船底，養殖のかき筏，海中投下物など実水中空間データ

の採取を行った．また，水中監視映像データと同時にGPS精密測位装置(StarFire)を使用して位置情

報を取得した．海で行方不明者が発生した場合，かき筏に絡まっている場合もあるが，音響ビデオカ

メラで水中捜索することで潜水を行わずに溺死体の有無が容易に判断できる．岸壁周辺の不法投棄物

なども容易に捉えることが出来,水中での捜査･捜索が効率的に行える．また,図8(右)に示すように，

)||底などに投棄された小さな物体を捜索するために，映像を張り合わせ，揺れを抑えたソフトウエア
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は有効な支援ソフトの一つである.前後の映像のFFT相関により移動ベクトルを積算していくとうアル

ゴリズムを用いた．音響ピデオカメラは，ロングレンジと標準レンジの2種を試作し，ロングレンジは

iJf響ビデオカメラの高分解能の特徴を活かして水中のダイバーを効果的に捉えることが出来た（図

8(左)）．GPS，方位・傾斜センサーを接続し，音響監視映像をIE確なX-Y地図上に表示することができ

る．

■画■■■画講麺』瓢■且■鍾澄■淫都雅壊迺■■座■M鴎■転麹ﾖ■H田鍾濁顛匿襲麓輯jｌ

■■■■

図８約１０名の潜水訓練ダイバーを40mレンジの音響ビデオカメラにより監視している映像：GPS，方

位センサー情報を使って音響監視映像を正確なX-Y地図上に表示（左）．５mレンジの音響ビデオ映像か

ら写った海底映像を固定した自動映像ナビゲーション表示（右）：映像の手ブレによる乱れも修正す

るので詳細な海底撮影結果が得られる

図９．LlMhzの音響映像，1m間隔のグリッド線（左）．1.8ＭHzの映像，２m間隔のグリッド線（右）

に比べ泥の凹凸と小型金属銃の反射強度の差が強く表れ，映像識別がしやすくなる．両映像とも自動

映像ナビゲーション表示．

警視庁東京水上警察署の協力の下に，水中へ投棄された小さな物体を捜索するための試験を行い，

その効果的捜索法の研究を実施した．東京水上警察署の桟橋に係留した船から予め，捜索しようとす

る物体と同じものを海底に沈め，その写り方を検証しておくと，その後の捜索に有用である．音波を

使って水中映像を撮影するビデオカメラは，泥水の中，暗闇の水中でも見える．既に撮影したデジタ

ル映像を繰り返し再生し，表示のパラメータを変えて細かく観ることが可能である．しかし，それだ
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けでは利用価値がかなり低く抑えられる．ビデオ単体では場所，方角が分からない．現場での監視，

点検,捜索に役立てるためには,GPSと方位･傾斜センサー情報を組み込んだ解析ソフトが必要である．

使い安い，水中で効果的にカメラを向けるための水中監視用の取り付け，操作治具が必要である．

映像から，何処にタイバーがいるのか，ダイバー図１０航空写真と重ね合わせた1.8Ⅷzの音響映

の水中作業状態を把握可能となり，ジェスチャー像，１m間隔のグリッド線．周辺の地形，建物か

により水上の捜査員に情報･指示を伝達することら音響映像の位置関係が分かりやすくなる．

もできる．水底に物標を置き，その場所を正確に

把握し，再来することを可能とすることも有効な

手段である．

図１０に示すように，航空写真と重ね合わせるこ

とにより，周辺の地形，建物から音響映像の位置

関係が分かりやすくなる．時々，高層ビルや橋脚

などにより，GPS受信不良となり位置が大きく飛ぶ

こともあり，GPS位置の劣化が直ぐに分かるという

利点も生じる．図11は航空写真地図，海底地形モ

デルと重ね合わせた苫小牧西港岸壁近くでの

1.8MHzの音響映像であり，周辺の地形，建物，海

底の詳細な地形から，海底での捜索，水中の監視 )0ｍ蕊

映像が分かりやすくなる．

なお，これらのGPSを利用したマッピング映像図１１．航空写真，海底地形モデルと重ね合わ
化において，カメラのプレやGPS位置の不良などせた苫小牧西港岸壁近くでの2Mhzの音響映像．グ
により，映像が揺れて見づらくなることも多々ありツド線は200m四方内に描かれている．周辺の地
る．このため，映像の特徴を抽出し，前後の映像形，建物，海底の詳細な地形から，海底での捜索，
との位置のずれを検出し，自動的に映像のブレを水中の監視映像が分かりやすくなる．
補正するソフトウエアを開発した．

２４２鹿島港での監視システムの設置観測試験

2006年１月に音響ビデオカメラと岸壁固定型音響レーダーを組み合わせ,今後の岸壁監視システム開

発のための基礎データを取得する目的で実運用試験を，鹿島港三菱化学鹿島営業所８号バースにおい

て行った（図12）．吊下棒に取り付けたセンサー機材等の構成イラストを右図に示す．音響レーダー
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は，音線の屈折を考慮して海底に近い位置に設置している．また，音響ビデオカメラは水深中程に設

置し，パンチルト機構を装備した取り付け金具を製作し，上下左右にモーターで回転させて全範囲を

監視できるようにした．バースから50ｍ以内および300ｍ以内をダイバーに遊泳してもらい，その様子

を音響レーダーおよび音響ビデオカメラで計測した．対岸までの必要監視領域において，ダイバーの

みならず温排水に群がる多数の魚群の様子が２種類のセンサーで効果的に捉えることが出来た．これ

らの観測データを基に，監視システムの設計・開発を行った．

…－門濁已－
ロP乎一ﾄ
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ダ図ｌ２鹿島港の三菱化学の岸壁に装備した岸壁固定型音響レ

センサー，水温センサーの基本構成による監視試験

音響ビデオカメラ，方位・傾斜

２４３苫小牧港での実運用化へ向けた試験

2006年７月に，鹿島港で計狽Ｉしたデータを基にして，監視ソフトウエアを開発し，無線LANの秘匿通

信伝送・遠隔監視試験も含めて，実際の港湾監視が行なえるようにするための運用試験を実施した．

水中で捉えた物が，小型の船であったり，ダイバーが水面を遊泳していることもあり，水面上の監

視映像と水中のソーナー監視映像を一緒に監視することが基本と考えられる．このため,夜間，雨中，

霧などの場合でも水面監視が行える赤外カメラを併設して監視を行う予備試験を実施した．深夜にお

いて400m以上遠方の対岸もくっきりと写り，自動車が通行するのも確認された．現在，水中監視シス

テムと組み合わせて効果的に併設監視できるよう監視ソフトウエアを研究開発中である．図1３（左）

に示すように，航空写真，海底の精密地形，水中音響映像，位置を占めすグリッド線を重ねて表示す

ることは，監視者にとって位置的な半']断を瞬時に正確に行なえるという利点を持つ．港湾の水中環境

は，場所ごとに異なり，また，設置条件・環境も異なるため，数箇所の場所の異なる港湾において，

設置・運用のモデル方法を構築する目的で実用化に向けた試験を行っている．
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図ｌ３苫小牧港における精密海底地形，航空写真地図，500mレンジ水中音響映像を重ねた３次

元統合監視表示（左）と深夜の赤外監視カメラ映像（右）．矢印は赤外カメラの監視方向線を示す．

２４４海上保安大学校での船舶搭載型音響レーダーの実装試験

`,1Iiilil11Il111w'qqIIi1lliiiIiilillllIlllI
繊騨

図１４船舶に装備した船舶搭載型音響レーダー（左）と，海上保安大学校の実習船「いつもり」に装

備した監視システム（右）

図海上保安大学校の訓練ダイバー（左）と航空写真地図を重ねた船舶搭載型音響レーダーの水中監

視映像（右）
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2006年11月には，試作した船舶搭載型音響レーダーシステムを海上保安大学校の訓練船「いつも

り」に実装し実際にダイバーが潜水訓練を行なっている様子を監視する試験を実施した．これまで

に開発した航空写真地図とソーナー映像を重ねて表示するソフトウエアを組み込み，今後の効果的な

監視法の研究開発の資料となるデータを収録した．

３．今後の計画

平成19年度は3年計画の最終年度にあたり，これまで||偵調にソーナー及び付属システムの開発が行わ

れてきたが,以下の研究開発を実施し監視技術のIfill2とシステムとしての仕上げを行なう予定である．

汗響ビデオカメラ・音響レーダーによるダイバー検知法の開発として，音響ピデオカメラ・音響レ

ーダーの映像データから背景ノイズを消し効果的にダイバー等を自動検知，追跡するソフトウエアを

開発し，発電施設の岸壁において運用試験を行い，海上電波レーダー，電子海図，AIS情報と融合した

実運用可能な統合監視システムとなるよう仕上げを行う．

船舶搭載型音響レーダーによる監視法の開発として，船舶搭載型音響レーダーの3周波数の特徴を

活かした遠距離から近距離監視まで1台で行なえる効果的な移動監視法を開発する．また，精密GPS損'１

位，方位動揺の検出センサを接続し，リアルタイムで歪の無いマップ上に展開した高品質の映像を作

成し，移動によるノイズ等を除去するソフトウエアを開発，実務を想定した実海域試験を通して実用

的な統合監視システムとなるよう仕上げを行う．

海底設置型音響レーダーシステムの開発として，海底設置型の音響レーダーを試作し，360全周監

視システム開発研究を行い,'性能評価試験,運用試験を行いながら，港湾周辺の任意の場所に設置し，

場所にとらわれず効果的に監視できるシステムとなるよう開発を行なう．

複合監視法の開発として，苫小牧港において船舶搭載型音響レーダー，岸壁固定型のレーダー，

海底設置型音響レーダー等との複合監視試験を実施し，多数の音響レーダーを複合した広域監視シス

テムを構築し干渉の無い広域監視運用が行なえるシステム調整・開発を行なう．また，神戸港もしく

は横浜港において港湾警備を想定した複合監視試験を実施し，実用的な複合型の統合監視システム機

能を開発する．
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●司会午前の部討論の司会を務めます、海洋調査技術学会所属で日本海洋工学会運営委

員の木下肇です。よろしくお願いします。

会場の皆様からご質問、ご意見を頂くにあたり、このパネルでは終了後テキストを作成

し、その中にこの討論のテープ起こしを掲載しますので、ご所属、お名前を頂きたいと思

います。

今日のこの講演会はプログラムのコンセプトにあるように、いったい我々が望んでいる

国家基本法の生い立ちと、何故それが発生してきたかという世界の我々を囲む環境、現在

どういう形で海洋基本法とそれに続く付随する法案の基礎作りが行われているかという、

私どもの今まで見たことのない新しい世界が展開しているという話でしたので、大きな質

問を出すのが難しい場合もあるかと思います。概論的な質問でも国内法整備、今後どうい

うことがありうるのかということ。三番目の浅田先生のご講演によるセキュリティ問題を

日本人は今まで殆ど考えてきませんでしたが、今後日本で予想されるようなクライシスを

どういうところにポイントを置いて考えていけばいいのかということに関してご質問があ

ればお願いしたいと思います。

●前田日本大学の前田です。今日のお話しは海洋法から始まって、国内法、浅田先生の

お話と、大変全体像がクリアに理解できましてありがとうございました。個別にお尋ねし

ます。栗林先生には国際海峡のお話しがありましたが、日本の場合は５つの国際海峡があ

ります。その中の津軽海峡は原子力潜水艦を通すためにわざと国際海峡にしたという話も

聞くのですが、主権国家として日本海に潜水艦が入るには対馬海峡や宗谷海峡を通ればい

いのです。津軽海峡は大間のマグロも獲れる場所ですし、何故そういうものを設けなけれ

ばいけないのか、その辺りの問題に対し先生の考えを頂ければと思います。

もう一つは海洋国家日本を考えると､日本の置かれたパワーポリテイクスの位置付け等、

全体を考えた上で考えていると思いますが、国民としては日本の戦略がはっきりしないま

ま国際海峡として１２海里の領海を取ればいいところを３海里に押し込められているよう

に思えます。何となくすっきりしない気持ちがするので、戦略上重要であればそれを明確

にして､かつそれで国際海峡として国民の理解を得ることが必要ではないかと思いますが、

その辺りのお考えをお聞かせ頂けますでしょうか。

●栗林ありがとうございます。大変難しい問題です。国際海峡の法制度は国連海洋法条

約の中でも国家の軍事的な安全保障と深く関わっている数少ない既定部分でして、世界の

交通の要衝である国際海峡では諸外国の商船のみならず軍艦もかなり自由に通航できるの

で、必然的に軍事的考慮が介入せざるを得ませんでした。国連海洋法条約の中で新しい国

際海峡の通航制度ができたのは、アメリカとソ連という当時の二大海洋軍事大国が国際海

峡における軍艦を含むすべての船舶の自由航行を強行に主張したことが発端です。ようや

くこの条約で領海の幅を最大１２海里とすることに統一されて、従来３海里であった多く

の領海も１２海里に広げることができるようになりました。領海３海里の下では中央に自

由な船舶通航と上空飛行が認められる公海部分が残っているのに対して、１２海里になると
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そうした公海部分がなくなる海峡が世界で１１０ヶ所ほどあると言われていました。海峡の

一部又は全部が沿岸国の領海部分ということになると、外国船舶は沿岸国の平和・安全・

秩序を害さない限り通航が認められるという無害通航制度に服さざるを得なくなります。

また、外国航空機も沿岸国の領海上空（領空）を許可なく飛行することができなくなりま

す。ですから、海洋軍事戦略の観点からも、米ソは領海が１２海里に拡大される以前の、

公海部分が残されていた頃の国際海峡の自由な通航を存続させるべきであると強行に主張

したわけです。交渉の結果、米ソの主張と海峡沿岸国の主張の中間を執ったとされるが実

際には米ソの主張寄りの、海峡を迅速に通過する航行・飛行の権利を承認する全く新しい

通過通航制度が妥協として合意され、それが国連海洋法条約の中に取り入れられました。

わが国では、１９７７年の「領海法」という法律で日本の領海全般が３海里から１２海里に

拡大されましたが、宗谷海峡、津軽海峡、対馬東水道、対馬西水道、大隅海峡の５つの国

際海峡だけは例外として３海里のまま凍結されたのです。しかし、法案を審議した当時の

国会の論議からは、何故５海峡に３海里凍結が行われたのかについての説明が、必ずしも

明確には伝わってきませんでした。日本は海洋国家で海洋自由の恩恵を多大に受けてきた

国だから、なるべく海洋自由を維持する方向が望ましい、あるいは、日本が沿岸国として

の立場を出し過ぎると海洋の囲い込みの傾向を助長しかねないから、当時は国連海洋法条

約の作成に向けて国連で審議中であったため、取り敢えずは同条約の成立までは３海里に

留め置いて自由な通航を認めるのだ、などと言われました．こうして「当分の間」３海里

に凍結するという表現となったのですが､１９８２年に国連海洋法条約が採択されてからも事

態は変わらず、２５年経った現在でも「当分の間」は続いています。

この点について、日本のナショナル・ポリシーとしての非核三原則のうちの「核を持ち

込ませず」の原則との関係が指摘されています。日本の領海に外国の核搭載艦が入ってく

ることになると、領海は日本の領域（国土）の一部ですから、「核を持ち込ませず」に矛盾

することになる。ところが、実際には日米安全保障条約を中心として様々な形でわが国の

安全保障が図られており、そうした微妙な事情を慮って、外国軍艦の通航する５海峡に領

海でない部分を残すために３海里に凍結したということです。そうであれば、そこら辺の

事情説明が国民に伝わっていない感があり、十分な説明責任が果たされていないように思

われます。しかし、他方で、わが国の領海を全面的に１２海里に統一してしまうと、現実

には「核を持ち込ませず」の原則を堅持できないという状況を招来することになり、それ

で良いのかという問題になります。日本には国際法上領海を１２海里まで拡大する権利が

あるのだから３海里に後退するのは主権の放棄ではないか、という議論が当時ありました

が、非核三原則との関係、あるいは、わが国の安全保障体制の現状などを考慮すれば、３

海里凍結の「当分の間」を存続させるほうが良いという考え方もあり得ます。いずれにせ

よ、私達の国土の安全をどう考えたらよいかということから出発して、事柄の問題点を白

日に曝して今後取るべき方策について国民的議論が展開されることが望ましいと思われま

す。そうすることが、これからのわが国の海洋政策について総合的に考えていかなければ

ならない、という方向'性にも繋がっていくのではないかと考えております。

●前田どうもありがとうございます。もやもやの一端が晴れたようです。しかし、海洋

基本法ができた暁には､是非こういう説明責任を政府に果たしてもらいたいと思いますし、
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我々も海を含めた国益とは何かを考えたいと思います。どうもありがとうございます。

●新宮日本大学の新宮です。栗林先生にお伺いします。私は島根県の出身で、個別の質

問になるかもしれませんが、竹島の問題についてお伺いします。島根県では竹島条例がで

き、結構インパクトがあったと思います。島根県生れのものとしては竹島はずっと日本固

有の領土だと思っています。従って、島は不法占拠されていると個人的に思っています。

先生はそれに対しどのように思われているでしょうか。もし日本の固有の領土であるなら

ば、いかにしてわが国に奪還したらいいのかをお聞かせ頂けるとありがたいと思います。

●栗林これも大変難しい問題です。只今のご質問は、竹島の領有権問題をどう考えるか

ということが中心だろうと思いますが、これについては長期にわたる両国間の紛争の経緯

があり、両国の主張が全く対立しているという状況があります。この問題に含まれている

個々の法的争点は沢山あり、それらについてここでお話しする時間はありませんが、私自

身は以前に韓国テレビのインタビューに答えたように、国際法上の根拠という観点から言

えば、日本側の主張の方が有利だと考えております。ただ、この問題が日本の朝鮮半島支

配の文脈の中で議論されると、歴史問題の大きな渦の中に巻き込まれて解決が困難になる

ように思います。例えば、１９０５年に日本による竹島の領土編入措置が執られた際に、実質

上朝鮮の植民地支配が始まった当時の日韓間の力関係から、韓国政府は日本の竹島領土編

入措置についてノーとは言えなかった､ということが韓国側の主張の一つとされています。

韓国政府の抗議の有無こそが法的には重要な争点なのですが、そこに歴史的背景が絡んで

くると問題が複雑になってしまいます。

昨年秋に私が代表を務める日本海洋法研究会と中国海洋法学会との初めての合同研究

会が北京で開かれましたが、そこでは現在両国間のホットな問題となっている東シナ海の

ガス田問題などがかなり率直に話し合われました。韓国の学界とは１０年以上も前に同様

な交流の提案があり、私の方から竹島問題が一番共通する問題だから、周辺海域の諸問題

を含めて議論しようと持ちかけたことがありますが、一言の下に断られたという経緯があ

ります。竹島問題に対する両国国民の関心や意識には今なお隔たりがあり、共通の作業が

出来ないまま今日まで来てしまいました。竹島の領有権自体の問題を議論することはもち

ろん大事ですが、国際司法裁判所へ提訴して司法的解決を求めるという解決策が実現困難

な現在、いずれにせよ早期の解決は困難であり、取り敢えずは、竹島周辺の海洋の合理的

な開発・利用の仕組みを考えることも選択肢の一つではないか。学者の見解として、竹島

の周辺海域を日韓の共同開発区域や自然保護区にしたらどうかといった様々な解決策が出

ています。学者・研究者がこれらの問題を率直に話し合うという動きと同時に、国家間で

も外交的協議を継続して進めるという、民間と国家の両方からアプローチして解決を模索

する雰囲気作りが先ずは先行すべきではないか、と考えます。どうも答えにならない回答

で申し訳ありません。

●新宮どうもありがとうございました。

●司会他にご質問をお持ちの方はおりますか。
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●古澤三井造船の古澤と申します。浅田先生にお伺いします。水中監視技術に大変興味

を持ってお聞きしたのですが、海域によってもだいたい500ｍ程度の監視技術と伺ったよ

うに思います。広域な港湾、更に広い沿岸海域の監視に対するネットワーク化やシステマ

ティックに行う方法が研究されているのでしょうか。もう一つは、主として音波を利用し

た技術ですが、磁気や極めて難しいでしょうが水中における電波の利用等の研究状況はい

かがでしょうか。

●浅田500ｍというのは、我々の作ったソーナーの中で100ｋＨｚが一番遠くに届くと思

います。これであれば通常の能力であれば千数百ｍ＜らいは探知できると思います。ただ

し、沿岸部・港湾では水深が１０ｍから２０ｍと浅いため、ソーナービームは海面や海底に

反射して実効的には500ｍくらいまでしか監視できないかと思います。もっと遠くを監視

するには、鉛直方向のビーム幅を狭くすればいいのですが、それでも技術的には数ｋｍく

らい、ダイバーを検知するという能力では２～3kｍ＜らいが限度ではないかと思います。

遠距離の数ｋｍ監視について､例えば数十ｋＨｚのゾーナーを使って監視するというような

開発プランもありますが、実施には到っておりません。

それからネットワークを組んで行うことは我々も当然考えています。アテネのオリンピ

ックでは会場が非常に広いので、９つくらいのソーナーを横に配置して全域をカバーする

ということが行われています。我々も100ｋＨｚのソーナーを半径500ｍぐらいの間隔で海

底・岸壁に横に並べて、連携監視ができる様に考えています。

今年作る海底設置型のソーナーについては、今のところ500ｍ＜らいまではケーブルを

展開し､そこから半径500ｍから１，０００ｍの範囲を360度監視することは可能と思います。

沿岸から数ｋｍ、１０kｍ、２０kｍといった、より広範囲を監視したいという要望はありま

すが、ダイバーの検知といった観点では技術的にかなり難しいところです。

磁気の利用で遠方を高分解能で感知するのは難しいと思います。水上から地磁気センサ

ーを使って真下付近に異常物体があるかどうかを検知することは可能だと思いますが、ダ

イバーを検知するという取り組みはまだないと思います。電波の利用についても水中での

減衰が大きく、遠方を監視するということは世界的にもまだ研究が行われていません。海

底に電線を敷設して上を通過するビークルを電磁誘導から検知するシステムは使われてい

ます。しかし、水の中は音波を使うのが－番効果的であり、セキュリティ関係では水中で

は音波を使い、水上では電波のレーダーや赤外カメラを使い、これらを併用するのが水中

監視の基本コンセプトになっていると思います。

●前田日本大学の前田です。私の方からコメントさせて頂きたいと思います。来生先生

が海洋基本法の成立までの経緯をご説明され、非常によく分かりました。是非成立しても

らいたいので、応援団の国民の－人として応援したいと思います。ご説明の中でははっき

りとは話されませんでしたが、日本の場合は海洋の場合に海軍に対応する防衛省との関係

が非常に重要だと思います。また、もう一つ裁判の問題が重要だと思います。海は誰のも

のか、所有権、使用権、管轄権といったことで裁判になると非常にややこしい問題があり

ます。その辺りをいろいろ議論していくか、或いははっきり分かるようにしていく必要が
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あると思います。漁業権の問題が端的な例としてあげられます。

防衛省との関係では浅田先生の話も関連しますが、海外では正に軍事研究と言われてい

る分野でどんどん先進的なことを行っています。アメリカのホームランド・セキュリティ

でも、軍事研究がベースになっていろいろとおもしろいことが出ています。ヨーロッパで

もそうです。

もう一つ、機能する話でアメリカではホームランド・セキュリティがインテリジェンス

と融合して非常にインテグレー卜して効果が出ているのが実情です。日本の場合はインテ

リジェンスが殆ど壊滅状態で、それも整備しないと本当のホームランド・セキュリティは

できないと思っています。いずれにしても防衛省との関係を見て見ぬふりをする今までの

流れがあったと思いますが、これからは海洋基本法が成立したら、それも含めて国益の観

点からも議論していくべきだと思います。

●木下国内法はまだこれからできるところで、予測しか言えないと思いますが来生先生

何かご意見はお持ちでしょうか。

●来生ご指摘の通りだと思います。たまたまわが国が第二次世界大戦以前に近隣諸国と

の関係で､海を挟んで植民地政策をとったということのトラウマが長い間残っていました。

それが従来わが国が海洋に関して、国際的にもあまり積極的な発言をしなかったことの大

きな理由だと思います。第二次世界大戦が終了してから随分時間が経ち、わが国がいろい

ろな形で国際協調を前提にしながら主張すべきは主張するという体制をどうやって作るか

です。国民の意識がどのような形でそちらに向いていくかということだと思います。

海洋基本法を制定する大きな動きが、諸外国の鉱物資源や領有・領土の関係で、国民の

意識が少しずつ変わりつつあるということも事実だろうと思います。少しずつ話すべきこ

とは話ながら、日本の平和主義をきちんと内外に示すことが大事だと認識しています。

●木下来生先生ありがとうございました。これで午前の部の討論を終わります。最後の

もう一度講師の先生方に拍手を持って御礼をさしあげたいと思います。ありがとうござい

ました。
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海洋工学関連会議報告

大阪大学の高木です。所属学会は日本船舶海洋工学会です。よろしくお願いします。

今日はテクノ・オーシャンとこれに関連するOCEANSについてご紹介させて頂きます。

まずテクノ・オーシャンについてご紹介します。ここにいらっしゃる皆さんの中でもご

存じの方もおられると思いますが、会議のヒストリーをご紹介します。

第１回が1986年に行われて、それ以来２年おきに開催され、２００６年が２０年目になりま

した。後で紹介しますが、ここでOCEANSとテクノ・オーシヤンが合体し、２００４年に会

議を開きました。そういう関係からOCEANSも紹介します。

開催場所は神戸で行っています｡基本的には神戸市が主催の一つになっている会議です。

一度だけ横浜に来ましたが、その後また神戸で続けています。会議の規模は最初は250名

くらいで、多いときに５００名でした。OCEANSと一緒にやったときは、国際会議で非常に

大きなOCEANSが来たので大きくなっていますが､だいたい４００名前後の規模で推移して

います。特徴として普通の学術的会議とエキシビションの同時開催による海洋産業の調和

した発展を目指しています。

２００６年のテクノ・オーシヤンは、日本船舶海洋工学会の海洋工学シンポジウムと合同で

開催しました。テクノ・オーシャン自体の開催趣旨は、本日の海洋工学パネルと非常によ

く似た考え方で、海洋工学はいろいろな広い分野にわたるため、広い分野の方々を一同に

集めて会議を開催しようということです。テクノとついていますが、２００６年の会はいわゆ

る文系的な要素も取り入れて、間口を広げて皆さんで集まって会議を行うというコンセプ

トでした。

開催日は2006年１０月でしたが、会議前の６月１０日に地球深部探査船の「ちきゅう」が

神戸に寄港した時を利用し見学会が催されました。その時に、スペシャル・ツアーとレク

チャーが行われました。

主催はテクノ・オーシャン・ネットワークと日本船舶海洋工学会海洋工学研究会、海洋

研究開発機構、神戸国際観光コンベンション協会、地球科学技術総合推進機構でした。テ

ーマは「OurFutureandOcean」でした。実行委員会はExecutiveChairとして神戸港埠頭公

社の橋間理事長に務めて頂きました。東京大学の山口先生が日本船舶海洋工学会側の代表

者です。私はこの中でTbchnicalProgramChairを務めたので、本日のご紹介役となること
になりました。この会議は通常のテクニカル・プログラムと展示会があるということが大

きな特徴になっています。併せてUnderwaterRobotFestivalを初めて開催しました。

国際会議の開催趣旨としては工学だけでない会議にしたいということから、プレナリー

セッションでもキーノートレクチャーは高井博士に深海における生命に関する話を行って

頂きました｡もう一つは､元韓国海洋水産部の方で現在はインハ大学総長のDrSeoung-YOng
Hong先生に韓国の海洋政策に関する話で､内容は政治がらみの話と二本立てで行いました。
もう一つの特徴としてテクノ・オーシヤンが広い分野をカバーしている関係上、パラレ

ルセションが多く、パラレルセッション毎の観客数が非常に少なくなって、技術的な観点

からは話が非常に薄くなるということがあったので、それを解決する意味でポスターセッ

ションを大々的に導入しました。各ポスターで技術的な話はゆっくり討議してほしいと考

えましたが、結果的にはそれもなかなかうまくいかなかった面もあります。その代わり大

きな会場で皆さんで集まり、重要な発表はスペシャルセッションを設けて話をしようとい

う体制で行いました。今回は７つのスペシャルセッションを開催しました。

－番最初の「TheCensusofMarineLife」と合同で開催したセッションですが、これはい

わゆるバイオロギングの話で、生物屋と工学屋の融合という話を１，２のセッションで行い

ました。３番目はアンダーウォーターのイメージの話で、４番目は海洋技術フォーラムの話

です。５番目はオーシャンポリシーで、海洋政策研究財団常務理事の寺島さんに海洋政策

のセッションを作って頂きました。６，７がIMPACTのセッションで、海洋工学の立場から

海洋環境にどういうことができるかということのスペシャルセッションです。

ポスターセッションは人がたくさん来ると楽しくディスカッションできる予定だった
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のですが、場所を広く取りすぎたりとか、照明が暗かったりということがあって、なかな

か難しいなということもありました。次の会ではそれを改善しようと思っています。展示

会も非常に盛況に行われました。これらの組み合わせが重要だということです。後ほど

OCEANＳに関するところで説明しますが、「ちきゅう」の見学会や第１回の水中ロボット

フェスティバルを神戸大学で開催しました。ここには水中ロボットの鯉などを集めてフェ

スティバルを開催しました。

続いてOCEANSの紹介を行います。OCEANSはこれまでアメリカ本土で行われていま

したが、２００４年に初めてテクノ・オーシヤンと合同で神戸で行いました。それ以来、これ

を契機として年２回体制になり、１回はヨーロッパのフランスで、もう１回はアメリカ本

土で行い、次はアジアでやった後、次はアメリカ本土（カナダ）でやるという繰り返しに

なりました。その後の２００８年にはまた神戸でテクノ・オーシヤンと合同でアジアの会を行

います。この会議では私が実行委員長を仰せつかっています。

OCEANSの方が展示会が非常に大切だということで、ワシントンＤＣで２００５年にやっ

たときは非常に盛況でした。特に注目して頂きたいのは、実際にUnderwaterRobot等の計

測機械を持ち込んで、実際の商談がどんどん行われていることです。国際会議で難しい学

問の話をやっている横で商談が行われているということで、この組み合わせが非常に重要

だというコンセプトだということです。もう一つ重要なのは政治というか、人脈で、ここ

に写っているのはＮＯＡＡのローテンバッハ長官です。酒匂先生から、君が実行委員長をや

るのだったら是非挨拶に来なさいとパーティーに呼んで頂きまして､写っている写真です。

このような非常に広範囲な人脈が集まってくるという会議です。

次に示したのは２００６年のシンガポールの会議の様子の写真です｡アジアでやるとやはり

規模は少し小さくて、２４５名くらいの規模で､４つのパラレルセッションくらいがありまし

た｡展示は２６の機関から来ました｡アジアとヨーロッパの会議は若干小さめで行われます。

2006年のアメリカではボストンで行われました。このときは非常に大きく、８６のテクニカ

ルセッションが１０のパラレルセッションで行われました｡展示会ではエキジビターが入っ

ていますが、2,000名くらい来ていました。アメリカ本土で行うときは非常に大きな会議
です。展示会には約２００機関が出展しました。

２００８年を神戸で行う契約を行いましたが、神戸の大会の宣伝をさせて頂きます。次回は

神戸で再びアジアのラウンドを受け持たせてもらいます。体制は神戸市長とテクノ・オー

シャンネットワークの難波会長が名誉座長を務めます｡日本サイドはＴＯＮとMTS､IEEE

JAMSTECKCWL、AESTOのグループがＣＪＯを構成し、開催します。実行委員会のメン

バーは広い分野から参加して頂いていると理解しています。会場は神戸国際コンベンショ

ンセンターで行います。２００６年のテクノ・オーシヤンに来られた方はご存じだと思います

が､神戸に空港ができて､空港から会議場までモノレールで５分ほどで着くところにあり、

皆さんの話では非常に便利になったと伺っています。

バンケットは今回のために作ってくれたような、非常にきれいな花鳥園という場所がで

きて花の下でパンケットを開きますのでご期待下さい。

ということで、我々は2008年に神戸でテクノ・オーシヤンとOCEANSの合同の会議を

企画しています。神戸の特徴を活かして、夜景とお酒とビーフを楽しみながら、学術と産

業、政治、法律等、広い分野の人が集まって、海洋産業、工学、今後についての話ができ

ればと考えています。私が実行委員長でこれからいろいろ計画を練っていかなければいけ

ないので、後で懇親会でもアイディアがあれば是非私まで伝えて頂ければと思います。
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我が国の海とこれからの水産

松里壽彦

独立行政法人水産総合研究センター

はじめに

我が国の周辺の海を一言で表現することは困難である．水産業の面からは、「日本周辺海域は、世

界の|)Ⅱ大漁場の一つで、世界でもっとも生産力、生産'性ともに高い海域で、古来より好漁場として

利用されてきた」となり、海洋の構造の面からは「ユーラシア大陸縁辺部の日本ﾀﾞ'|島東側には、世

界でも有数の海溝が発達し、海底火山群を持つとともに表層は黒潮が北上する．日本海側は広大な

海盆からなり大部分が日本海|占1有水から成り、表層には対馬暖流が列弧に沿って北上する．日本列

I};ｌｊは太平洋、東シナ海、日本海、オホーツク海に囲まれ、北東部より親潮が南下し、東北沖で黒潮

との混合域を形成する」となろう．生物の遺伝資源の観点からは、「日本周辺海域は亜熱帯から唖寒

帯までを含み、豊かな生物卜'１を持つと同時にそれらの利用を可能とするような科学技術レベルを持

つことから、水生々物に関しては世界有数の生物遺伝資源大国と言える」となる．当然のことでは

あるが、四周を海で囲まれた列島国家においては、文化も国民性も海の影響を強く受けており、特

に食生活においては、有史以来、海からの恵みを積極的に利用してきた．そのことは、マジジミの

遺伝子解析からも、各地に残る貝塚からも明らかであろう．一方、このように海洋に関しては世界

的にも非常に恵まれた国にもかかわらず、または、そのためか、海に対する「加害」も顕著である．

「Minamata」や「Akashio」は「Tsunami」とともに国際語となっており、幸か不幸か研究レベルも

向い

本パネルでは海洋の新たな利活用のための研究や技術開発の提言、提案が行われるが、海洋に関

する基礎研究は遅れており、また、海洋の変化をとらえるための海洋調査、モニタリング組織も不

完全かつ不充分であり、今後さらに充実していかなければならないことは当然であるが、同時に、

永い歴史を持つ海洋生物利用の実態を理解するとともに、過去の不幸な事例からも学び、健全な海

洋産業を育成すべきであろう．この機会に、水産分野から、我が国周辺の漁業の実態や、水産総合

研究センターの組織や研究Ｈ標、さらに海洋関連部門の研究推進方向及び最近行われた海洋研究の

成果の一端をお話ししたい．

１、世界の水産、日本の水産

全lil三界の漁業生産は総計１億２０００万トンとなっており、このうち、直接人間の食料となるも

のは約６０％程度である．国別では中国の生産の伸びが著しく、我が国は世界で３～５位を維持し

ている．不,恩議なことに、世界の漁業生産は何度か限界説が出されてきたが、その度に生産量を伸

ばしてきていて、真の限界は不明確である．また、最近の特徴として養殖生産が伸びており、中国

の増産の８０％以上が増養殖生産である．このような状況の中で、長い間、養殖生産を抑制してき

た米国も養殖生産を伸ばしている．世界の海には、ハダカイワシ、オキアミ等充分に利用されてい
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ない「未利用資源」が推定３～５億トンあるといわれており、今後の養殖の伸びと、それに伴う飼

料原料の逼迫によっては、未利用資源が進むと考えられている．

世界の易魚獲統計
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我が国の漁業生産は、遠洋漁業の停滞、マイワシ資源の減退などから、近年は、１９８５～６年

の１２００万トンをピークに、近年は、５５０～６００万トンと半減している．しかし、遠洋漁業

は、世界の２００海里体制に伴うものであり、また、マイワシについても大変動する－魚種の影響

であり、これらを除くと、沿岸、沖合の総漁獲量は５００万トン前後と長期間安定している．停滞

しているとされる養殖についても、現在の養殖種それぞれ、ほぼ安定的生産が続いており、さらに

飛躍するために新たな発想、新たな技術開発が必要であろう．

うり【

ｑ【】【

鶴;i1i1i1i1iiliilii篝1篝1薑！
DＣ 醒詞499志驍q蕊

加点

｡

ＤＣ

1９８５1９６０１９６５ Ｖ９７５ １９９５２００３Ｖｅａ『

轟く皿】,むくや２．．八ｉｌｎｕ(１１急ｍ１ｉ認ｋＬ､錦〔〕ｒｌさ塒ｌｗｒｙＭ】Ａｌ八K1uAR⑨ＵＭｍにＰパリ<１１１亡ljKw1｡｡、N1illi釧庇’（>ｒ・AgriKZllllw､⑭、ｌ･〔”〈？Ｈ１ハメ；』,､`ｉ｝すＭｗｒｉごＰｂヴ ー

我が国の 養殖生産量

１
１
１

一
○
○
○
戸
×

４００

DC

ｊＯ（

一◆－海面養殖

㈱内水面養殖

０

0

0

１９７５１９８０１９８５ １９９０

年

1９９５２０００２００５

－４９－

Yamazaki
画像

Yamazaki
画像



我_が二国の魚_種別養殖生産量（海面）
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２、独立行政法人水産総合研究センターの紹介と研究開発の方向

水産総合研究センターは、他の研究独

沿寶鬘立行政法人と同様に、平成１３年４月１

日、それまで水産庁傘下の九国立水産研

究所を統合し一法人として発足した．水2001.4.1水産庁研究所を統合し新たな組織
（独立行政法人水産総合研究センター)として設立。

産研究所は、現東京海洋大学の前身の東

京水産大学とルーツは同様で明１台時代の2003｣０．１認可法人海洋水産資源開発センター及び
社団法人日本栽培漁業協会の業務を継承。

水産伝習所であり、百数十年の歴史を持

つ.独立行政法人発足以来、平成１５年2006.41独立行政法人さけます資源管理センターの業務を
引き継ぎ，日本の水産に関する総合的な研究開発機関

に、認可法人「海洋水産資源開発センタとしての体制を整備。

－｣、社団法人「日本栽培漁業協会」を
組織'二つし$て

統合し、さらに、平成１８年４月より独

立行政法人「さけます資源管理センター」

も統合し現在に至っている．組織構造は、

理事長以下役職員で構成される本部と旧

九国立水産研究所、三センターから成つ

りiihlll1il’ており、職員数１０１０名である．

独立行政法人木像総合研究センター組職概要（平成18年４月）
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平成１８年～２２年の第Ⅱ期中期計画においては、１、水産物の安定供給確保２、水産業の健

全な発展と安全・安心な水産物供給３，研究開発の基盤となる基礎的、先導的研究開発及びモニ

タリングの三本柱から成る．
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水産総合研究センターにおける研究開発課題の大多数は広義の「海洋開発研究」に関連するが、

海洋研究に限定するとかなり特徴的である．水産総合研究センターの海洋研究の特徴は、漁業資源

や水産増養殖分野と連携・協力し、水産業に貢献することに尽きる．具体的な課題としては、

ｌ、水産資源の持続的利用のための研究開発として、主要水産資源の変動要因の解明、資源動向予

測、資源評価の高度化等．２，水産生物の生育環境の管理・保全技術の開発として沿岸生態系の保

全・修復技術の開発、外来生物を含む有毒・有害な生物や物質の生態への影響の評価手法、管理技

術の開発、生態系における有害物質等の動態解明と影響評価手法の高度化等．３，研究開発の基盤

となる基礎的・先導的研究開発及びモニタリングに取り組んでいる．また、直轄調査船十隻や用船

その他を駆使して得た現場観測データに裏打ちされたモデル研究も重点課題の一つである．

〒現場観測 夕に裏打ちされたモデル研究の進展

l…
調査船等を用いた現場での観測データは、沿岸各県と共同で行っており、これらのデータを漁海

況予報や大型クラゲの来遊予狽'|、タンカー等の事故の際の被害予測等に活用している．

２００５年度に水産総合研究センターで実施

した調査船調査の調査点
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１６日時点での大型クラゲ目撃情報マップ。左図で示した９月１８日の予測分
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３、最近の海洋研究例の紹介

平成１２年にスタートし、本年度（平成］８年度）をもって終了する農林水産技術会議プロジ

ェクト「海洋生物資源の変動要因の解明と高精度変動予測技術の開発」では「深層生態系・生物資

源の解明及び表層との相互作用の解明」「海洋環境が浮魚類の生態に及ぼす影響の解明と資源変動予

測」を二大テーマとし、生態モニタリング技術の開発を含みながら多数の研究者を動員し研究開発

を行い多くの成果を挙げている．最終的な報告は本年度末に行われる予定となっているが、今回は

「深層生態系・生物資源の解明及び表層との相互作用の解明」の成果の一端を報告する．

本研究の対象は、中深層（水深Ｏ～１５００ｍ程度）の生態系で通常水深２５０～３００ｍ以

下では光合成が行われていないため表層から輸送される生物・有機物に依存した生態系となってお

り、主役はカイアシ類を中心とする動物プランクトンとなる．これらの研究を通じて、１、北太平

洋域においては、炭酸ガスの深海輸送・貯蔵にカイアシ類だけでも年間５億９千万トンの貢献と積

算され、これは我が国の総炭酸ガスの４６％に相当する．また、マイクロネクトンのうちハダカイ

ワシの生物量は約１億トンと推定され、世界の総漁獲量に匹敵する．なた、ハダカイワシ類は日周

鉛直移動を行うものと行わないものとを含む．ハダカイワシ類の種による摂餌生態や日間摂餌量を

推定することが可能となり、中深層における生物による炭素循環の概要が明らかになりつつある．

鰯
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これらの基礎的研究成果を蓄積することにより、我が国沿岸及び北太平洋域の海洋の「生産力｣、

｢地球環境保全機能｣、「漁業資源の変動機構」等を把握することが可能となろう.
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おわりに

皆から、世界中で、海水を用いた製塩業が営まれているが、最近、日本の各地で、いわゆる「深

晒水」が揚水され、盛んに利用され始めた．このことは、これからの海洋産業を考える際に重要な

手掛かりを提示している．まず、海水を揚水し、海水そのものを利用する権利は誰にあるのか．お

そらく、海水は空気と同様、無生物、従って、国士に所属するものとしてに利用できる資源ではあ

るが基本的には国が管轄すべき「国有財産」ではないか．それ故、空気と同様、国民が健全な生活

を営むために必要な「質」を保全する責任は基本的には国の責任となろう．海水そのものを資源と

してそのまま利用する「深層水産業」の出現によって、場合によっては数十年、数百年後に利用さ

れる将来の「深層水」の「質」に係る現在の行為をどのように規制するのか．また、そのことは、

'１１内にとどまらず、沿岸各国にも関係することで、それらは、どのように扱うのか．

海洋生物資源に関しては、産卵域、生育域、漁場等が全て－カ国の２ｏｏ海Lfl内で完結する魚種

は少なく、多くの魚種では、数カ国のＥＥＺと公海とを跨いで分布する．このような魚種の扱いにつ

いて国連海洋法では関係する国の話し合いに委ねるとしている．

また、一国内における海洋資源の開発に際しても度々既存の海洋産業とこれから開発を行う産業

との間で軋礫が生ずることがある．例えば漁業と架橋工事、発電所等の冷却水取水、港湾等臨海構

築物建設、工業廃水、臨海部埋立等、多くの紛争が生じている．漁業と他産業界との利害が相反す

ることもあるが多くの場合、永い歴史を持つ漁業に対する無理解がその原因と考えられることも多

々見られる．例えば、本州・lIl国連絡橋の橋脚建設の際、橋脚に利用する海底面はわずかなもので

あるが、その海底面上の海では実に二十数種類もの漁業が季節毎に営まれていたことをまず理解す

べきである．海洋産業の健全な発展のためには、同じ海洋に展開される海洋産業全体をお互いに理

解することが何よりもまず重要なことと考える．特に新たな海洋利用を考える際には、その利用に

よる多様な影響を充分考慮すべきであろう．何といっても海は一つなのだから．
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船舶・海洋構造物の新たな挑戦

一海洋利用技術のありかた－

鈴木英之

東京大学大学院工学系研究科環境海洋工学専攻

1.はじめに

海洋はわが国のエネルギー・食料・水・鉱物等の様々な↓恩恵をもたらすとともに、これらの

自給率の向上、資源安全保障への貢献、さらには、持続的社会を実現に関して大きな役害'|を担

う存在である。この点はこれまでも繰り返し指摘されてきた点である。海洋への取組みは多方

面に関係するため、従来のわが国の省庁の体制の中にあっては総合的な政策を実施することは

なかなか難しかった。平成17から18年はこの観点から見て大きな動きがあった年である。一つ

は海洋基本法の制定に向けて大きな動きがあったことである。海洋基本法が制定されれば、政

府の一元的総合的な海洋政策の実施を可能とする枠組みが整備されることになる。もう一つは

技術に関して第３期科学技術基本計画において海洋への取組みが充実されたことである｡今後は、

わが国の排他的経済水域（EEZ）に限らずに海洋を良く知り、わが国の排他的経済水域から得

られる資源などの’恩恵を環境と調和した形で賢く利用し、さらに持続的社会の実現のために保

全を図ってゆく必要がある。また、技術の観点からは、これらの取り組みを実現するための技

術と産業を創出することが必要である。

２．第３期科学技術基本計画

内閣府に設置された総合科学技術会議の答申を踏まえて第３期科学技術基本計画（平成18～

22年）が平成18年３月２８日に閣議決定された。第２期基本計画において、国家的・社会的課題に

重点的に資源を配するとされ､第３期においてもこの方針が踏襲されることとされた｡その結果、

ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジ－．材料の「重点推進4分野」に加え、エ

ネルギー、ものづくり技術、社会基盤、フロンティアの「推進4分野」が国の存立にとって基盤

的な分野とされ、国として取り組みが必要とされた。「分野別推進戦略」において、海洋はフロ

ンティア分野において宇宙と並んで位置づけられた｡第２期基本計画においても海洋はフロンテ

ィアに位置づけられていたが深海地球ドリリング計画等の海洋観測や観測技術の開発、地球環

境変動を解明・予測するためのシミュレーション技術の開発等、サイエンス分野に大きな重点

を置いたものとなっており、国民生活の向上や経済社会への貢献に関する取組みは＋分ではな

かった。

２．１海洋技術フォーラム［ｌ］

このような点に問題意識をもち､海洋がどのくらいの産業を生み出すポテンシャルがあるか、

国民生活の向上にどれだけ貢献できるポテンシャルを有するかを、東京大学工学系研究科環境
海洋工学専攻内の教員有志により「海洋Ｘ兆円産業の倉Ｉ出のために－海洋工学からの提言一」

という試算を行うことからスタートし、関係方面に声をかけて海洋技術フォーラムを組織し、

総合科学技術会議における第３期基本計画の策定に向けて働きを行った結果､第３期科学技術基
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本計画の策定に一定の貢献ができた。さらに、海洋立国に向けて食料、資源・エネルギー等を

含む海洋政策全般に関して、広い視野と長期的な我が国の国益に基づいた効果的な意思決定を

行うことのできる一元的な総合的海洋政策の実施の必要性を訴えるなど、講演会や関係諸団体

と連携して海洋基本法の制定に一定の貢献ができたと考えている。

第３期科学技術基本計画の中では、海洋を我が国の存立基盤、産業国際競争力の源泉を担う重

要な分野として位置づけ、海洋の技術開発の方向性を以下のように提案している。

①海洋資源利用による、我が国の食糧、資源・エネルギーの供給基盤の強化

②海洋資源利用、沿岸防災、我が国の基盤を支える海上輸送の安全確保等に資する

ための海洋観狽１強化等、地球環境理解による安全・安心の確保

③持続的な開発を進めるための環境との共生、海の再生・創造、環境負荷の少ない

効率的かつ安全な海上輸送システム等、海洋活動の効率的環境調和

２．２分野別推進戦略

「分野別推進戦略」のフロンティア分野に関する部分では、海洋における主な動向、情勢の

変化について分析を加え、第２期で重点が置かれた探査・観測に加えて、わが国が主権的権利

を有する排他的経済水域の確定､資源の探査･開発、防災に対する要請などの高まりを指摘し、

海洋における利用を重視した取組が求められている。また、海洋資源、海洋空間の利用に関し

て、食料、資源・エネルギー基盤の強化、新産業の創出の面からの研究開発が求められている

と分析している。例としてＣＯ２の海洋貯留等の地球環境諸問題の解決に寄与する可能性も指摘

されている。また、この分野の技術開発は、我が国の安全保障、海洋権益の確保にもつながる

ものであり、センシング、海中情報伝達、外洋上プラットフォーム技術等の要素技術とこれら

が融合した分野横断的な先端的研究開発の必要`性も指摘している。その結果、海洋分野の重要

な研究開発課題として次の７課題が選定された。

①深海・深海底探査技術、②海洋生物資源利用技術、③海洋環境観測・予測技術、

④海洋利用技術、⑤海洋環境保全技術、⑥地球内部構造解明研究、

⑦海底地震・津波防災技術

具体的には、社会・国民に対してもたらされる成果に着目して重要な研究開発課題と目標を一

覧表としてまとめている[２]。さらにフロンティア分野の戦略理念として、海洋分野について

は「海洋利用のフロンティアをきり拓く」を掲げ、「戦略重点科学技術」をつぎのように上げて

いる。

①次世代海洋探査技術

日本の技術的優位性を活かし、世界に先駆けて海中・海底・海底下を日由に調査・探索

する次世代システムを構築し、海洋の未利用・未発見の鉱物資源、エネルギー資源等の探

査を行うとともに、地震発生帯等における広範で精密な探査手段を確保するため、「ちき

ゅう」による世界最高の深海底ライザー掘削技術の開発」の研究開発を推進する。

②外洋上プラットフォーム技術

海洋に賦存する膨大な未活用資源及び海洋空間有効利用の基盤技術として、「洋上プラ
ットフォームの研究開発」以下の研究開発を推進する。

－５７－



３．海洋基本法

海洋に関する政策の一元化を図り、海洋政策を総合的に推進するための基本的枠組みとして

「海洋基本法案」の制定に向けた大きな動きがある。与党案では、政府は海洋基本計画を策定

するとともに、わが国の排他的経済水域の開発や日本海域の安全保障などを定める。さらに海

洋政策担当ｷ１１を任命するとともに、内閣府に「総合海洋政策会議」を設置する海洋政策強化が

内容となっている。基本法において「海洋基本計画」の策定を国に義務付け、（１）排他的経済

水域（EEZ)、大陸棚の開発や管理、（２）日本海域の安全保障と海上での安全確保、（３）環境

保全や海洋産業の育成一などを嘘り込み、５年ごとに見直するというものである。

４．海洋利用技術のありかた

海洋に関するわが国の取り組みの課題であったと考えられていたものに前進が見られた。

万で、海洋技術についても、その内容や産業のとの関係において検討すべきことが多い。

４．１日本の海洋利用技術の|嵩かれた環境

わが国はほとんど石油を産川しないため、海洋技術の牽引力となる海洋石油開発の上流部門

を持たず、海洋技術の揺りかごとなる海洋石油開発産業が脆弱である。これまで、石油開発用

の海洋構造物については設計のための解析技術について研究開発が行われたが、システム全体

のコンセプトの提案が弱く、海洋構造物で独自開発のものはほとんど無かった。比較的強いの

は解析技術や機器などの要素技術であった。

船舶・海洋構造物の観点からプラットフォーム技術について見てみると図１に示すように、

過去多数の研究や提案が行われており、様々な形式のものが実現されている。動揺特性や強度

特性の改:箒についても、応蓉を支配するパラメータである、質量、減衰、復原性、外力の観点

から、共振回避、減衰増鹸、波力の低減など様々な工夫がなされており、技術自体については

基本的な取り組みについては'一分に検討がなされている。今後必要なことは、わが国固有のニ

ーズ、すなわちＥＥＺを調査・探査し、恩恵を享受し、守ってゆくという一連の基本的な活動

を継続的に実施するというニーズに対して、集中した技術開発を通じて実現しようとする機能

との関係において特徴があり世界に通用する独自技術を開発し育ててゆくことである。メガフ

ロートは、まだ実現に至ってないが、わが国固有のニーズに基づいた技術開発であり、世界を

リードし、注目を集めた。

一方で、過去のわが国の技術開発の蓄積についてもこれを宝として継承してゆくことが必要

である。例えば、わが国で基本コンセプトが開発されたプラットフォームがブラジルで実現化

に向けた検討が行われていることが注目される。ブラジルは2005年末に石油の自給自足体制に

入っている。現在石油の70％はdeepとultra-deepwaterから生産している。ここで、大水深と
は500ｍ以深（deepwater＞500ｍ)を超大水深は1500ｍ以深(ultra-deepwater＞1500ｍ)を指
している。水深3000ｍでさらに新しい発見があり、次期超大水深技術開発プロジェクト

PROCAP3000を2000年スタートしている。この中でプラットフォームコンセプトとして図２

に示すモノコラム型の浮体が取り上げられているが、これはかつてわが国において開発された

形式である。わが国の要素技術を海洋石油開発の場に生かすチャンスは常にあると見るべきで、

わが国固有のニーズに答える取組みも含めて、小規模、少人数でも継続的に取り組む体制を構

築して堅持する必要がある。

－５８－



海洋構造物の基本形
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４２オフが国固有のニーズ

人類の抱える問題は、経済発展と地球環境、食糧・資源・ネルギーが相互に複雑に関係して
牝み出されるもので、一般にトリレンマと呼ばれている。海洋はこれらの問題の解決に寄与で
きる存在であり。わが国のEEZにおいてこれらの問題の解決するための基本的な活動は､知る、
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利用する、守るという内容に分類でき、これらを通じて国民生活の向上や経済社会への貢献が

期待される。この内容を分類し、近い将来わが国において実現を図って行くことが望まれる分

野は､海洋技術フォーラムにおいて提案された項目に､基づいて次のようなものが掲げられる。

①食糧、資源・エネルギーの供給基盤の強化

１）持続可能な大規模沖合養殖、海洋深層水を用いた生物資源生産

２）海洋バイオマスエネルギー生産。海藻から液体燃料生産

３)海洋エネルギーの効率的利用技術と洋上エネルギー基地の開発

４)大水深海域および氷海域の石油・ガス・メタンハイドレートなどエネルギー資源開発

と鉱物資源開発、これらの生産・貯蔵・運搬システム技術の開発

②地球環境理解による安全・安心の確保

５)地球温暖化防止のための二酸化炭素海洋隔離技術システムの開発

６)洋上エネルギー備蓄・流通・生産基地の構築と管理に関わる総合的技術開発

７)海底から表層、ＥＥＺから全球、統合的観測システムの開発

８)海洋開発・海上航行・沿岸防災のためのハザードマップ開発

③海洋活動の効率的環境調和

９)海域生態系の機能回復と汚染浄化・修復エンジニアリングの開発

１o)海洋／海事産業の循環型化による環境調和

１１)高速・省エネルギー・高度情報化された、海上物流システムの開発

１２)安心・安全な海上輸送・交通システムの開発一ヒューマンファクター、海賊、テ

ロ等のリスクの低減一

４．３海洋利用技術の開発課題

海洋における技術を考えるとき、良く聞かれる質問は、ｌ）コストが高いのでは、２）寿命

が短いのでは、３）実績はあるのか、というものである。大規模な構造物や技術は一般にリス

クを嫌うriskavertingであると言われている。つまり、大型技術になるほど実験にかかるコス
トが巨額になり、内容や期間などの点で実験が限定的になり、安全'性や機能`性が十分に試され

る機会が少ないまま実用に供せざるを得なくなる。自動車や家電製品のように衝突実験や落下

試験などを繰り返し多数実施したうえで実用に供するということは難しい。そのため、採用す

る側も大型技術の採用に当たって､無数の実験に代わるものとして実績を要求するようになる。

実績を有することによってwellprovenな技術と認められることになる。大型技術ほど新規性を
排除する傾向は強いので、小型規模なものから徐々に実績を積み重ねて大型化を図るという手

||頂を踏むことが必要になる。海洋における大型技術開発においても、宇宙開発や原子力のよう

に、国の政策の下に、実験機、実証機、商業機といった手||頃を踏んで技術開発と実績作りをプ

ログラムとして実行する仕組み作りが必要と考えられる。

これらを別の観点から見るといわゆる技術の「死の谷問題」と見ることができる。基礎研究に

成功しても、最終製品に結びつけることができずに埋もれてしまうという問題である。海洋利

用技術については、不可能なことを可能とすることと、可能ではあるがコストが高く事業に結

び付けられないものとがあり、後者について検討すべきことが多い。今後検討に値すると思わ

れる技術と関連事項について紹介する。

（１）多目的技術試験船

わが国には残念ながら海洋石油産業が無いため、技術開発の効率が悪い。これまでの研究開発
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でも、要素技術は開発するものの、これらを組み立てた総合的なシステムとしての試験までい

たらないことが多い。システムとして実際に稼動させることにより得られる知見や経験は大変

大きく、貴重であり、要素技術の開発で終わってしまうのは大変もったいない。そこで、実海

域において開発した技術の総合的試験を効率よく行うための､多目的技術試験船を提案したい。

ムーンプールを有し、長大管を組み立て吊り下げる機能を有し、さらに様々な機器の曳航機能

があれば、メタンハイドレート開発、深海鉱物資源、ＣＯ２海洋隔離、深層水利用などの実海域

試験を容易に実施できるようになる。

（２）位置保持技術

日本周辺の水深分布を見ると、図３に示されるように沿岸から５０kｍ離れると水深は数百ｍ

となる。また、図４の日本周辺の海流、図５の台風経路を見ると分かるように海象条件には厳

しいものがあり、このような条件下でプラットフォームの位置保持を行うことは技術的にも高

度であり、コスト増加の要因ともなる。大水深、高流速域に適用できる長寿命、低コストの位

置保持法を開発することは、海洋の再生エネルギー開発、資源開発の経済的成立｣性を大幅に改

善し、開発の可能性を大きく拡大するために必要となる技術である。

大水深における位置保持技術については、海洋石油の分野において大水深係留技術の開発が

進められており、現在水深3000ｍが開発目標となっている。わが国のＥＥＺ内における再生可能

エネルギー開発やメタンハイドレート開発に関して必要な技術である。たとえば、黒潮中にお

ける海流発電を目標とする場合、水深5000m、流速2m/ｓの海洋中において、発電プラットフォ

ームを位置保持する技術の開発が必要である。

一方、広く位置保持技術を展望すると位置保持技術に関するニーズは、図６に示すように水

深に関しては１０ｍ程度の浅海から5000ｍの深海、位置保持精度に関しては数ｍから場合によっ

ては100kｍ程度の精度まで許容できる。また、再生可能エネルギー開発に関しては経済`性向上

の観点から位置保持システムの長寿命化と低コスト化の必要,性がある。

（３）長寿命化「１００年プラットフォーム」

海洋の自然エネルギーの開発では、浮体の寿命を飛躍的に伸ばすことにより、事業』性を大幅

に向上させることが可能となる｡海洋の自然エネルギーの資源量は膨大であるが集積度は低く、

海洋の厳しい自然環境も経済的に回収するには不利な条件となる。そこで、経済'性とEnergy

ProfitRatio（EPR）を飛躍的に向上させることが必要で、事業'性の向上策として長寿命化が考

えられる。稼動に伴って毎年発生するコストが大きい場合は、ライフサイクルを通じて、プラ

ットフォームなど初期コストは相対的に小さくなるので、この場合は効果が小さいが、再生可

能エネルギー開発など、初期コストの占める害'|合が大きな開発においては効果が期待できる。

試算をしてみると耐用年数を２０年から１００年に伸ばした場合でも必要強度は２０％増程度

にとどまるので、使用材料の増加はわずかで済む。材料や防食技術の面で、たとえばステンレ

スクラッド材の採用などにより飛躍的に寿命が延びれば、十分達成可能な目標である。長寿命

化によるコスト上昇を２０％程度に抑えることは十分可能で、これにより１年当たりのコストは

大幅に改善される可能性がある。ＣＯ２排出の観点からも効果は大きい。初期コストに占める浮

体の害'|合が大きい場合や毎年運用や維持・保守にかかるコストが小さな場合に信頼'性・安全'性

両面での技術開発と併せて１００年浮体の効果は大きい。

他分野の取組みとして建築の分野の取り組みが参考になる。わが国のＣＯ２排出量の1/3が建築

関連のものであることから、気候変動枠組条約京都会議（ＣＯP3）に呼応して、1997年12月に

Ｕ本建築学会声明「新築建物でＬＣＣ0230％削減、耐用年数3倍延伸を目指すべき」とされてい
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る［３］，また、建築関連５団体（'三１本建築学会、日本建築士会連合会、日本建築士事務所連合

会、日本建築家協会、建築業協会）が共同で2000年６月に「地球環境・建築憲章」を制定し、持

続可能な循環型社会の実現に向けて、長寿命、自然共生、省エネルギー、省資源・循環、継承

`性を内容とした取り組みを宣言した[４]。さらに、２００３年５月には日本建築学会から「－持続

可能な社会に向けた－良好な建築物による社会ストック形成のための提言」が出され、この

中で建築の持つ価値について、本来の利便`性・快適`性、建築空間、歴史・文化性の面に触れつ

つ、世代を超えて百年はもとより数百年使い続けられるという従来の価値に加えて、このこと

は持続可能な社会において、建築物の本来あるべき姿に加えて重要であることを指摘している

[５]･

海洋構造物は経済活動の中に位置づけられるべきものであり、おのずと歴史・文化の占める

害'1合は建築物とは異なるが、問題意識として参考にすべきことは多い。これらの観点から様々

な機能を搭載するプラットフォームに求められるものとしてつぎのような項目は検討の価値が

あると考えられる。
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位置保持精度
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保持

置保持風力、潮流発電

沖合い養殖
③大水深位置保持

④高流速位置保持

海流発電

深海底鉱物資源

ﾒﾀﾝﾊｲﾄﾞﾚｰﾄ開発

〃ＩＬフセ宅

海底鉱物資源

ﾝﾊｲﾄﾞﾚｰﾄ開発
EEZ風力発電

図６位置保持技術に関するニーズ

４注目される開発分野

Iに上げた技術は、要素技術であって、

４．

４３に上げた技術は、要素技術であって、実際に開発の中に生かされて初めて真価を発揮する

ものである。実際の開発として著者が特に注目するのは一つはエネルギー分野と深海底資源開

発である。

（１）海洋エネルギー開発（風力と潮流・海流）

環境への負荷を最小限にしつつ日本が持続的社会を構築するためには、再生可能エネルギー

の開発の必要性は国民全体の同意するところである。その観点から、近い将来有望な技術とし

て日本周辺における再生可能エネルギーの開発があると考えられる。陸上資源の再生可能エネ
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ルギーについては国士面積にも関連して資源量は限られるが、海洋には無尽蔵といえる多量の

資源があり、近い将来利用可能な'三１本沿岸のエネルギーに限っても、日本の一次エネルギーの

大きな部分を供給する能力を持っている。

洋上において大規模に再生可能エネルギーを開発するためには、経済活動としての事業`性と

高いEnergyProfitRatio（ＥＰＲ）が求められる。このことはライフサイクルでの低コスト化、
低環境負荷も意味している。洋上風力エネルギー開発について見てみると、陸上に比べて、プ

ラットフォームと係留が新たにコストとして加わることになる。プラットフォームについては

建造コストがかかるが、陸上に比べて設置コストは同等で済む可能'性があり、工夫次第で競争

力が出てくるものと考えられる。コスト要因であるプラットフォームと係留については、要素

技術の開発が大きな意味を持つ。このことは潮流・海流についても同じである。潮流・海流エ

ネルギーは条件の良いところでは、風力よりエネルギー密度が高く、また変動も規則的で風よ

り条件が良い。

（２）深海底鉱物資源

銅をはじめとする金属の価格が高騰している。これはいわゆるBRICsの経済発展により需給

が逼迫しつつあることの反映である。深海底鉱物資源はかつて冷戦の繰り広げられていた時期

に安全保障上の観点から危機感を持ったアメリカの主導でマンガン団塊開発の技術開発が行わ

れたが、冷戦の終了と法国連海洋法条約の発効（1994年11月１６日）、国際海底機構（機構）の

発足により勢いを失った経緯がある。ところが、現在の鉱物資源をめぐる状況は深海底鉱物資

源に新たな可能性をもたらしている。

すでにNautilus社は1997年にパプアニューギニア沖鉱区を取得し、2009年までに深海底から

の商業生産を目指して活動を始めている。わが国も伊豆・小笠原弧や沖縄トラフ熱水鉱床を持

っており、EEZ内にコバルトリッチクラストを有する海山を持っている。黒鉱型熱水鉱床の存在

する水深は水深1300～1700mであり、コバルトリッチクラストの存在する水深は水深800～2500ｍ

である。マンガン団塊よりは水深は浅い。また、石油開発は既に水深3000ｍから石油を生産す

る技術開発に向かっており、マンガン団塊野の開発をL|指して開発を行っていたときに比べて

必要な技術は格段に入手しやすい状況にある。多目的技術試験船や長寿命プラットフォーム技

術は事業化に向けて有効であると考えられる。

５．海洋産業育成の課題

海洋技術は、石油産業において大規模に開発と実用が行われている。わが国には国内でほと

んど石油を産出しないので、このような基盤が無い。そのため、新たに海洋資源開発などのた

めにシステムを展開する場合ほとんどゼロベースで立ち上げないといけないことになり、多く

の場合コスト高につながり、実用への道が遠いまま開発が終了してしまい、システムの完成に

至らずに要素技術の開発で終わってしまうことがしばしば見られた。わが国の産業は基本的に

は強固な基盤を有しており、海洋においても要素技術については強いものがあるが、システム

開発については弱い。また、これでまでの取組みは造船重工業が多くを担当してきた。海洋産

業は基本的に多品種少量生産の産業であり、多様な技術ニーズに答えるため、多くの技術者を

必要とする。一方、現在の造船業は少品種多量生産により、生産効率を上げて国際競争に勝つ

ことを指向している。造船業としては、受注の谷間を埋める船種の－－種として海洋構造物を見

ている。海洋については継続的にコミットし、ビジネスの動向、ルールの動向をウォッチして

いる必要があり、基本的に現在の造船業のビジネスのやり方、考え方に合わない。

これまで､海洋構造物の建造では、空白期間を置いて不'慣れなまま取り組み､新しいルール、
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新技術への対応に苦労するということが多い。また、技術的に問題なく仕上げても、石油ビジ

ネスの特徴である設計変更､建造の段階における手直しへの対応でコストを膨らませてしまい、

赤字を出して単発で撤退してしまうことも見られた。このため赤字体質を克服できないという

ことを繰り返してきた。この間、技術者の離散集合を繰り返し、造船業全体の技術者削減もあ

って、技術の継続的発展や継承が行えず、エンジニアリング企画力とポテンシャルの低下を招

いたと言わざるを得ない。

技術開発が実効あるためには、図７に示すように、まず、少なくとも必要最小規模の海洋産

業が国内にあり、そこに重工業が継続的に製品を供給し、その結果、重工業の事業として成立

し企業の経営判断として、技術開発を継続的に行ない…製品にその成果を生かすというサイク

ルが成立して初めて、外部事業の技術開発や研究の成果が生かされるようになる。国内の海洋

産業が脆弱な上に、造船重工業の現状を考慮すると、今必要なのは技術開発ではなく、国レベ

ルでＥＥＺの価値を実効あるものとするため、知る、利用する、守るという活動を継続的に実践

するという政策であり、その基盤となる海洋産業を育成するという目標設定である。具体的に

は海洋資源の開発、生産の目標を立て、国が産業育成に継続的にコミットするという姿勢を明

確化し、事業,性を確保することが必要である。さらに、そこに、開発された技術の受けⅢとな

り、まとまった数の技術者を保持し、実際の設計に活用し、維持発展させるとともに継承して

ゆく体制の取れる企業が必要である。

図７海洋産業と技術開発
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海洋空間活用と海洋構造物のこれからの挑戦

渡邊英一1，宇都宮智昭２，ChienMingWang3

|京都大学名誉教授（財)大阪地域研究所理事長
２京都大学大学院工学研究科社会基盤工学専攻助教授

〕国立シンガポール大学エンジニヤリングサイエンスプログラム 教授

Ｌはじめに

海洋には空間・資源・エネルギーの活用と海洋構造物の活用，環境保全，維持管理法の確立に向

けてまだまだ夢が多く残されている．我々の住んでいる地球は４６億年前，海は凡そ４３億年前に誕生

し，海面が今のレベルになったのは１０億年前だと言われている．ちなみに現在の世界の表面積は５

億’千万km2，うち海洋面積が３億６千万ｋm２（71％)，陸地面積は１億５千万ｋm２（29％）であり，

海洋には空間，鉱物・生物などの資源，エネルギーが豊富に存在していることから，その活用は世界

経済の発展や人類の繁栄にとって重要な鍵となっている［l］経済産業省は２００５年より，新エネル

ギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）との協力により「技術戦略マップ」を策定している．その目

的は新産業の創出やリーディング産業の国際競争力を強化していくために必要な重要技術を絞り込

むことである．このマップは①研究開発とその成果の提供のための施策「導入シナリオ｣，②市場ニ

ーズ，社会ニーズに答えるための「技術マップ｣，③要素技術や要求機能の向上のための時間軸を示

す「ロードマップ」の三部構成となっている．その策定分野は以下の４つ：（i)情報通信，（ii)ライフ

サイエンス，（iii)環境・エネルギー，（iv)製造産業に大別されている．このうち海洋に大きく関わる

分野としては(iii）「環境・エネルギー」があり，CO2固定化，有効利用，脱フロン対策，化学物質総

合管理，３Ｒ(ごみの発生抑制，再使用，再生利用)，エネルギーと(iv）「製造産業」のロボット，航

空機，宇宙，ナノテクノロジ－，部材，ＭＥＭＳ(微小電子機械システム)，グリーンバイオテクノロ

ジー，超伝導，人間生活がある［2]．

この様な施策は一旦提唱されたら引き続き長期的に堅持されるべきものであると考えられる．もう

20年程前になるが，平成元年に学術審議会は時の文部大臣に「学術研究振興のため－学術の新しい展

開のためのプログラムー」の建議を行い,表lのようにＡ,Ｂ,Ｃの３つのカテゴリーを挙げている［3]．
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表ｌ学術振興会による優先すべき学術研究

そして，このようなＡＢ,Ｃの各カテゴリーに対して表Zのような具体的な研究分野を推奨している．

表２学術審議会の推奨した具体的研究例

従来の建設系工学のうち土木工学の分野は構造・水理・土質・計画・環境，建築は構造・設備・環

境・計画・デザインからなっているが，船舶海洋工学などとの学際的協力により，広範な分野の建設

系・社会基盤系工学が形成される．当工学系では，表３のような重要な視点が挙げられる．

表３建設系工学の視点

視点（l）は急速に発展しているサテライト多重,情報解析技術・リモートセンシング技術を利用し

て，地球規模・地域規模での環境分析やシミュレーション解析・予測等を行うものである．視点（２）

－６７－

カテゴリ ￣ 学術テ － －マ

Ａ 中核となる先導的新学問領域創造のための独創的・革新的・先駆的学術研究推進
Ｂ 次時代の先端技術分野の創出のため，共同研究体制を整備・新技術体系の共通基盤科学技術

研究体制

Ｃ 世界的規模の要解決の研究，人類福祉の向上に格段の寄与，国際協力にて一層効率化できる

研究体制

カテゴリ ￣ 具体的研究テ －￣マ

Ａ

多細胞生物における'情報の認識・伝達機構の解析

新時代の天文学の開拓

人工制御物質系の構築と物質ならびにエネルギー変換の基礎研究

ヒト・ゲノム解析のための基礎研究

Ｂ
篝造ならびにプロセス制御による新しい高機能材料とﾃﾞﾊﾞｲｽの倉|]出

人工的システムの科学

Ｃ

生体における動的機構の解明

環境要因と疾病の発生，進展

地球環境科学の新展開

国際的・地域的相互理解のための研究

番号 視点

(1) 全地球・地域現象の観測・解析とその情報分析

(2) 空間創出・施設構築

(3) 新資源・エネルギー創出・資源循環システム

(4) 新材料応用・新技術開発

(5) 人工的システムの維持・管理・保全

(6) 防災・安全・信頼性

(7) 風土・文化・歴史・心理・景観・アメニティー・快適性

(8) 保健・衛生・環境リスク軽減

(9) 総合計画・管理・情報処理・人工知能

(１０） 交通・運輸・通信システム

(11） ヲ２究教育促進と広報活動



|±古来より，建設系工学が主として取り扱ってきた伝統的領域である．視点（3）は人類の課題の持

続的エネルギー創出に関する項目である．視点（4）はハイテク素材とか新施工法などの技術の開発

と応用に関するものであり，現時点ではナノテクが含まれる．視点（5）は施設の機能維持のための

技術開発であり，アセットマネジメントなど昨今とみに時代の注目を浴びている．視点（6）は国民

の安全性を守る重要なポイントであり，昨今の自然災害の頻発･巨大化を考えると極めて大切である．

視点（7）は人間性を尊重した，生活の質の向上，すなわち，豊かさ・美しさ・快適さの追求に関わ

るものである．視点（8）は長期的安全性である，環境保全・国民の健康を守るという極めて重要な

ものである．エネルギー確保や国民の利便性の要求とのバランスを如何に取るかが課題である．視点

（9)は総合的工学の要としてのいわゆるソフトウェアである計画･企画技術を中心とした複合科学，

例えば人工知能，リモートセンシング技術などを含むポイントである．視点（10）は交通・運輸工学

に関するものであり，ソフトからハード的なものを包含する．最後に視点（11）は建設といった狭い

範囲を越えて，工学教育研究の総合的見地から人材確保などの戦略を考えるものである．

上記の各カテゴリーに対応して建設系・社会基盤系工学が主体`性をもって参画できる新しい研究

のテーマが挙げられ，数多くの研究テーマが考えられる．表４はそのような具体テーマ例である．私

たちは地下20ｋｍから地上4万ｋｍ言い換えると大深度地下から，海へ，宇宙へと視点を広げるべ

きであろう．

表４建設系工学が主役の研究テーマ

４表
昨
別
別
田
川
田
川
田
川
別
Ⅲ
Ⅱ
川
口
ロ

．

西暦元年頃Vitmvius(ヴイトルヴィウス)という人物が著書''Dearcbitecturalibridecem(建設十書)"に

おいてエクメネ（世界）に対する人間の壮大な営為を述べている．この本の中で地域の中核をなすキ

ヴィタス（都市）がどのような位置を占めねばならないのかを論じ，その都市内における構築物の配

置・構造・材料・構築法などに言及し，「用｣，「強｣，「美」の原則が保持されるべきことを強調した．

architecturaは，その内容から見ても今日でいう土木・建築・材料・機械・天文など広範な事象を取

り扱っていて，建設十書よりむしろ，大技術全書と訳されるべきものといわれている．今，世の中は

「地球と人間」あるいは「うるおいと豊かさ」を標語として，美しく，豊かで，快適で，便利で，安

全で，健康で，活性のある社会への認識が高まっている．したがって，建設系工学は益々その重要性

を持ってくる訳であり，2000年前の先覚者のVitmviusの主張したあの「大技術」の思想や初代士木

学会長古市公威の総合的視点に学び,世の中の発展に柔軟に対応する視野を育むべきであろう［４５］
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カテゴリ ￣

ﾌ戸 －￣マ 名

Ｂ

Ｂｌ

Ｂ２

Ｂ３

Ｂ４

Ｂ５

Ｂ６

Ｂ７

Ｂ８

Ｂ９

ＢｌＯ

Ｂｌｌ

Ｂｌ２

ハイテク材の開発および利用技術

人工的システムの制御・維持符理法

ノ己開発空間（宇宙・海洋・大深度地下空間）

交通・運輸システム

社会基盤の安全・信頼性

新エネルギー・省資源

人工知能・通信・情報処理

リモートセンシング技術

人間一マシンの協力

人間一環境系の共存（地球的・地域的）

工学教育の促進

景観・アメニティー

Ｃ
Ｃｌ

Ｃ２

地球環境科学促進

社会基盤整備に関する国際協力



２．海洋・海底の探索［6］

我が国では，気候変動，地震発生メカニズムなどの解明を目的とする，地球深部探査船「ちきゅ

う」を活用した地球深部の観測・探査システムの開発，地球シミュレータによる気候変動や自然災害

の監視・予測・警戒システムの開発，また，日本近海の海溝型地震に対するリアルタイム観測海底ケ

ーブルネットワークシステムの開発，更には災害等による沿岸部・海上交通等の被災を軽減する目的

の防災・減災システムの開発や地球環境の保全・再生のための生物利用等の技術開発，地球温暖化防

止のためのCO2海底隔離の研究なども推奨されている．一方，海洋資源の活用も重要であり，海洋

エネルギー等の開発，例えばメタンハイドレートからのメタン抽出のための技術開発，風力・海洋温

度差，海流・潮流などを利用した海洋エネルギーの効率的な利用技術と洋上エネルギーの効率的な利

用技術と洋上エネルギー基地の開発，ならびに資源探査，海洋地殻調査等に使用できる高性能の三次

元物理探査船の建造をも提案されている．

今日では多様性に富んだ海洋施設が考えられるようになり，漁業，物流，生産，レクレーション，

生命育成，交通，エネルギー供給・備蓄，廃棄物の処理・遮蔽・再生，業務・研究・居住などの様々

な活用の展望が開かれている．アメリカ合衆国は海洋の資源・空間開発に熱心で，シアトル，ホノル

ルなど浮体構造の橋への活用も図ってきた．また，移動可能な超巨大軍事基地であるＭＯＢ（Mobile

OfY1shoreBase)の開発も海軍を中心に行われてきた．ノルウェーは３０年ほど前から北海油田の開発に

成功し，海洋構造の研究で世界をリードしており，最近ではこの海洋構造物の技術力を生かして新規

の浮体橋を建設している．

3．夢舞大橋および浮体構造物のアクティブ制御

３．１夢舞大橋

大阪市では大阪港の人工島である，夢洲（しま）と舞洲（しま）の間に浮体全長が410ｍに及ぶダ

ブルリブアーチの浮体かつ水平旋回橋である，夢舞大橋が架設された．主航路の閉鎖の際国際航路と

して大型の船舶を通過させる必要'性からいろいろと比較検討の結果，世界でも珍しい旋回式アーチ

浮体橋が架設されるに至った［7-14]、２００４年，2005年１０月の２回公開の開閉訓練を行ったが，機器

がうまく作動せず,このため旋回に必要な開閉作業ができずひんしゆくを買ったのは残念なことであ

った．何とか2005年１２月４日の訓練で開閉に成功したが，数多くの油圧装置を有するので本橋は機

械であり，維持管理は特に重要であることを肝に銘じたはずである．図１に夢舞大橋の写真を示す．

３．２日本鋼構造協会による海への展開構想

日本鋼構造協会では，特に関西地区委員会が中心となりかなり以前より海の大切さを訴え，浮体

を中心とする海洋構造物の自主研究を行ってきた．昭和６２年には「大阪湾沿岸空間調査委員会」を

横尾義員委員長の下に発足させ，平成３年にこれを完了，同時に，「ゆたかな沿岸，海洋空間を求め

て」（大阪湾沿岸空間の有効活用に関する調査研究報告書）を発刊した［１５]．さらに，これを具体的

に発展させるために平成３年より「大規模海洋施設（浮体十杭）の構築に関する調査研究委員会」を

成岡昌夫委員長の下に発足させ,平成６年には｢海の上の街づくりゆたかな海との共生をもとめて」

（大規模海洋施設（浮体十杭）の構築に関する調査研究報告書）をまとめた［16]、平成７年からは

前田幸雄委員長の下で「制御技術の可能性を探る」研究委員会が発足し，ＭｏｂｙＤｉｃｋという愛称をも

った委員会ができ平成１０年に報告がなされた［17]．
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平成７年からこの「制御技術の可能'性を探る」研究委員会を核として，海洋でオリンピックを開

催したい，移動可能な施設を作りたい，居住をも可能とする動揺の制御を研究したい，環境改善への

積極的な研究をしたいなどの意欲をもって特別研究が全国規模で着手された［18-22Jこれは日本鋼

構造協会が委託研究の形で発足させたもので,オリンピック支援を１つの視点とした海上浮体構造の

研究を行っており，短期的にはオリンピックが西暦２００８年に大阪市に誘致されたとき選手の宿泊施

設ならびにプレスセンターとして，中期的には大地震などの大災害時の救援センターとして，長期的

にはビオトープ，周辺域の海水浄化機能，廃棄物の完全処理機能，クリーンエネルギープラントを含

む環境に優しい海洋都市空間の試験的な創造を行うことを目標に掲げている．別名CleanFloat（海に

浮かぶ森の島）プロジェクトとも呼ばれた．

CIeanFloat研究委員会は３つのＷＧを核として活動した．その３つとはプロジェクトＷＧ，制御

ＷＧ，そして環境ＷＧである．検討項目は

（１）機能（短・中・長期の利用法）と意匠デザイン

（２）居住をも可能とする動揺制御

（３）内部廃棄物の解消・外部環境の浄化

に大別できる．さらに詳しく述べると浮体の機能・意匠デザイン，移動可能'性，大阪湾における海象

条件（海流の３次元流動，風特性，波浪特性）のデータ分析，浮体のアクティブコントロール，係留

システム，バイオ技術を利用した周囲海水の浄化，ゼロエミッションを前提とした排水・廃棄物処理

能力，電力・通信・上下水道などのインフラ設計などである．かくして完成した浮体は上空から見る

と中空６角形の中央浮体と，放射状に伸びる６枚の花弁状の矩形から成る（図２)．これは，いわば

生態系を保持するミニ地球を基本コンセプトとする移動可能な浮遊都市である［221

轟一一蕊践
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図２CleanFloat（海に浮かぶ森の島）：ミニ地球浮遊都市図ｌ世界初の浮体・旋回・

アーチ橋：夢舞大橋

4．宇宙太陽光発電および風力発電

実現されてはいないがＮＡＳＡにより宇宙太陽光発電(SSPS)のための海上中継基地が提言されてきた

[23]・地球環境との調和を考えた新エネルギー倉||出は次世代の最重要課題の一つであり，日本では水

力発電が主エネルギー源であったが,現在では原子力発電や火力発電が主である.火力発電では石油，

天然ガスが燃料となるが，これでは地球温暖化を免れ得ない．しかも後１０２年のオーダーの時間で枯

渇すると考えられる．次世代の有力な主エネルギーはクリーンな太陽光であり，このエネルギーの寿

命は極めて長く，太陽系の，特に，地球の余寿命の数十億年（10,年）のオーダーとなる．ＮＡＳＡに

よると，２０２０年の商業化を実現することにして，最終的には１ＧＷ(１００万ｋＷ)級のＳＳＰＳを段階的に
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実証しながら構築する予定といわれている．赤道上38000kｍのところに静止衛星としての－基５００

万ｋＷのソーラー電池を並べた太陽光発電所が建設され，この－基のサイズはｌＯｋｍｘ５ｋｍであり，

太陽光エネルギーを電気エネルギーに変換し，さらにこれをマイクロウェーブ波に変換し，地球へと

宇宙空間中を送電する．地球では１０kｍ×10kｍのマイクロウェーブ中継海上浮体基地が構築される．

この基地は日本のような海洋国家では必然的に大規模浮体構造物となり，受信のためのレクティナア

レイを満載したものとなる．そして，発電コストは１ｋＷあたり５セントから８セントの間としてい

る［23,24］図３は赤道上38,000kｍのところに静止衛星としての－基５００万ｋＷのソーラー電池を

並べた太陽光発電所（SPS）を示している．サイズは１０kｍ×５kｍであり，太陽光エネルギーを電

気エネルギーに変換し，さらにこれをマイクロウェーブ波に変換し,地球へと宇宙空間中を送電する．

地球では１０kｍ×１０kｍのマイクロウェーブ中継海上浮体基地が構築される．この基地は日本のよう

な海洋国家では必然的に大規模浮体構造物となり，図４のような，受信アンテナである，レクテイナ

アレイを満載したものとなるだろう．このような一例からも，無限の可能'性をもった大規模浮体構造

物の技術開発が渇望される．そればわれわれ建設系エンジニアの夢であり，責任である．

図３宇宙太陽光発電システム

(SpaceSolarPowerSystelm

SSPS)[25］

図４宇宙太陽光発電マイクロ

ウェーブ受信用レクティナ

アレイ海上浮体基地［23］

図Ｓ太田を中心とする研究会

による海上風力発電の構想[26］

つぎに海上風力発電の新しい研究動向を紹介したい平成１８年に九州大学の太田俊昭名誉教授は

じめ九州大学の研究者が中心となって研究会が設立された.他国のエネルギー政策に左右されない自

前の技術を確立し，活用するのが目的である．高強度の炭素繊維や，効率的風車，水素貯蔵などの最

新技術を組み合わせ，原発一基分に相当する百万キロワット級の発電を低コストで目指す．構想によ

れば図Sのように海上に巨大な風力発電所を造り，新しいエネルギーとして上に蜂の巣状に浮かべ

た六角形のコンクリート浮体(一辺３００メートル)の上に従来の２倍以上の風力を得る直径１００メー

トルの風車を設置する．送電線は使わず，得られた電力で海水を電気分解して水素を作り，その水素

を船で陸へ輸送して水素発電や燃料電池に使う．新素材の耐用年数は１００年以上とされ，発電コスト

は原発の半分以下に抑えることが可能という．また，六角形の浮体の内部を魚の養殖場にすることで

漁業補償の問題が解決できると考えている［26］．

5．自然リーフを活用したＶＬＦＳの構想

日本ではメガフロートという実証プロジェクトがフェーズＬＩＩにわたり実施された．フェーズｌ

では超大型浮体の設計・製作・長期耐用（100年超）・上載施設機能保証および環境保全を目的とし

て，実際にモデル製作・洋上接合（全部で９ユニット:300ｍｘ６０ｍ）を中心とする各種実証試験・検
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証を行った．フェーズ１１では浮体空港としての可能Ｉ性を研究するため実際に海上滑走路を製作（長

さ1,200ｍ，最大幅120ｍ）し，航空機を離着陸させる研究を行い，最適設計．建造技術の研究，空

港機能シミュレーションプログラムの開発，着陸用計器の実証試験，離着陸試験，環境影響調査等の

課題の研究を行った[27］

ＶＬＦＳを建設する場合一般に防波堤の建設は不可欠である.東京都の一部ではあるものの1700kｍ

も離れた沖ノ烏島では深海に聟え立つ海底火山の噴火口にあるサンゴ礁を対象として生産活動その

他の目的のためＶＬＰＳの設計施工を考えた．珊瑚のリーフによる砕波効果をねらったものであるが，

排他的経済水域を確保することは国の利益を守るため重要な課題と言える[28]、図６に大規模浮体施

設の概念図を示す．

図７シンガポールのマリナ湾に浮かぶ舞台の位置

LocationofFloatingPlatfbrmonthｅＭａｒｉｎａＢａｙ

図６自然リーフを活用したＶＬＦＳ

]ａｓｉｎｇＺ９１］ｍｘ６１

■、【
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図８PasirPanjangWharfでの浮体多層駐車場

ProposedFloatingMulti-StoreyＣａr-parkatthePasirPanjangWharf

6．シンガポールにおける浮体構造への新しい取り組み

最近シンガポールでは埋め立て材の輸入が困難になったこともあり，種々の浮体構造を積極的に

実施する動きが顕著となってきている．Super-LargeFloatingContainerTenninal（超巨大浮体コンテナ

ヤード)，FIoatingOilStorageFacility（浮体式石油備蓄施設）FloatingMulti-StoreyCarpark（浮体式多
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階駐車公園）FloatingPlatfiormatMarinaBay（マリナ湾に浮かぶ舞台）など意欲的なプロジェクトが

進行中である[29]・図７はその浮かぶ舞台の位置を示す．また，図８は提案されているPasirPanjang

Wharfでの浮体多層駐車場である．

7．浮体免震への取り組み

浮体が地震に対して免震'性が優れていることは既に証明されているが，最近浮体免震構造の提案

がなされている．沿岸海域においても無論可能性があるが，ここではむしろ一般の陸上建築物を対象

とした堀割構造を想定している．地下水を活用して病院，情報バックアップ基地など重要な建築物に

うまく適用ができることが実証されている．主として浮力を１００％活用する浮体式構造と，浮力は活

用するが浮力よりも自重の方が勝るパーシャルフロート式構造の２つの形式を考え,それぞれ通信施

設モデルと医療施設モデルとしてケーススタディーを行っている[30,31］図９は大山等によって提

唱されたパーシャルフロート式浮体免震構造による病院の例を示す．

乱
溌

一」一口■｛辮一》

図９大山等によるパーシャルフロート式浮体免震構造

8．海洋構造物の防食と耐久'性への取り組み

さらに，海洋における構築物はその独特の環境により腐食・劣化が陸上のものより顕著となるの

で長期的供用のため，特に鉄鋼連盟を中心とした維持・管理・防食・耐久性の研究も実用化に向かっ

ている[32,331図１０は例として,海洋構造物の鉛直方向の位置による鋼材の腐食速度の分布を示す．

ここに，同図のZonelからZonelVの各領域では異なる電気化学反応が生じる。

l

Zonelでは：豊富な溶融酸素によって次の電気化学反応が生じる：三０２＋Ｈ２０＋2e-→20H-
Zonellでは：鉄が酸化する： Ｆｅ→Ｆｅ２＋＜-〉Ｆｅ３＋

ZoneIIIでは：溶融酸素が豊富に供給されるため,MacroCathode（マクロ正極）が生成される．

ZonelVでは：溶融酸素が少ないため逆に,MacroAnode（マクロ負極）が生成される．
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図１０海洋構造物の鉛直方向の位置による鋼材の腐食速度の分布

9．あとがき

昨今，人間の価値観は驚くべき速度で多様化・多元化しているし，ハードからソフト化の傾向が

強まっている．このような情勢での２１世紀における当工学系の役害'|は極めて重要である．’情報の多

重高度化，省資源，省エネルギー，クリーンエネルギー開発に関わる技術開発，地球環境保全技術開

発，新素材・新工法・バイオテクノロジー開発等を推進し，文化・経済・学術の国際交流を活発にし

なければならない．そして，最終的な目的である，国士の均衡ある発展をはかり，人間の生活環境を

豊かにすることを目指し，「人材」・「物資」・「エネルギー」・「'情報」・「多価価値空間」倉Ｉ出に意欲を

持たねばならない．
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地球深部探査船「ちきゅう」と海洋地球科学の展望

平朝彦岡田裕

独立行政法人海洋研究開発機構地球深部探査センター

１．はじめに

２００５年７月２９日、地球深部探査船「ちきゅう」は、計画検討段階から１５年、建造契約から５年

半の歳月を経て竣工を迎えた。「ちきゅう」は、全長210ｍ、総トン数５７，０００トンで水深2,500ｍの

海域において海底下７，０００ｍまでの掘肖Ｉが可能であり、スケール、'性能の両面で科学掘削船として世

界屈指であることは勿論、石油掘削船を含めても世界最高峰の掘肖'|船である。

「ちきゅう」は、地球深部の調査・解析を通じて地震や火山活動、地殻変動等地球全体の営みを解

明しようとする海洋地球科学を国際的に促進する目的で２００３年に設立された統合国際深海掘削計画

（IＯＤＰ）のフレームの中で、運用されることとなっている。「ちきゅう」の運用によって、海溝型巨

大地震の発生メカニズム、地球環境変動等の研究が飛躍的に発展し、ひいては我々の社会生活をより

豊かなものとすることが期待されている。

ここでは、地球深部探査船「ちきゅう」について、その建造経緯も含めて紹介するとともに、「ちき

ゅう」の運用を前提とした海洋科学の今後の展望について概説する。

２．地球深部探査船「ちきゅう」

2-1建造の経緯

地球の表面は大陸、海洋底を含めて十数枚の厚さ５０kｍ～100kｍのプレートで構成され、それぞれ

のプレートが移動して他のプレートの下に沈み込みあるいは衝突している。このプレートの運動によ

って、地震や火山活動、地殻変動といった地球の営みのフレームワークが説明できるとしたプレート

テクトニクスが提唱され、１９８０年代にはその大枠が確立した。プレートテクトニクスは、地球の営み

を体系化したことで２０世紀有数の科学成果と評価されたばかりでなく、地震や火山活動といった社

会生活に直接かかわりのある事象を取り扱っていることから社会的な脚光も浴びた。また、プレート

テクトニクスの確立に多大な貢献をした海洋地球科学に対しても、海溝型巨大地震の詳細な発生メカ

ニズムの解明等社会生活を支える科学としての成果が強く期待されることとなった。

このような社会環境の下で、１９９０年代初めに海洋地球科学の研究者と造船技術者が中心となり、海

洋地球科学の発展に不可欠なツールである大型で高機能な科学掘削船の建造に向けた検討が開始され

た。科学掘削船の建造・運用には多額な費用が発生することから、建造に着手するまでに多くの議論

を必要としたが、関係者のI情熱によって日本政府も建造の必要`性を認め、「ちきゅう」の建造という大

規模国家プロジェクトの推進が決定された。
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2-2「ちきゅう」の概要

「ちきゅう」の全景及び「ちきゅう」の概念図をそれぞれ図１及び図２に示す。「ちきゅう」では

モノハル船型を採用したが、これは世界中の海洋底を掘削できるように移動性（最大航海速力１１．５ノ

ット：出力３５，０００ｋＷ）と船位保持能力を確保するためである。また、電気推進方式の採用により船

外への放射雑音レベルの低減が図られており、掘削作業中における高精度な船位保持を可能としてい

る。「ちきゅう」は一度掘削作業に入ると、２４

時間体制で作業が進められるため、船員、掘削

作業員から雑用係に至るまで、すべて２交代シ

フトが組まれることになる。このため、船上に

は全ての作業について２組のグループが常駐す

ることになり、これに対応するために最大搭載

人員150人という一般船舶と較べて極めて大き

な居住スペースを有している。

図２に基づき「ちきゅう」の船上設備配置に

ついて記載する。船首部にヘリコプターが離発

着するためのヘリコプター甲板が設けられてお

り、原則として乗組員の交代はヘリコプターで

行うこととしている。ヘリコプター甲板後方の

建屋は、前面最上層が操舵室に、その下層が居

住区画となっている。建屋の後方スペースは四

層からなる巨大な研究区画となっており、掘削

により回収された地質試料の分析・解析等各種

研究業務が行われる。船体中央部には、ドリル

パイプやライザーパイプのハンドリング等掘削

作業を行うためのデリックが海面上120ｍの高

さで誉え立っている。さらに、船尾部の甲板上

はライザーパイプの格納場所となっている。

う」の全景(図１）「ちきゅ

「
』 鱗
灘

』砥：６３８

Ⅳｈｌｎｉ

(図２）「ちきゅう」の概念図

2-3掘削能力の決定

掘削船の建造に当たっては掘削能力が重要なファクターであり、掘肖'１能力が決定されると掘肖'|船の

規模や搭載する設備・装置がほとんど決まると言っても過言ではない。それでは、どのような背景で

「ちきゅう」に世界でも最高峰の掘削能力を付与したのか？

前述のとおり、１９８０年代にはプレートテクトニクスの大枠が確立し、海洋地球科学は新しい課題に

取り組み始めた。それは、地球表面の営みを扱うプレートテクトニクスに対して、地球深部までも含

めた地球全体の営みを探求しようとする試みである。主要な研究課題としては以下のものを掲げるこ

とができる。

①海溝型巨大地震の発生メカニズム

②地球内部構造

③地下生物圏と生命の起源

④メタンハイドレードと地球環境
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海溝型巨大地震は、図３に示されているように海溝でプレートが沈み込む際に、上面のプレートとの

間に生ずる摩擦によって蓄えられた歪エネルギ

ーが何らかの原因で瞬間的に解放されることに

より発生する。従って、詳細な発生メカニズム

を解明するためには、少なくとも震源の周辺に

存在する地震発生帯までの掘削が必要となる。

地震発生帯は海溝の海底深部に存在するため、

水深数千メートルの海域で６，０００ｍ～８，０００ｍ

程度の大深度掘削が不可欠となる。

また、地震波の伝播特`性等に関する研究によ

って、地球の内部は、ちょうどゆで卵のように

表面から中心へと、「地殻｣、「マントル｣、「核(コ

ア)」で構成されていることが分かっている（図

4)。しかしながら、地球全体のフレームワーク

を解明するという観点から、さらに詳細な地球

内部構造の解明が求められており、地殻を貫通

しマントルに至る掘削が期待されている。地殻

の厚さは、陸上では３０～50kｍに達するのに対

して、海洋では５～6kｍと極めて薄い。このた

め、海洋掘肖'１でマントルへ到達するのが現実的

であるが、浅海域では海洋地殻の上に厚い堆積

物の層があるため、水深の大きい大洋の海底を

掘削することとなる。

以上のような検討の結果、最大掘削深度７

(図３）海溝型地震の発生メカニズムの模式図

(図４）地球の内部構造

以上のような検討の結果、最大掘削深度7,000ｍ、最大掘肖１１水深４，０００ｍという科学サイドから

の要求`性能が取りまとめられた。一方、深海掘削に対する技術的な調査・検討も同時に進められ、「ち

きゅう」計画当時の掘肖||技術では、最大掘肖||深度７，０００ｍと最大掘削水深４，０００ｍを同時に満足する

ことが困難であるとの結論に達した。

これらの検討結果を踏まえて、「ちきゅう」の掘削能力を以下のように決定した。

第一段階（｢ちきゅう」建造時）

最大掘削深度：海底下7,000ｍ

最大掘削水深： 2,500ｍ

第二段階

「ちきゅう」の運用を通じて得られる経験も踏まえて、最大掘削水深４，０００ｍを日標とした

技術開発を実施して、「ちきゅう」の最大掘削水深を4,000ｍまで向上させる。

（2005年度より「国家基幹技術」との位置付けで、この開発に着手している）

●

●

2-4「ちきゅう」の特徴

「ちきゅう」は、水深2,500ｍの海底を海底下７，０００ｍまで掘削でき、回収した地質試料を船上で

分析・解析できる研究施設を備えた世界屈指の科学掘削船である。このため、「ちきゅう」には多くの
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最先端技術が導入されているが、代表的な技術について紹介する。

(1)ライザー掘削方式

従来の科学掘肖||船で採用されているノンライザー掘削方式では掘削深度が最大でも２，０００ｍ程度で

あり、海底卜7,000ｍの掘削に対応するために「ちきゅう」ではライザー掘肖||方式を採用した。図５

にライザー掘削方式の概念図をノンライザー掘削方式と比較して示す。「ちきゅう」のライザー掘削方

式は以下のような特徴を有している。

●ライザーと呼ばれる外径５５ｃｍのパイプによって、掘削船と海底に設置された噴出防止装置

（BOP)が繋がれ、ドリルパイプ(外径１４ｃｍ)はこの中をとおり掘肖||先端のドリルビットを回転

させる。

●船上で調合された高密度・高粘度の流体（泥水）を、船上→ドリルバイプ→ドリルビット→

掘削孔→ライザー→船上、とい

う形で循環させることによっ

て、①掘削屑（カッティングス）

を船上に運搬し、②孔内の圧力

と地圧をバランスさせて掘削

孔の崩落を防止することがで

きる。

●また、掘削中に石油やガスを含

んだ地層に遭遇した場合でも、

ＢＯＰにより海洋への暴噴を防

止することができるため、この

ような可能'性のある場所での

掘削も可能となる。

(2)高機能自動船位保持システム(DPS）

図５に示されているように、「ちきゅう」

ノンライザー掘削方式 ライザー掘削方式

(図５）ライザー掘削方式

図５に示されているように、「ちきゅう」はライザー及びドリルパイプによって海底と繋がれてお

り、「ちきゅう」が所定の場所から離れると、ライザーやドリルパイプが即座に破損し重大な事故とな

る。従って、掘削作業中にその船位及び船首方位を高い精度で保持することは、掘削船としての必須

の要件となる。「ちきゅう」では、図６に示す

ように、推力方向を３６０度変えることのできる

スラスタ（アジマススラスタ）６基と船首に装

備したサイドスラスタを制御することにより、

船位及び方位を正確に保持する高機能自動船位

保持システムが搭載されている。このシステム

は国産技術で開発されたものであり、厳しい海

象条件化でも「ちきゅう」の船位・方位を保持

し、縁の下の力持ちとして、「ちきゅう」の掘削

作業を支えている。

（図６）ちきゅうの推進装置

３．統合システム試験

海洋研究開発機構（JAMSTEC）は、「ちきゅう」の竣工以来、様々なシステム試験を実施してきた
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が、その総仕上げとして２００６年８月８日から１０月３１日の間、下北沖ではじめてのライザー掘削を

含む統合システム試験を実施した。この試験では、ライザー掘削を実施するとともに、以下の５項目

を確認することを目的とした。

●ライザーパイプ・ＢＯＰの降下と海底面への設置

●ライザーパイプ・ＢＯＰの緊急離脱機能

●ケーシングパイプ設置とセメンチング

●コア採取システム機能

●ワイヤーライン検層システム機能

統合システム試験の結果、概ねすべての機能が発揮できることが確認された。また、複数の台風の

接近や幾つかの機器に初期の不具合が発生したことにより、掘肖||作業日程は大幅に遅延したが、荒天

対応や機器故障対応等運用上貴重な経験を蓄積することができた。

なお、「ちきゅう」は統合システム試験終了後、２００７年９月から始まる科学掘削船としての本格的

な運用に備えて、運用技術の習熟を目的としたケニア沖での海外掘削に従事している。西・慰脚
以口皿弥ｊｉ
鮒
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ｎ
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４．海洋地球科学の今後の展望

科学掘削船としての「ちきゅう」の本格的な運

用が目前となり、海洋地球科学における様々な分

野で「ちきゅう」の運用を前提とした研究計画が

具体化してきている。特に、２００７年９月から「ち

きゅう」による掘削が実施されることとなってい

る南海トラフ地震発生帯掘削計画(南海掘削計画）

は、掘削地点や掘削深度の検討も最終段階を迎え

ている。

日本の周辺では図７に示すように太平洋プレー

ト、フィリピン海プレート、北米プレート、アム

ールプレート及び南海マイクロプレートの５つの

プレートが会合している。さらに、太平洋プレー

トが日本海溝で北米プレートの下に沈み込み、ま

たフィリピン海プレートが南海トラフで南海マイ

クロプレートの下に沈み込んでいるというように

日本周辺全体がプレートの沈み込み場所となって

いる。このため、三陸沖地震や南海・東南海地震

といった海溝型の巨大地震が、数十年から百数十

年の周期で繰り返し発生してきた。南海掘削計画

は海溝型巨大地震の発生メカニズムの解明を目的

としたものであり、図８に示す南海トラフにおい

て科学史上初めてプレート境界の巨大地震断層を

掘削し、その地質試料を回収する。同時に、その

周囲に図９に示すような海底長期観測ネットワー

クをめぐらし、①海底地形の変動、②海底活断層

臓
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(図７）日本周辺でのプレート会合
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や活摺曲の変異、③海底下地殻内部の応力と歪、④地震活動、等を連続的にモニタリングすることと

している。この研究は、ＩＯＤＰの枠組みの中でまさに世界中の英知を集約して実施されこととなって

おり、防災という大きな社会問題の解決に向けた貢献も大いに期待されているところである。

一方、南海トラフの巨大地震断層は、海底下６，０００ｍ程度の地球深部にあり、また該当場所の水深

は２，０００ｍ程度であり、これまでの科学掘削船では掘削不可能であった。南海掘削計画が地球深部探

査船「ちきゅう」の存在があってはじめて具現化した研究であることは、強調しても強調しすぎる事

はないと考える。現在、他の分野においても「ちきゅう」の掘削を前提とした研究計画が練り上げら

れているが、「ちきゅう」の運用よって、海洋地球科学が大きな発展を遂げることは間違いないと考え

ている。
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(図９）海底長期観測ネットワーク

最後に、「ちきゅう」の運用及び研究支援の責務を負っている海洋研究開発機構としても、これらの

研究を最大限サポートできるような取り組みを行っていく。
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肘騰２

●司会午前の部討論の司会を務めます、資源・素材学会所属で日本海洋工学会運営委員

の山崎です。よろしくお願いします。

この会場の皆様でご質問、ご意見を頂く方は挙手をして頂き、ご発言頂ければと思いま

す。このパネルの特徴はここでの意見交換や発言も合わせて後日講演集として発行し、皆

様のお手元にお届けしようと思っていますので、ディスカッションの部分も録音から文字

に起こします。ご発言の前には、所属とお名前を言って頂きたいと思います。

●葭田岩盤削工技術協会の葭田です。最後にご発表頂いた「ちきゅう」に話について、

岡田先生に質問します。世界最高級の性能を持った掘削船ですが、マントルまで到達する

と相当高熱になりますが、もちろん泥水でビットを冷やすのですが、そのビットは普通の

石油掘削で使っているトリコンビットと同じですか。

もう一つは、「ちきゅう」は電気推進という話でしたが、それを廻す動力はディーゼル

エンジンでしょうか、それともガスタービンでしょうか。この二件についてよろしくお願

いします。

●岡田電気推進の動力源はディーゼルで、中速エンジンを使っています。それと高温対

策では７，０００ｍと言っていますが、マントルを打ち抜くというところまでの高温対策を完

全に実施しているとは思っていません。今の南海トラフの掘削が終わるのが４年後くらい

になると思います。その問に政府が既に決定している国家基幹技術の枠組みの中で高温対

策も含めた大深度掘削技術についてもう一度見直したいと考えています。ただ、日本にそ

ういう意味での高温下の掘削の経験が非常に多いと聞いています。特に長岡や岩手での経

験を十分に生かしながら開発を進めたいと考えています。

●池上長崎総合科学大学の池上です。鈴木先生にお伺いします。第三期科学技術基本計

画で戦略重点課題のひとつに外洋プラットホーム技術が挙げられましたが、ここまではい

いとして、今後具体的にどう展開していくかが課題だと思います。今後どのように技術開

発を進めていくかという動きの具体的なものがあればご紹介頂きたいと思います。

もう一つは、こういったことをやるには海洋産業まで行かなければいけないのですが、

こういった技術開発を産官学が連携しあってオールジャパンで進めていかないとなかなか

うまくいかないと思います。例えば、メガフロートはそういった意味で手のかかるところ

まで行きました。実用化の面ではもう一息のところもありましたが、こういったプロジェ

クトでは非常にうまくいった例だと思います。これは産官学の連携を６年間進めた賜物で

はないかと思います。こういったメガフロートなどの取り組みも参考にして先生の考えを

お聞かせ下さい。

●鈴木最初に第三期科学技術基本計画に外洋の洋上プラットホーム技術が戦略重点科学

技術ということで上がったわけです。これは先程お話しした取り組みで、我々の方から働

きかけをして、科学技術総合会議でこういう分野が必要ではないかといって上げたもので

す。基本的には項目としては上がりましたが、予算措置をしていかなければなりません。

それをどこが引き受けてくれるかという話になって、国土交通省で対応してくれることに

なり、大きい予算ではないですがプロジェクトが動き始めることになりました。今は海上

技術安全研究所で立案し、動かし始めているという段階に来ています。

一方でそれらを産業化に結びつけていくということですが、正に池上先生が仰ったよう

にメガフロートの場合は、本当に手がかかるところまでいったのですが、あともう少しで

したがうまくいきませんでした｡その辺を見つつ今日お話したようなものを考えています。

これまでの日本の国がバックアップする技術開発も、技術開発を目的にしていて、それを

最終的に実用化に繋いで社会にどう貢献していくかまでは考えていない。バックアップし
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ないというのはちょっと取り組みが中途半端ではないかと思います。大型の科学技術プロ

ジェクトを育てていくのならば、最終的に技術を実験し実証して、商業化する、産業まで

引き渡すというところまで見通すような考えでいかないといけないのではないかと最近は

考えています。技術開発を行い、次へ繋ぐところが弱いのでそこをやってほしいと思いま

す。それは産官学でいうと国の役割が大きいと思います。

技術の性格によっては放っておけば順調に小さいものから実現していき、大きなものに

繋がるという自然と流れが繋がっていくものもありますが、メガフロートのようなものは

国がハードルを越えるところまでお尻を押してやらないといけないと思います。それが技

術開発ではなく、－号機を作るといったところまでではないかと思います。

●司会よく外国の人に話をするときに、私はいつも２番でいたい日本というのですが、

トップに立ちたくないのではないかと思っています。本質的に今まで成功した例はトップ

ではなく２番目ぐらいに付けていたとういうもので、永久に２番でいたいと思っているの

ではないかという印象があるのです。先程、鈴木先生の話の中で「死の谷」というのがあ

りましたが、日本人はそこに谷を掘って作ってしまっているのではないかという気がしま

す。鈴木先生はいかがお考えでしょうか。

●鈴木私も同じような印象を持っていて､深い谷を自分で掘っているような気がします。

もっとチャレンジングにやればいいのでしょうけれど、非常に保守的で実績を問うという

ことを渡邊先生も何回も触れましたが、それで非常に深い谷を掘っていると感じます。逆

に言うとリスクを取る人がいないということです。ちょっとチャレンジ精神が足りないと

思います。そこは我々の民族としての問題で、改善していかなければいけない問題だと思

います。

●司会ありがとうございました。渡邊先生、今の話に関連して同じような感想や、土木

関連でも同じようなことがあるということであればコメントを頂けますでしょうか。

●渡邊鈴木先生に対するご質問と、それに類する意見を紹介します。

ご存じのように、もう２０～３０年になるでしょうか、以来、昔は土木、現在は社会基盤

とか都市社会と言われる分野におきまして、社会・行政的にもいろいろな問題が派生して

来ました。所謂談合、汚職、贈収賄というものです。世論は大変重要です。それまでは結

構肯定的な世論に恵まれておりました。例えば、阪神淡路大震災後の献身的活躍などが報

道されたものです。土木技術者達は寝食を忘れ、神戸等の復興のため存在感を遺憾なく発

揮し、社会もその活躍に目を見張りました。マスコミも耐震関連の技術と研究者を大きく

取り上げました。でも、辛いものです。土木技術者という者は不幸が起こったときのみマ

スコミに登場することになっているようです。案の定・・・すぐに暗転。技術者に対する

好意的世論は急速に失速するところとなりました。汚職とか談合の疑惑が発端となり、わ

が国では反土木のキャンペーンが始まり、それが今でも続いています。「インフラなんて要

らないよ｡」と言われても何にも反駁せず、建設業界も急速に士気を失い無口となってしま

っています。周知のように、現在では、毎日のようにこれでもかこれでもかとジャーナリ

ストからの攻撃を受けています。新聞で唯一の味方は業界紙です。ところが一般紙は殆ど

批判側です。

私どもの社会基盤､都市社会の分野では､昨今維持管理が最も重要になりつつあります。

海洋構造物の場合、供用期間はまだ１００年のオーダーではないと思いますが、いずれ、移

動するよりも定着し設置する訳ですから、供用期間は１００年オーダーの話になると思いま

す。船の場合、私の父親が船乗り（機械系のエンジニア）でしたので、日頃から言ってい

たことをよく覚えています。船は－航海もてば十分だ、その後ドックに入れれば良いから

ねと。

維持管理につきましては基本的な方針は分かっているのですが、実際には並大抵の努力

では収まらないのです。日々点検する技術やアセットというか社会全体の財産の管理を如
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何に他との競合、優先順位を勘案しながら進めていくというか、こういったところで世論

に対する配慮が不可欠となります。

皆さんご存じかもしれませんが、「荒廃するアメリカ」の著者で経済学者のパット・チョ

ートという経済学者が土木学会の主催、国土交通省、道路協会の共催の形で東京へ招待さ

れ、先日来日講演されました。驚いたことは、道路とか橋のような社会基盤に関してはア

メリカの国民、マスコミの９０％以上が理解し、支持しているというのです。我が国とアメ

リカでは基本的にその点が全く違うと思いました。つまり、アメリカ合衆国では公共施設

は自分たちの国民全体の財産であるという信念です。このような公共施設は国民の共有財

産であるという理解は今のところ基本的に日本国民には全くないのです。しかし、アメリ

カ合衆国国民にはあるのです。ですから交通渋滞だって全然文句は言いません。そういう

情勢をよく考えてから根気強く国民の世論を改善していかなくてはと思います。

今の質問とはちょっと違うと思いますが、維持管理は建設の業界では今一番重要だと思

っています。如何にして肯定的な世論にバックアップされるかがポイントです。並大抵の

ことではできません。今は逆風が吹いているので、自分たちで、少なくともポジティブに

国民のために良いことを積み重ねていくしか道はありません。非常に難しい状況です。

●司会ありがとうございます。他にご意見、質問はありますか。

●前田日本大学の前田です。今の渡邊先生の議論に加わらせて頂きたいと思います。私

も海の産業が一見儲かるように説明するのは、もう無理があるのではないかと思います。

経済合理性で行くのか日本の基幹技術として儲からないけれどやるべきなのか、はっきり

させて進まないと大変なことになると思います。最初の松里先生のお話しの水産も同じだ

と思います。食糧という観点では重要だということは分かりますが、儲かるかという決し

て儲かっていないと思います。これは農林水産省の行政で、農業もそうですが林業はもっ

とひどいです。しかし国として絶対必要なことは間違いありません。であれば税金を投入

してやっても結構だと思います。私のイメージにあるのは、防衛庁は５兆円の税金を使っ

ています。これはもったいなくて、この話になると皆さんこれは関係ないと避けてしまい

ます。この５兆円を有効利用すればいいと思います。それはお金の面でもそうですが、人

的資源でもそうです。

渡邊先生はロジスティックス、維持管理が非常に重要だと仰いましたが、それは正にそ

の通りで、それがまたものすごく金を喰うわけです。水産庁グループでも船を１０隻持っ

ていますが、これを動かすのに１７０名で動かしています。ＪＡＭＳTECも船を８隻持ってい

ますが、それも限られた数で動かしています。運行させようとすると大変なことになりま

す。かつて東京大学海洋研究所では白鳳丸や淡青丸といった船を２隻持っていましたが、

５０人の職員で動かすとなると、どんなにがんばっても１年間に１５０日以上の運行は無理

なのです。白鳳丸には１００億円を投じたのですが、それだけしか使えません。経済合理'性

からいえば極めてもったいないのです。もっと有効に１００億円の税金を投入したのならば

そのお金を有効に使うのならば、人を廻してでも派遣でも、ちゃんと制度も考えてやった

ら有効利用出来るのです。そこまで踏み込んでやらないとならないとならないのに、その

辺は触らないのです。ですから官庁船はどこでもものすごく困っているはずです。三交代

'性でやろうとすると、船長がいて次席船長、三席船長がいてという配置ですが、白鳳丸で

も船長、一等航海士、次席一等航海士、二等航海士と全部ダブルで用意しなければなりま

せん。無駄の塊なのです。ですから、人的資源も考えて、何も考えて、基幹産業、基幹技

術で必要ならばもうからなくともやるし、その代わりロジステイックスも責任を持ってや

ります。儲かる産業はそれを育てる必要があります。儲かる産業は海の産業であれば、ア

メリカでもヨーロッパでも、プレジャーボートがものすごく流行っていますが、その車検

の仕事、保険の仕事の人たちがたくさんいます。そこに産業が成り立っています。そこで

は海事クラスターといって非常に儲かっています。ですから本当の産業はそちらで育てる

べきで、そうでない基幹産業は国が税金を投じてもやるべきだと思います。但しその時よ

くよく考えないと、黙ってそれをやるのでは７００兆円の借金を背負うことになるのです。
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四国に三本の橋はいらないと言われるとそれはその通りだと思います。しかし、これから

はそうは言っていられないので、やるからには責任を持ってやるのです。日本の場合は最

初の予算を取る時は役所でもがんばるのですが、取ったあとは次の代で担当者が替わるの

で、結局誰も責任を負いたくても負えないのです。全体の制度をもう少し考えて、防衛省

の予算でも特に海の場合は活用したいと思います。お金の観点からいっても、極めて日本

は税金の無駄遣いをしていると思います。

●堀口外務省ＯＢの堀口です。本日先生方のご講演を聞かせて頂き大変勉強になりまし

た｡今の話と関係するのですが､皆さんが非常に地道にこつこつと積み上げているものを、

私は海洋関係に関心があるつもりだったのですがあまり知らなかったので、こつこつやら

れてきた努力の例えば２割とか１割５分を広報に使う必要があるのではないかと思いまし

た。そうしないといくらいい仕事を積み上げても、予算の配分の面でも、国民の理解の面

でも、決して改善できないのではないかと思いました。そういう意味で是非皆さんの時間

の２割とか１割５分を広報に使って頂けないかというお願いを申し上げます。

●山崎ありがとうございました。非常にいいサジェッションを頂きました。

●福地システム技研の福地といいます。松里先生にご質問したいと思います。日本の食

糧自給率が４０％近辺と言われています。その中で海洋関係は何％＜らいになっているので

しょうか。

それと、現在の地球規模で考えると人口が毎年８，０００万人くらい増えていると言われて

います。また、砂漠化が九州の面積くらいあると言われています。このままで行くと２０

～３０年後には大変な事態が起こるのではないかと思っています。日本はシーレーン防衛と

かいろいろありましたが、明治維新の頃の人は何とか食べていけましたが、最後に残るの

は２００海里のＥＥＺの利用ではないかと思います。国がはっきりした方針を出して２０～３０

年後に向けた計画をしていかないとまずいのではないのでしょうか。

人口が増えればエネルギー問題が起こります。エネルギーは石油が無くなれば、暗くな

れば寝て子供を作れるのですが、食べ物は無くなると大変なことになります。私も幼児期

に食糧不足でいろいろ経験しました。私も自衛隊の仕事をしているときはシーレーン防衛

ということを考えて、シーレーンが止まったら日本は富士山頂に田植えしないと食ってい

けないという基本的な考えを持っていました。今も国の予算で覚えた技術を使ってお手伝

いをしています。

最後に残る２００海里の水産関係が現在４２％の内のどれくらいで、将来６０％を供給で

きる見通しがあるのか、陸地の乏しい日本ですから、今考えておかなければいけないので

はないかと思います。

●松里ありがとうございます。先程も話足りなかったのですが、もう少しきちんと話せ

ば良かったかもしれません。日本は基本的には水産物は不足していないのです。これをま

ず申し上げたいと思います。不足か不足でないかは非常に問題がありますが、ただ大西洋

サーモンを食べたいとかエビを食べたい、カニが好きだという食糧、タンパク飢餓や危機

とは話の次元が違うのです。つまり私に言わせれば数の子を食べなくても人間は死にませ

んし、イクラを食べなくてもいいのです。特別に１０～２０年食べなくとも、人間の生命に

は関係ありません。今の日本人の食糧の要求レベルが非常に高いのです。そこをまず理解

して頂きたいと思います。自給率という言い方で水産庁も農林省も数字を出しますが、自

給率が今の国民の要求する質を全部満足して、なおかつといえばこれは非常に難しいので

す。それは水産庁でなくとも皆さん仰います。

もう一つ、自給という言葉も非常に難しいのです。日本のシロザケは日本人は余り食べ

ません。私は食いしんぼうでＦＡＯにいたこともあり、３０カ国以上を飛び回っていました

からたいていのサケ・マス類は食べました。しかし、日本のシロザケがまずいかというと

まずくないのです。おいしいのです。私がいろいろなサケやマスを食べた中でも一番おい

－８５－



しいものの一つなのですが、日本人は余り食べないし、買わないのです。従って、１６万ト

ンしか獲らないのです。あればかりは放流するわけですから、もし２０万トン必要であれ

ば４年後にはできるのです。逆にアメリカやカナダでは、キャリング・キャパシティと言

うのですが、北太平洋にシロサケを放すのでそこのプランクトンを一生懸命食べます。自

分たちの技術の低さを棚に上げて、自分たちの回帰率は０.何％だと、日本は４％だと、１０

倍以上も違うと、それはきっと日本のシロザケが一生懸命北太平洋の餌を食べてしまう。

皆さん笑われるから正常なのであって、まじめな会議でアメリカの研究者たちから、日本

のシロザケが一生懸命餌を食べてしまったので、我々のサケは育たないのだ。だから日本

が悪いんだという言い方をすぐにするのです。皆さんが笑われるのは、専門外であること

と、ある種の冷静さがあるのです。自分たちがやっていることを全く顧みないですぐにそ

ういうことを言うのです。それにしても我々がもう少し獲ろうと思えば、２０万トン、３０

万トンとできるわけです。これは放流量を増やせばいいのです。今は２０億尾で抑えてい

るのです。ですから４０億尾作れと言われれば作れます。これにはたいしたお金はかかり

ません。先程発表された「ちきゅう」といった船が造られ、大変うらやましいなと思いま

したが、あの船の予算があれば６０カ所くらいの孵化場を作ることができます。もし本当

にサケだけで自給しろというのであれば日本はできるのです。しかし、日本人がそれを要

求していないのです。だから、日本は１６万トン獲っているサケの内の５～６万トン以上を

中国に輸出しているのです。ところが中国はそのサケを全て中国で食べるのではなく、加

工してそれを日本に輸出しているのです。その場合、シロザケの自給率を何％と言えばい

いのか分からなくなってしまいます。

つまり、簡単に自給とかタンパク飢餓という言い方で日本の水産を見ると、ちょっと間

違うのではないかと思います｡ですからご安心下さい｡皆さんが明日からサンマを一人１ｋｇ
以上食べると言って頂くと､水産業界は非常に喜びます｡魚種によっては獲らないのです。

獲れないのではありません。これだけ恵まれている国は他にはないと思います。不思議な

ことに日本人があまり食べないスケトウダラ等は輸出国がある､つまり買い手があるので、

日本は一生懸命獲っています。不思議な世界です。単純な自給論とはちょっと次元が違う

のです。

食品の安全で安心と同時に、ある意味では高級な食品を日本人は要求しているのです。

それに対してどう答えていこうかというのが水産の世界です。本当に自給だけ、タンパク

計算でやるとすぐできると思います。その代わり皆さんは毎日サンマを食べて下さい。イ

カもカタクチイワシも沢山食べて頂ければ量的には自給できます。

●司会ありがとうございます。グルメの反省すべき点かと思いました。他にどなたかあ

りますでしょうか。

●野口大成建設の野口と申します。鈴木先生、渡邊先生に質問させて頂きます。海洋構

造物のこれまでとこれからに向けてのお話しをして頂きましたが、これからの話の中で超

寿命化､持続性､メンテナンスといったキーワードがこれからは非常に大切だと思います。

その中で材料に関して船舶系であれば鋼の系統、鈴木先生の話ではステンレスクラッドが

あり、私の関係する土木系ではコンクリート系が比較的多いと感じています。これから超

寿命化、持続性というようなキーワードから、今後考えていく海洋構造物の材料について

ご意見があればお伺いしたいと思います。

●鈴木造船系で言うと従来より鋼を使っていたということで、将来的にも鋼は基幹部分

を担う材料であり続けると思います。他の材料で強度的に優れたもの等もありますが、や

はりコストもかかるしＣＯ２の排出量も大きいということもあるので、やはり鋼かと思い

ます。そうすると手段が限られて頭が痛いところですが、何かブレイクスルーは無いかと

思います。ただ先程も話しましたが、ステンレスクラッドが非常に有効な材料で塗装に代

わるもので、コスト的にも塗装よりは高いですが、思ったほど高くないものです。これは

一つ有効な方法かと思います。ただ、なかなか複雑な曲面に適用するのは難しいので、構
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造の形態にいろいろな影響が出てくると思います。その他は今のところこれというアイデ

ィアはありません。

●渡邊私もどちらかというと鋼構造を専攻していますが、長期的に構造物を維持せねば

ならないということは、おそらく全ての種類についても同じではないかと思います。鋼材

については鉄鋼連盟が日本はおろか、世界で最も進んだ腐食の実証研究をやっているので

はないかと思います。その発展ぶりに驚いております。まず－つ目にサビというとこれま

でメーカーはひたすら隠してきましたが､今はそのようなことがなくなりました｡例えば、

曝露試験につきましても２０年や四半世紀かけて得られたデータを堂々と公表してきてい

ます。そのことによりメーカー側もより新しいデータに立脚して積極的に材料開発ができ

るということです。例えば、ステンレスクラッド鋼が実際に羽田空港拡張プロジェクトの

新設Ｄ滑走路において海水に浸ったジャケット部分のライニングに多く使われることに

なっています。ジャケット部分はステンレスライニングということで、結構耐海水防食性

が極めて優れていると思います。一方、塩水の降りかかるジャケット部の桁を腐食から保

護するカバープレートにはチタンクラッド鋼が使われます。基本的にどうしても通常の鋼

材よりは必然的に高価になりますが。

もう一つは塗装技術が著しく発展しています。腐食によって保たなくなった橋梁の例が

どんどん少なくなっています。それは例えば何かというとポリウレタン樹脂が多用されて

いた時代、これは比較的新しい塗装用樹脂ですが、これから、昨今必要に応じてフッ素系

樹脂に切り替わったことで、みるみるうちに防食性と言うか、塗装の寿命が大幅に改善さ

れてきています。これは歴史的には本四架橋が採用したことから始まっています。この様

に、あらゆる意味で腐食の実態が明らかにされると、更に腐食問題に取り組む人が多くな

ってくるのではないかと思います。コンクリートについても昔はメンテナンスがいらない

と錯覚をしていましたが、実はアルカリ骨材反応等の不具合もいろいろ報告されてきてい

ます。一旦コンクリートの破損が始まると、これを止めるすべがないということが基本的

なところだと思います。その辺りについて研究が進んでいます。

もう一つＣＦＲＰ材についてですが、今から数日後に九州大学名誉教授の太田俊昭先生が

東京にてご発表されます｡ＣＦＲＰ材につきましては一般に言って､単位重量あたりの強度、

比強度というのですが、これは極めて優れていますが、残念ながら従来の材料については

これまで接合部分､つまり、継ぎ手部分に欠陥があったことが報告されています。しかし、

太田先生等の研究ではこれが大きく改善されるようです。この素材を活用することにより

海上風力発電を従来の半分以下の廉価で行おうというものです。私には目から鱗が落ちた

ように聞こえますが、今後の発展に乞うご期待です。

●司会岡田先生にお伺いします。「ちきゅう」の掘削のハードウエア、オペレーション、

検層については、今のところ外国の技術や作業する人も外国人で、ここら辺はずっとこの

ままで行くのか日本側がいろいろなものを学んで、一種の日本化をしていくのかお伺いし

ます。

●岡田話を分けてハードとソフトについてお話します。まず、ハードの部分についてで

すが、「ちきゅう」の建造で従来と一番違ったのが、基本計画を全部日本の技術でやったと

いうことです。それまで作ったものは外国の会社が来て、その会社の言うとおりに配置を

とって、単に箱を作っていたというだけだったと聞いています。今回の「ちきゅう」で一

番違っているのは、配置から何から全部日本の造船技術でやったということがまず違うと

思います。ただし、もちろん部品、装置については多くを外注品として外国から買ってき

たということです。その中でも、キーテクノロジーとして上げられる「ちきゅう」の船位

保持システムについては、ソフトからハードまで全て日本の技術で作り上げました。今後

どうするかという話は造船所の方とも雑談しますが､今は掘削船の需要が出てきています。

韓国では「ちきゅう」クラスの掘削船の受注を連続で３隻獲っています。日本はどうする

かを雑談の中でする限りでは、安定した需要があるとは見ていないというところがあると
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思います。今後「ちきゅう」で培ったハード技術をどう活かすかについては私にも見定め
がつきかねます。

運用については、特に掘削作業員について、掘削作業の主要部分は「ちきゅう」では全

てノルウェーの会社がやっているのが現状です。特にこれだけの大深度掘削については、

日本に掘削会社は実績がないと聞いていますので、できるだけ早い時期にオペレーション

のノウハウを日本に移転するように持ってこようとしています。ただ持っている方はなか

なか出さないということもあり、悪戦苦闘しています。私達の方針は、とにかくこのオペ

レーション・ノウハウを、技術料を払ってでも日本のノウハウとして早期に技術移転した
いということです。

●多部田東京大学の多部田と申します。松里先生にお伺いします。今日はＥＥＺが画定

した後に利用がどうなるかということがテーマでしたが、先生の話ではやる気になればも

っと獲れるという話でした。それが国内の事情によるのか世界的な事情によるのか分かり

ませんが、もし仮に日本のＥＥＺ内で水産資源をもっと効率よく獲ろうとした場合に、－

番キーとなる技術はどの辺になるのでしょうか。

●松里今のご質問に正確にお話しようとすると、幸いなことに今から６年前に各省が技

術開発の戦術、戦略を一斉に作りました。そこできちんとしたものを作っています。いま

話された漁獲、漁法等の開発の表を作り、今また改正版を作っています。日本のＥＥＺ内

は世界で最も恵まれた漁場なのです。ただ、今、日本の漁業資源が全体に減っているとい

うのは、好まれる魚種についての漁業資源が減っているということです。どういうことか

というと､推定資源量といいますが､今獲っている漁獲量と推定できる海の中の魚の量が、

日本の重要な魚種では殆ど把握されているのですが、その時の資源の中でどれだけ捕まえ

たかという漁獲率が日本は非常に高いのです。だからもっと効率よく、もっとたくさんと

いうことは確かにこれからも必要ですが、その能力は世界に冠たるものです。これは他の

国に比べると圧倒的なのです。ただ残念なことに、ノルウエーとか他の国に比べると漁民

一人一人の生産性は低いのです。それはもともと小さな船を使ったり、昔からの漁法を使

ったりするからです。ただ、日本の漁業の漁獲能力は群を抜いて高いのです。

私は漁獲率を見てびっくりしたのですが、５割を越えると絶滅してしまうのです。ふつ

うここに参加された方々を捉えると、数年で資源が無くなってしまうのです。漁獲率が５

割を越えることは凄まじいことなのです。実は幾つかの重要な魚種の、しかもある系群で

分けて計算すると、そういうものもあるということなのです。しかしこれから以降はどん

どん老齢化が進むので、更に効率のいい漁法を開発していかなければいけないし、研究開

発は続けています。例えばサンマは棒受け網を使いますが、夜に光でだまして表層で獲り

ます。しかし考えてみれば、今の船の性能からすれば表層トロールで獲ったほうが早いの

です。そういうことができないことはないのです。まだまだ漁法的なものが発達していく

ことは事実でしょうが、それよりも私は日本のＥＥＺ内をトータルの生物生産システムと

してきちんと把握する研究が必要ではないかと思います。

それはこういうノウハウが世界にないからです。悪口になるかもしれませんが、アメリ

カは日本が何十年も大切に使っていたブリストル湾のタラバガニの漁場を、自分たちのも

のだと突然いって日本を閉め出したのです。それで３年間で絶滅させたのです。ひどい国

です。我々は何十年も使ってきました。日本の漁業会社が一生懸命微妙な調整を取りなが

ら使っていたドル箱の漁場を、たった３年で崩壊させてしまったのです。また、銀ダラが

食べたいと思ったらそればかり獲るのです。生産システムをトータルに管理するノウハウ

が世界中で全然無いのです。私などはむしろ海洋工学の中のソフトの部分がもっとほしい

と思っています。そうしないとハードばかりで、いかにして魚を殺すかということばかり

を考える殺伐としたことになり、むしろどうやって資源を維持しながら全体的にバランス

を取って持続的に漁業をしたらいいかの方がものすごく重要だと思います。

ソフトを開発する、世界で日本が新しいソフトを作って漁業はこうするべきだというも

のを是非提言していきたいと思います。京都でＦＡＯの大会をやり京都ストラテジーを作
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った時に日本が－つだけ提案をしています。そのころは提案をしても誰も反応しなかっ

たのですが、その当時「生態的利用」という言い方をしています。これは非常に優れた提

案だと思いますし、これからもそういうことを考えてソフトを開発するのが先ではないか

と思います。

●司会ありがとうございました。まだまだご意見、ご質問があるかもしれませんが、続

きの議論はこの後の懇親会で行って頂ければと思います。ここで本日ご出席頂いた講師の

先生方に拍手をもって御礼をさせて頂きたいと思います。ありがとうございました。
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会 挨拶閉

日本海洋工学会副会長

木下健

日本海洋工学会副会長の木下です。本日のパネルの閉会の挨拶と御礼を申し上げます。

本日は最初の二つの講演で今年の国会に提案が予定されている海洋基本法について、中心

になって長年活動してこられたお二人の先生に基本法の内容を含めて基本法に込めた思い

をお話頂きました。その後に広い分野の技術に関する、今後の技術展開を中心にお話しを

頂きました。また、講演に対する討論も大変活発に行われたことありがたく思います。

今回参加して頂いた方々の集計速報を申し上げますと、有料入場者７６名、パネラー８

名、個人賛助会員１１名の９５名となり、幸いにして久々の大盛会に終わったことは企画

者の一人として大変喜ばしく思っております。

私の思いを少し申し上げさせて頂きますと、海洋基本法の方もいよいよ第四コーナーを

回って一番最後のゴールを切るところに来ています。骨抜きにならないで良い姿で基本法

が成立するかどうかの一番大事なところが最後に残っています。もう一つ海洋工学に携わ

る人間から見ると大切なことは、海洋基本法が出来た後、そのあとに海洋基本計画が出来

て、いざ始めるところで省庁の枠を越えた素晴らしいプロジェクトを出しなさいという、

大きな宿題を出されている状態にあると思います。そこでの新展開こそが我々に求められ

ているものなので、是非是非ますます活発に海洋工学会のような横どうしの会を利用して

励んでいかなければいけないという思いを今日新たにしました。

本日は皆様本当にありがとうございました。
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